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｢土木学会論文集 特集号（木材工学）Vol.83 No.28｣への投稿について 

 

 

 

● 第25回木材工学研究発表会で口頭発表を行った方は｢土木学会論文集 特集号（木材工学）｣に

投稿することができます。 

 

● 第25回木材工学研究発表会で討議された内容について十分に検討した上で論文を修正し、2026

年9月24日(木)までに木材工学委員会論文編集小委員会のウェブページ(http://committees. 

jsce.or.jp/mokuzai07/node/31)の投稿フォームから投稿して下さい。投稿フォームは発表会

終了後にリンクを設けます。 

 

● 論文原稿は土木学会論文集の原稿作成例に従って作成し、受付日は 

    (Received September 24, 2026) 

   と表記して下さい(投稿時には受理日を入れないで下さい)。 

 

● ページ番号を入れて下さい。 

 

●第25回木材工学研究発表会の講演概要と｢土木学会論文集 特集号（木材工学）｣の原稿は同一タ

イトルにはできませんのでご留意ください。 

 

● 掲載料など、その他の詳細は木材工学委員会論文集編集小委員会のウェブページを参照して下

さい。 
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「木橋の（アセット）マネジメント
の課題と対応」

一社）木橋技術協会　会長
植野ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｵﾌｨｽ

植野芳彦　

1

【経歴】東洋大学　工学部　土木工学科　
（ 1981 ～）橋梁ﾒｰｶｰ　→（ 1989 ～）建設コンサルタント
（ 1994 ～）（一財）国土技術研究センター　研究第 2 部　上席主任研究員　　　　　　　　
　 2000 ～）韓国ﾃｸﾞ～ﾌﾟｻﾝ高速道路 PFI 事業　マネージャー　
（ 2006 ～）（一財）土木研究センター　専門調査役
（ 2008 ～）非破壊検査会社　役員、外資系ｺﾝｻﾙ　顧問、
（ 2013 ～）富山市　建設技術管理監、統括監　　（ 2019.03.31 　退官） 
（ 2019 ～）富山市　政策参与　
　　　　　植野ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｵﾌｨｽ　設立　
　　　　　国立研究開発法人　土木研究所　招聘研究員　　　　　　　　
　　　　　一社）国際建造物保全技術協会　理事長
（ 2024 ～）一社）木橋技術協会　会長　（ 2 度目）
　現在　　富山市　政策アドバイザー（同僚に隈研吾氏）
　　　　　金沢工業大学　客員教授　　
　　　　　インフラメンテナンス国民会議　副会長　　　等

現在の委員会
　国土交通省　下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会
　　　　　　　　社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　インフラマネジメント戦略小委員会　委員
　　　　　　　　地域インフラ群再生戦略マネジメント実践手法検討委員会　委員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画手法検討委員会　委員
　　　　　　　　新技術導入に関するハンズオン支援事業検討会　委員
　　経済産業省　木製立体迷路基準策定委員会　委員
　　　　　　

自己紹介　 【出身】　：栃木県小山市　

2
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3

国土交通省の木橋技術基準
建設省・林野庁合同「木の香る道作り研究会」
　　　　　　　　　　　　　　　（平成５年）
木橋技術基準検討委員会の設立
　　　　　　　　　　　　　　　（平成６年）
木橋業者にヒアリング
文献調査・試設計・実験

国土交通省モデル橋（５橋）施工
　
モデル橋の経過観察、修正作業実施、
「木歩道橋設計施工の技術資料」
　　　　（財）国土開発技術研究センター（平成１５年）
　　　　　　　　　　※平成１６年４月２６日付け　国土交通本省事務連絡
※この資料の中で、最後に「（参考）木橋維持管理マニュアル」を提示したが

最初は却下されるも、「木橋は維持管理が重要だから」と無理やり導入。

木橋技術協会
の設立と協力

国土交通省のモデル木橋近代木橋

4
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5

日本の木の文化

温度､風､
酸､汚染

物質 腐朽・蟻害
( 生物劣化 )

※木質材料固有

太陽光
( 紫外線 )

雨

　劣化の要因

6
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7

よくある質問「木橋はどのくらいの荷重まで大丈夫？」

象が載っても大丈夫！車道橋もある。

8

いちき串木野市の森林　
　この杉の木が木橋に

5



9

国土交通省のモデル木橋第 1 号

10
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11

最近の話題から

12

インフラマネジメントへ舵を切りましょう！
１２年前、全てはここから始まった
「ｲﾝﾌﾗﾒﾝﾃﾅﾝｽ元年」
しかし、いまだに続く・・・・
　水管橋の事故・・・
　八潮の下水道管破損による大規模道路陥没

「点検はしてました。」では済まされない。
「維持管理」「長寿命化」「予防保全」
　では、もはや対応できない。

　これからますます、厳しくなる。
　皆さん、覚悟はできてますか？
　改めて、
「インフラマネジメント」へ！

7



日本の 2030年問題

労働力不足
・団塊ジュニア世代が 50 代後半になり、現役労働人口が減少 
• 建設、インフラ維持管理分野で人手不足が深刻化 
• 技術継承が困難 
　「老朽化は進むのに、点検・補修する人が減る」
・しかし、維持管理は点検はまだまだ入り口
・技術開発が思うように進んでいない。市場の未成熟　⇒投資不足

インフラ老朽化
・高度経済成長期に整備された橋梁・トンネル・水道が一気に更新時
　期を迎える。
「作る時代」から「維持する時代」へ完全移行するのが 2030 年前後
とも言われる。この対応ができていない。

「インフラマネジメント」への転換

13

市区町村の 状況

0 人
440団

体
25%

6 ～ 10
人

212団体
12%

14

地方自治体全体の、２５％、４４０団体が
技術職員“０”　５０％が 5 人以下。

点検結果報告、補修提案、
新技術　提案しても　これでは判断できない！

マネジメントを実行する
うえで、重要なのは、管理者による
“判断”で
あるが、もはや無理な自治体が多い。
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「群マネの手引き Ver.1 （群マネ入門超百科）」 ※R7.10.14公表
○「群マネの手引き Ver.1 」では、群マネの概念や期待される効果を紹介した上で、群マネの類型や先行
事例、実施プロセス、計画策定の考え方等を解説することで、導入検討から実践までサポート。

目 次

 全国の｢見える化｣
 自治体毎の｢見える化｣

群マネのコンセプト
 インフラメンテナンスの現場の苦悩
 群マネの概念と目指す姿
 先行事例における効果の声
 ｢群マネ｣と｢束｣

群マネのメニュー
 群マネの類型
 先行事例（広域連携､多分野連携､プロセスの束）
 キーワード解説

群マネの実施プロセス
 標準的なステップ
 各ステップのＱ＆Ａ
 群マネを進める上での心得
 先行事例におけるエピソード（苦労話など）

群マネの計画策定
 群マネの計画策定で検討すべき項目
 自治体計画への位置づけ方法

人の群マネ（技術者の束）
 ｢人の群マネ｣について
 全国や各地域の取組例

１ インフラメンテナンスの｢見える化｣

２

３

４

５

６

全国や自分のまちは
どういう状態？

「群マ
ネ」ってな
に？

「群マネ」の
具体例はある？

具体の一歩を
どう踏み出せば
よい？

「群マネ」を進め
るた
めに何を決める？

「群マネ」の素
地 はどのように
作る？

「群マネ」ってなんだ？
先行事例のひみつを大解剖
明日からつかえる Q＆ A付
き

群マネ 入門超百科

「インフラ老朽化の脅威から、われらのまちを守れるか？」

人手不足時代に束でたちむかう、
新たなヒーロー大集合

イラスト：国土交通省ウェブマガジン
「 Grasp 」寡黙なヒーロー

15

• 地域インフラ群再生戦略マネジメント実施手法検討会委員
• 土木学会エキスパート賞（ 2021年度）、マイスター賞（ 2024年度）受賞
富山市のインフラマネジメント基本計画の策定や「橋梁トリアージ」などの施策を推進することでインフラマネ

ジメントの効率化と生産性向上に貢献。さらには、職員教育「植野塾」を通じて、技術職員の技術力およびマ
ネジメント志向の向上に努め、時代の変遷に耐えうる「考えられる職員」の教育に邁進。

インフラメンテナンスを担うみなさまへ

日々の業務、本当にお疲れ様です。

私たちが住む街を支えるインフラも、私たちの体と同じく、年々、歳を重ねています。 でも、それを
メンテナンスする私たちの手は、決して十分とは言えない状況ではないでしょうか。

近い将来、一つひとつのインフラを個別に見ていく従来のやり方では、限界がきてしまうかもしれま
せん。そこで今、大切になってくるのが、インフラを大きくまとめてマネジメントする、通称「群マ
ネ」という新しい視点です。
例えば、バラバラだったインフラを、自治体の枠やインフラ分野の枠を越えて、
一つの「群」として捉え、効率的•効果的にマネジメントしていくことを目指します。

この手引きでは、「群マネ」のコンセプトや類型、期待される効果などを解説した上で、みなさまが
具体の一歩を踏み出せるよう、先行事例のノウハウや苦労話をもとに、
実施プロセスのヒント（標準的なステップや Q&A など）を詰め込んでいます。

これらの知恵は、どこか特別な場所で生まれたものではなく、みなさまと同じく、
日々の現場で汗を流し、関係者が何度も膝をつき合わせて話し合い、築き上げられたものです。

「群マネ」で、あなたの街のインフラの未来を守る一歩を踏み出してみませんか ?

【自治体や事業者の皆様への手引き推薦メッセージ】

「群マネ」で、インフラ老朽化に立ち向かおう
社会インフラの老朽化問題は、危機的状態にあります。
橋梁の実に 92％は地方自治体が管理しており、まさに地方自治体がその最前線にありま
す。これらの荒廃は日本の社会システムの崩壊へ、つながりかねません。

これまでの「造る時代」とは異なり、一度に多数の構造物（群）を同時に
管理しなければなりません。マネジメントが重要です。

この１手法として、「群マネ」と言う手法が提示されました。
個々の力だけでは解決できない課題を、様々な“群”で解決していこうという手法です。マ
ネジメントの 1 手法として、自分たちの地域にあった新たな手法を考案しながら、取り組
んでみてはいかがでしょうか。

地方自治体の職員の方々そして、事業者の方々には是非、
「群マネの手引き」を活用し、明日の我が町を持続可能な街にしていき
ましょう。
植野 芳彦 （富山市  政策アドバイザ ー）

16
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第三次提言（ 2025 年 11 月）
国土交通省「下水道に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討 委員会」

信頼されるインフラのためのマネジメントの戦略的転換
I.２つの『メリハリ』と２つの『見える化』による下水道管路マネジメント
の転換
II.新たなマネジメントに向けた５つの道すじ

●新設＋メンテナンス ⇒「マネジメント」への転換
●新たなマネジメントの ５つの道すじ
　１）２つの「見える化」
　２）２つの「メリハリ」
　３）現場（リアルワールド）に「もっと光を」
　４）「統合的マネジメント」の構築
　５）改革推進の「モメンタム」

17

地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）について
○ 「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」とは、技術系職員が限られる

中でも、的確なインフラメンテナンスを確保するため、複数自治体のインフラや複数
分野のインフラを「群」として捉え、効率的・効果的にマネジメントしていく取組。

市区町村同士の「水平連携」や都道府県も関与す る
「垂直連携」により、自治体の枠を越えてマネジメント

広域連携の群マネ 多分野連携の群マネ

道路や河川、公園、下水道など、
インフラ分野の枠を越えてマネジメント

Ａ県

C町
Ｂ市 D村

etc…

Ａ市

Ｃ村Ｂ町

Ａ市

道路 公園 上下水道
etc…

河川

スケールメリットや創意工夫により、メンテナンス業務を効率化

人材育成、技術者連携のネットワーク化

技術者
の束

自治体の束

A 市 B町

C村

発注者としての連携体制
（自治体間、部署間）

受注者としての連携体制
（ JV 、事業協同組合等）

事業者の束

建設会社 IT 会社

コンサルタント 等

【 ３ つの束】 【 マネジメント戦略】

データを束ねる

プロセスを束ねる

契約年数を束ねる

性能規定等の導入

18
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19

マネジメント

リスクマネジメント
PPP/PFI

プロジェクトマネジメント

群マネ
　　包括管理

群マネは、マネジメントの一部

群マネには、正解値はない！

どうもみなさん正解値を求めたがる。

コンサル主導ではだめで、官民の十分な協議
のうえでの制度構築

先行事例と言われる中で、民間事業者側がうまく
いっていない。動かない。スキームをどう作るか？

事業の評価は定期的に行い、軌道修正は必須となる。
浮いたはずの人員と時間は、新たな施策の考案に使う

群マネから、「インフラマネジメント」へ！

20
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時期（年）

橋
梁
維
持
補
修
事
業
費
（百
万
円
）

耐震対策費用 補修・更新費用

旧「長寿命化計画」
たてまえ、嘘の計画

新たなシミュレーション結果
２０１６年にシュミュレーション

この現実に
どう対処して
いくか

老朽化の現
実と財政

選択と集中
の管理
「橋梁トリ
アージ」

マネジメントには分析とｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと見直しが重要

21

上下水道

擁壁

インフラ“群”の監理

トンネル

橋梁

のり面

道路
標識

箱もの

公園

22

インフラ群としての管理　

持続可能な街にするために

河川

12



石橋

コンクリート橋
鋼　橋

木橋

新材料
FRP

橋梁マ
ネジメ

ント

橋梁の種類

日本は、材料によって専門性が分かれる。
圧倒的にコンクリート橋が多数。⇒なぜか？
マネジメント的にはすべて管理。

23

今後の社会は総力戦　＝　マネジメントは自ら構築する

　　やる気のある

　市町村
　実行と責任
　覚悟・度量

国土交通省
指導

他自治体
情報共有、協力
広域連合

市民・市民団体・ボランティア
との協動

国民の理解は重要

県
指導、情報共有

実は最大の
パートナー

限界、限定的
ではあるが。

機能不全

土
木
技
術
者
の
活
躍

24

大学・学会
技術支援、評価

アドバイス、人材教育

民間企業
業務・協力・連携
PPP/PFI 、包括管

理

13



25

わたしのマネジメント思考の目覚め
　

2000年 韓国 テグ～ブサン高速道路 PFI 事業のマネージャーとして赴任　
橋梁１０５橋、トンネル 13 本、延長８５ｋｍを一気に施工する。
1 年間の設計照査と 4 年間の施工管理（ CM ）、モニタリンング

インフラの PFI 事業は、韓国では 2000 年に欧米では 1980 年代から実
施。
日本ではいまだに実施されていない。

「マネジメント思考」が、今後のインフラマネジメントには必須！

26
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27

マネジメント思考で重要なもの

(1) 全体を俯瞰 / 統合して対処する力（建設的統括）
(2) 組織 / 社会の運動メカニズムを包含して捉える力
　　　　（政治学・社 会学）
(3)価値 / 理念そのものを考える教養力（人文学、哲学思考）
(4)時代の変革期に理念と概念を自ら創出する勇気（創造力）
(5) 全てはマネジメントと捉えるセンス（ダイナミズム）

28
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29

項目 木橋 鋼橋 コンクリート橋

主な劣化 腐朽・虫害 腐食 塩害・中性化

点検頻度 高め 標準 標準

劣化速度 環境依存が大きい 中 中

補修方法 部材交換が容易 溶接・塗装 断面修復

脱炭素性 非常に高い 低い 中程度

木橋（アセット）マネジメントの特徴
鋼橋・コンクリート橋との比較は次のとおりです。

30

評価項目 主な内容
健全度 損傷程度、劣化状況
安全性 落橋、部材破損、第三者被害のリスク

重要度 緊急輸送道路、幹線道路、公共施設へのアクセス

利用状況 交通量、歩行者利用、地域利用
代替性 迂回路の有無、迂回距離
防災性 災害時の役割、孤立集落への影響
経済性 補修費、更新費、維持管理費

将来需要 人口動態、土地利用、道路ネットワークの変化

評価項目

16



31

管理区分 基本方針

重点維持 高い安全性・機能性を確保し、予防保全を優先

長寿命化 計画的な補修により長期間使用

標準維持 必要な安全性を確保し、適切な管理水準で維持

経過観察 利用状況や損傷進行を確認しながら管理
機能縮小 幅員、荷重、利用形態などを見直す

集約・代替 周辺橋梁や道路ネットワークへ機能を統合

撤去 社会的必要性や代替性を確認し、合意形成を経て廃止

橋梁ごとの管理方針

32

マネジメント化

古い
植野の考え方
反発はあるが、今後必要

比較項目 長寿命化 マネジメント
基本目的 橋を長く使う 必要な橋梁機能を持続させる
主な対象 個別橋梁 橋梁群・道路ネットワーク
基本前提 原則として橋を維持する 維持、縮小、集約、撤去も検討

主な評価 健全度、劣化、補修費 健全度、重要度、リスク、代替性、将
来需要

判断 いつ補修するか 何を、いつ、どの水準で維持するか
時間軸 橋梁の延命 地域機能の持続
最適化対象 ライフサイクルコスト 地域全体の社会的価値
成果 橋梁寿命の延伸 持続可能な橋梁ネットワーク

17



33

第 1世代
事後保全
壊れてから直す
技術対応

第 2世代
長寿命化（予防保全）
アセットマネジメント

第 3 世代
選択と集中
インフラマネジメント　

インフラマネジメントのパラダイムシフト

～ 2016 年
作る時代の発想
人口減、技術者減
財政難

2016 年～ 2030 年
永く使う
人口減、技術者減
財政難
これももはや時代遅れ

2030 年以降
インフラ経営
ネットワークの形成
持続可能性、選択と集中
トリアージ

34

木橋を存続させるために

アセットマネジメントでは、はじかれる可能性が高い。

【理由】
〇点検重視社会では点検の手間が大
〇診断の難しさ
〇木橋の専門家が少ない。⇒　判断できない
〇 LCC の評価は悪い

新たな価値の創出が重要

インフラマネジメント上、残すべき価値を
創出する必要がある。

18



35

ありがとうございました

なにか、ご意見・ご質問等
ございましたら、
ueno.1956yoshi@gmail.com
お気軽に！！
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構造同定を用いた木橋の振動特性推定に 
おける推定パラメータ設定の一考察 

 
 
 

下妻 達也 1・後藤 文彦 2・及川 大輔 3・中村 聖三 4・西川 貴文 5・ 
渡辺 浩 6 
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老朽化する橋梁の増加に対し，橋梁の振動特性の変化から橋梁の変状を検出する研究が行われているが，

これらの研究では ERA や確率的部分空間法等が用いられている．これらの手法で良好な推定結果を得る

ためには推定パラメータを適切に設定する必要があるが，木橋への適用事例は少ない．本研究では NExT-
ERA 法と確率的部分空間法による振動特性推定法を木橋へ適用し，既往研究の鋼製・コンクリート製の橋

梁の推定パラメータと比較を行った．結果，既往研究の推定パラメータと同等か若干小さい値としたとき

に良好な推定結果を得られることが分かった． 
 
     Key Words: timber bridge, ambient vibration, system identification, NExT-ERA, 

stochastic subspace identification 
 

 
 
1. はじめに 
 
国や県の危機的な予算の中，橋梁の維持管理は重要な

課題であるが，建設後 50 年以上経過するインフラの加

速度的な増加が見込まれる．一方で，膨大な数の橋梁を

満足に点検するのは費用や技術者減少等の理由から容易

ではない．これに対し，近年橋梁の振動特性の変化（固

有振動数，減衰定数，振動モード）から変状の検出を試

みる研究が多数行われている 1)-3)．これらの研究では橋

梁に設置した加速度センサ等から ERA（ERA：

Eigensystem Realization Algorithm）4), 5)や確率的部分空間法

（SSI：Stochastic Subspace Identification）6), 7)等の構造同定手

法により振動特性の推定が行われる．これらの手法は橋

梁で計測された動的応答データを入力すれば振動特性を

自動的に推定することが可能であるが，推定に必要な複

数のパラメータを適切に設定する必要がある． 
鋼橋やコンクリート橋の振動特性推定に構造同定手法

を適用した事例は多く 8)-9)，鋼橋を対象に推定パラメー

タと振動特性推定結果の関係を詳細に検討した事例もあ

る 10), 11)．一方，木橋を対象に構造同定手法を適用した事

例はAltunisik et al.による歴史的な木橋へSSIを適用した研

究 12)等があるものの事例数は非常に少ない．木材は繊維

方向と繊維と直交する方向でヤング係数が大きく異なり，

鋼等の等方性材料と比較するとせん断変形の影響を受け

やすい特徴がある．加えてねじりや面外方向の振動を生

じやすいと予想されるため，構造同定手法を適用する場

21
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合の推定パラメータについて検討が必要である． 
本研究では国内に架設されている木製のアーチ橋を対

象に，構造同定手法の1つであるNExT-ERA法と前進SSI
を適用する際の推定パラメータについて数値解析により

検討を行うことを目的とする． 
 
 
2. NExT-ERA法・前進SSIと推定パラメータ 

 

本研究では NExT-ERA法と前進 SSIを用いる．いずれ

の手法も動的応答データから係数行列𝐀，𝐂を作成し，

係数行列𝐀を固有値解析することで振動数と減衰定数を

推定し，係数行列𝐂から振動モードを推定する流れとな

る．本章では両手法の計算手順と検討する推定パラメー

タの概要について説明し，既往研究で用いられている推

定パラメータの範囲について示す． 
 

(1) NExT-ERA法 

NExT-ERA 法は，NExT（Natural Excitation Technique）法
4), 5)を利用して動的応答から特定の基準点に対する相互

相関関数を算出し，作成した自由振動波形からハンケル

行列を作成する．そして，作成したハンケル行列を特異

値分解して係数行列𝐀，𝐂を作成する手法である．以下

に計算手順を示す． 
多自由度系モデルの運動方程式は次式で表される． 𝐦𝐳̈(𝑡) + 𝐜𝐳̇(𝑡) + 𝐤𝐳(𝑡) = 𝐝𝐟(𝑡)    (1) 𝐲(𝑡) = 𝐞𝐳(𝑡)        (2) 𝐳(𝑡)は変位，𝐟(𝑡)は外力，𝐲(𝑡)は観測のベクトルである．𝐦，𝐜，𝐤は質量，減衰，剛性の行列であり，𝐝，𝐞は外

力の作用点と観測点を選択する行列である．運動方程式

を離散化し，状態方程式で表すと次式のようになる． 𝐱(𝑘 + 1) = 𝐀𝐱(𝑘) + 𝐁𝐅(𝑘)     (3) 𝐲(𝑘) = 𝐂𝐱(𝑘)        (4) 
ここで，𝐱(𝑘)は状態変数，𝐟(𝑘)は外力，𝐲(𝑘)は観測値

である．係数行列𝐀と𝐁は次式で表される． 𝐀 = 𝑒𝑨ഥ்，𝐁 = ൫𝑒𝑨ഥ் − 𝐈൯𝐀ഥିଵ𝐁ഥ    (5) 𝐀ഥと𝐁ഥは次式で定義され，𝐂は観測行列である 

 𝐀ഥ = ቂ 𝐜 𝐦𝐦 𝟎 ቃିଵ ቂ−𝐤 𝟎𝟎 𝐦ቃ，𝐁ഥ = ቂ 𝐜 𝐦𝐦 𝟎 ቃିଵ ቂ𝐝𝟎ቃ (6) 𝑘 = 0の時刻においてある点に衝撃力が作用する場合に

ついて，外力の行列を考える． 
 𝐅(𝑘) = [𝐟ଵ(𝑘) ⋯ 𝐟௥(𝑘)]     (7) 

ここで，𝑟は外力の作用点である．この外力に対応する

応答を並べた行列 
 𝚲(𝑘) = [𝐲ଵ(𝑘) ⋯ 𝐲௥(𝑘)]    (8) 

が得られ，式(2)より外力の行列に対応する応答の行列

としてマルコフパラメータが得られる． 
 𝚲(𝑘) = 𝐂𝐀௞ିଵ𝐁       (9) 

ハンケル行列はマルコフパラメータを要素とする行列で，

次式より表わされる． 
 𝐇(𝑘 − 1) = 

൦ 𝚲(𝑘)𝚲(𝑘 + 1) ⋯     𝚲(𝑘 + 𝛽 − 1)   ⋯ 𝚲(𝑘 + 𝛽)⋮𝚲(𝑘 + 𝛼 − 1) ⋱ ⋮⋯ 𝚲(𝑘 + 𝛼 + 𝛽 − 2)൪
  (10) 

ここで，𝛼をブロック行列数，𝛽をセグメント長と呼ぶ．

実際に振動特性を推定する際は，NExT 法で作成した自

由振動波形からハンケル行列の作成が行われる．(10)式
にマルコフパラメータ(9)式を代入し，ハンケル行列を

分解すると次式を得る． 

 
𝐇(𝑘 − 1) = ൦ 𝐂𝐀௞ିଵ𝐁𝐂𝐀௞𝐁 ⋯   𝐂𝐀௞ାஒିଵ𝐁  ⋯ 𝐂𝐀௞ାஒ𝐁⋮𝐂𝐀௞ା஑ିଵ𝐁 ⋱ ⋮⋯ 𝐂𝐀௞ା஑ାஒିଶ𝐁൪

 

= ൥ 𝐂⋮𝐂𝐀஑ିଵ൩ 𝐀୩ିଵ[𝐁 ⋯ 𝐀ఉିଵ𝐁] = 𝐏ఈ𝐀୩ିଵ𝐐ఉ      (11) 

ここで，ブロック行列𝐏ఈは可観測行列，𝐐ఉは可制御行

列である．ERA 法によるシステムの実現のため，(11)式
において𝑘 = 1とした場合の特異値分解を行う．  𝐇(0) = 𝐔𝐒𝐕்          (12) 
ここで，𝐔𝐔் = 𝐈，𝐕𝐕் = 𝐈であり， 

 𝐒 = ቂ𝐒௡ 𝟎𝟎 𝟎ቃ           (13) 

の長方形行列である．このとき，(11)，(12)式より𝐇(0)
は次式で与えられる． 

 𝐇(0) = 𝐔𝐒𝐕் = 𝐔௡𝐒௡𝐕௡் = 𝐏஑𝐐ஒ    (14) 
ここで，𝐔௡，𝐕௡は行列𝐔と𝐕の最初の𝑛列から構成され

る行列であり，𝑛が特異ベクトル長である．また，上式

より次の関係が得られる． 𝐏஑ = 𝐔௡𝐒௡ଵ/ଶ
，𝐐ஒ = 𝐒௡ଵ/ଶ𝐕௡்       (15) 

(11)，(15)式よりマルコフパラメータの関係式が得られる． 

𝐏஑ = 𝐔௡𝐒௡ଵ/ଶ = ቎ 𝐂𝐂𝐀⋮𝐂𝐀஑ିଵ቏      (16) 

𝐐ஒ = 𝐒௡ଵ/ଶ𝐕௡் = [𝐁 𝐀𝐁 ⋯ 𝐀ఉିଵ𝐁]    (17) 

上式より，𝐏ఈの最初の𝑚行より係数行列𝐂，𝐐ఉの最初

の𝑟列より係数行列𝐁が得られる．ここで，𝑚は観測点

の数である．同様に𝑘 = 2の場合について考える． 

 𝐇(1) = 𝐏ఈ𝐀𝐐ఉ = 𝐔௡𝐒௡ଵ/ଶ𝐀𝐒௡ଵ/ଶ𝐕௡்         (18) 

 (16)，(17)，(18)式より係数行列𝐀，𝐁，𝐂が求められる． 
 𝐀 = 𝐒௡ି ଵ/ଶ𝐔௡்𝐇(1)𝐕௡𝐒௡ି ଵ/ଶ

    (19) 
 𝐁 = 𝐒௡ଵ/ଶ𝐕௡் 𝐄௥       (20) 
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 𝐂 = 𝐄௠்𝐔௡𝐒௡ଵ/ଶ
       (21) 

ここで，𝐄௥，𝐄௠は𝐏ఈおよび𝐐ఉから係数行列を抽出す

るための行列である． 
 
(2) 確率的部分空間法（SSI） 

確率的部分空間法 6), 7)は構造物の応答から状態変数の

推定を行う．前進 SSI と後進 SSI があり，以下に本研究

で使用する前進 SSI の計算手順を示す．時刻ステップ𝑘
および𝑘 + 1における状態変数x௞，x௞ାଵの推定値xො௞，xො௞ାଵが得られると，前進イノベーションモデルを構成

することで推定状態空間が表される．これを最小二乗法

によって解くことにより次式のシステム行列が得られる． 

     ቂACቃ = ቈX෡௞ାଵY௞|௞ ቉ 𝐗෡௞#              (22) 

上式の(∙)#は一般逆行列を表している．状態変数を推定

するため，データブロック行列Y଴|ଶ௞ିଵを次のように定

義する． 

  Y଴|ଶ௞ିଵ = ⎣⎢⎢
⎢⎢⎡

y଴⋮y௞ିଵ
yଵ ⋯ yேିଵ⋮ ⋱ ⋮y௞ ⋯ y௞ାேିଶy௞⋮yଶ௞ିଵ

y௞ାଵ ⋯ y௞ାேିଵ⋮ ⋱ ⋮yଶ௞ ⋯ yଶ௞ାேିଶ⎦⎥⎥
⎥⎥⎤ 

 = ൤ Y଴|௞ିଵY଴|ଶ௞ିଵ൨ = ൤Y௣Y௙ ൨     (23) 

ここで，𝑘をモデル次数，𝑁をセグメント長と呼ぶ．Y௣，Y௙はそれぞれ現在の時間ステップの過去および未来のデ

ータ空間を表す．Y௣のY௙への射影行列を𝓟௞と定義する

と，𝓟௞は可観測行列𝓞௞と状態推定行列X෡௞の積で表され，𝓞௞は特異値分解を用いて次式のように表される． 𝓟௞ = 𝓞௞X෡௞ = U෩S෨V෩்      (24) 𝓞௞ = U෩𝐒෨ଵ/ଶ        (25) 
上式の関係から，X෡௞は𝓟௞と𝓞௞より(26)式のように推定

される．なお，𝓞௞の計算に使用するU෩と𝐒෨は1~𝑚行を取

り出した行列であり，𝑚が特異ベクトル長である． X෡௞ = 𝓞௞#𝓟௞              (26) 
同様に，Y௣ାのY௙ି への射影行列を𝓟௞ିଵと定義すると，𝓞௞ିଵとX෡௞ାଵの関係よりX෡௞ାଵが推定される． 𝓟௞ିଵ = 𝓞௞ିଵX෡௞ାଵ          (27) X෡௞ାଵ = 𝓞௞ିଵ# 𝓟௞ିଵ           (28) 
(22)式に(23)，(26)式を代入するとシステム行列が得られ，

システム行列の1~𝑚行を取り出したものが係数行列𝐀，𝑚 + 1行以降を取り出したものが係数行列𝐂である． 
 
(3) 検討する推定パラメータ 

本研究では NExT-ERA 法のブロック行列数𝛼，セグメ

ント長𝛽，特異ベクトル長𝑛と，前進 SSI のモデル次数𝑘，
セグメント長𝑁，特異ベクトル長𝑚について検討を行う．

NExT-ERA法のブロック行列数と前進 SSIのモデル次数 

表-1 既往研究の推定パラメータ 

 

 
 
はハンケル行列，データブロック行列の行数の決定に必

要であり，システムで予想される固有振動数の数に基づ

いて決定される13)． ハンケル行列，データブロック行列

の行数は𝑛個のモードを同定する場合モデル次数を2𝑛と
する必要があり，行数が小さすぎる場合，一部の振動モ

ードが欠落する可能性がある．ノイズを含む場合はより

大きい値とする必要があり，10𝑛以上必要という報告も

ある 14)．セグメント長はハンケル行列，データブロック

行列の列数の決定に必要である．NExT-ERA 法では相互

相関関数の末尾のノイズを含めないよう，極力多くのデ

ータを使用する方が良いという報告があり 13)，前進 SSI
でもセグメント長が長いほど減衰定数の変動係数を小さ

くできるという報告がある 10)．特異ベクトル長は，

(14)(24)式の特異値分解で得られた対角行列において取得

する特異値の数を決定するパラメータである．システム

の最小実現のため，特異ベクトル長を小さくして値の小

さい特異値を除去することで有意ではないノイズを取り

除くことができるが 1)，小さすぎる場合は主要なモード

も取り除いてしまうため，適切な値を設定する必要があ

る．本研究ではこれらのパラメータについて検討を行う

が，いずれも推定結果へ及ぼす影響が極めて大きいもの

である． 
表-1に既往研究の対象橋梁や橋長等の情報と用いられ

ている推定パラメータを示す．パラメータは文献中に記

載のもののみを示しており，NExT-ERA 法はパラメータ

を示している文献数が少なかったため，ERA法のもの 

1 15) 吊床版橋 88 78 0.01 0.9

2 15) 吊床版橋 85 76.5 0.01 1.0

3 15) 吊床版橋 137 123 0.025 0.7

4 1) 鋼箱桁橋 119.4 29.85 0.005 3.43

5 2) 吊橋 1380 720 0.05 0.13

6 3) 吊橋 1056 728 0.005 0.16

7 11) 鋼アーチ橋 115 113.75 0.01 1.73

8 11) 鋼箱桁橋 225 87.4 0.005 1.45

9 11) 鋼箱桁橋 479 240 0.005 0.37

10 8) 連続PC箱桁橋 365.4 42.6 0.008 2.64

11 9) 連続PC箱桁橋 380 50 0.01 2.7程度

12 9) 連続RCラーメン橋 47 16.1 0.01 8.5程度

13 9) 単純PCI桁橋 30.7 ― 0.01 6.5程度

14 3) 吊橋 1056 728 0.005 0.16

時間刻み
(秒)

No
文献
番号

橋種
橋長
(m)

最大支
間長(m)

1次固有振
動数(Hz)

ブロック行列数

モデル次数

1 ERA 10 4 ―

2 ERA 5 4 ―

3 ERA 5 4 ―

4 ERA 12 0.5 最大特異値×0.5%

5 NExT-ERA 23～28 20 特異値500以上

6 NExT-ERA 200(400) 20(10) ― ( )は高次推定時

7 SSI 75～85 30 28～34

8 SSI 40～45 30 10～50

9 SSI 140(60) 30 20～26 ( )は高次推定時

10 SSI 250～400 ― ―

11 SSI 20～100 ― ―

12 SSI 20～100 ― ―

13 SSI 20～100 ― ―

14 SSI 100(50) ― ―

備考No
推定
手法

セグメント
長(秒)

特異
ベクトル長
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(a) 外観 

 
(b) 一般図 

図-1 A橋外観と一般図 

 

 
(a) 外観 

 
(b) 一般図 

図-2 B橋外観と一般図 

 
も併せて示している（No.1～6）．No.7～14は SSIのもの

である．表より，ブロック行数，モデル次数は 20～100，
セグメント長は 4～30 秒が使用されている．特異ベクト

ル長は文献 11)で 10～50 としているが，文献 4)，5)のよ

うに特異値の値に閾値を設けている事例もある． 
 
 
3. 対象橋梁と解析モデル 

 
本章では，対象橋梁の概要と解析モデルについて説明

する．後述する固有値解析と常時微動外力に対する加速

度応答の算出には，汎用有限要素法解析ソフトウェア 
ANSYS 2024R2 のモーダル解析システム，時刻歴応答構

造解析システムを用いた． 

 
(a) A橋 

 
(b) B橋 

図-3 解析モデル 

 

表-2 材料定数 

 
 
(1) 対象橋梁 

対象橋梁は図-1，2 に示す A 橋，B 橋であり，いずれ

も木製のアーチ橋である．図-1 に示す A 橋は橋長 23(m)，
幅員 1.5(m)の歩道橋であり，架設年は 2020年である．ア

ーチリブや縦桁，床桁等の主構造部材はスギ集成材が用

いられている．図-2 に示す B 橋は橋長 20.9(m)，幅員

5.0(m)であり，A 活荷重により設計されている．架設年

は 1999 年である．アーチ部材や床版にはスギ集成材が

用いられ，床組みには耐候性鋼材が用いられている． 
 
(2) 解析モデルと計算条件 

対象橋梁の一般図を元に，図-3の解析モデルを作成し

た．モデル化は梁要素で行い，アーチ片側のみの平面モ

デルとしている．メッシュはオートメッシュ機能により

作成し，最大サイズは 0.5(m)としている．図中の赤線が

木部材，黒線が鋼部材である．床版や横桁，アーチ横支

材等の死荷重はアーチと下弦材の節点に付与している．

材料定数は表-2に示す値を用いているが，木部材の単位

重量とヤング係数𝐸௫は対象橋梁の設計計算書に記載の

値を用い，その他のヤング係数とせん断弾性係数は文献

16)を参考に算出した．ポアソン比は文献 17)の値を用い

ている．図-4 に固有値解析で得られた 1～4 次の固有振

動数と振動モードを示すが，本研究では振動数が 20(Hz)
以下のモードに着目している．なお，用いた解析モデル

は平面モデルであるが，木部材に直交異方性の材料定数 

3000 30005 x 2800 = 14000

20000450 450

3
3
0
0

CL

単位：mm

A橋 B橋

単位重量

(kN/m
3
)

ρ 77 7.84 7.84

Ex 7138.0 6109.5

Ey 237.9 203.7

Ez 237.9 203.7

νxy 0.4 0.4

νxz 0.6 0.6

νyz 0.9 0.9

Gxy 446.1 381.8

Gxz 44.6 38.2

Gyz 44.6 38.2

ヤング係数

(N/mm2)

ポアソン比

せん断弾性

係数(N/mm2)

木部材の

材料定数
は，文献

16)より

Ey=Ex/30

Ez=Ex/30

Gxy=Ex/16

Gzx=Gxy/10

Gyz=Gxy/10

とする．

備考鋼部材

200000

0.3

76923

木部材
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図-4 固有値解析で得られた固有振動数と振動モード 

 

 
(a) 常時微動外力 

 
(b) 推定した加速度応答（B橋，☆部） 

図-5 常時微動外力と推定した加速度応答の一例 

 
を割り当てた場合，等方性材料の場合と比較してせん断

変形の影響が大きくなり，推定される固有振動数は小さ

くなると予想される． 
これらの解析モデルに白色雑音から作成した最大加速

度 0.1(m/秒 2)の常時微動外力を鉛直方向に載荷し，得ら

れた下弦材の節点の加速度応答を算出する．加速度応答

の着目点はアーチ・吊材と下弦材の交点の節点（□部）

とし，図-3中に示している．時間刻みはdt=0.001(秒)，計

算時間は300(秒)とし，減衰定数は0.02とした．入力した

常時微動外力と得られた応答の一例を図-5に示す． 
 
 
4. 推定パラメータの検討（NExT-ERA法） 

 
A，B 橋の加速度応答から NExT-ERA 法により振動特

性を推定し，ブロック行列数，セグメント長，特異ベク

トル長と推定結果の関係を考察する．相互相関関数を求

める際の参照点は図-3に示す☆の節点とする．固有振動

数と推定パラメータの関係は Stabilization Diagram によっ

て評価する 18), 19)．また，振動モードについては信頼性を 

 

 
図-6 ブロック行列数に対する振動数推定結果 

 

 

 
図-7 ブロック行列数に対するMAC値 

 
評価する指標である MAC（Modal Assurance Criterion）値

を用い，次式より計算する 19), 20)． 𝑀𝐴𝐶 = หథ೐೔೒∙థ೐ೞ೟หమหథ೐೔೒หమ|థ೐ೞ೟|మ        (29) 

ここで，𝜙௘௜௚は固有値解析で得られた振動モードから図

-4 の応答着目点の値を抽出したもので，𝜙௘௦௧は NExT-
ERA 法で推定した振動モードである．振動特性の推定

は数値解析ソフトウェア MATLAB で作成したプログラ

ムを用いた． 
 
(1) ブロック行列数 

表-1 を参考に，ブロック行列数を 10～100の範囲で変

え，セグメント長は20(秒)，特異ベクトル長は25として

振動特性の推定を行った．図-6にブロック行列数に対す

る振動数推定結果のStabilization Diagramを示す．上段がA
橋で，下段がB橋の推定結果であり，図中の〇がNExT- 

A橋

NExT-
ERA法
固有値
解析

B橋

NExT-
ERA法
固有値
解析

1次

2次

3次

4次

A橋

0 20 40 60 80 100

ブロック行列数

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

M
A
C
値 1次2次3次 4次

B橋

25



 

  

 

 
図-8 セグメント長に対する振動数推定結果 

 

 

 
図-9 セグメント長に対する減衰定数の変化 

 
ERA 法による振動数推定結果，破線が固有値解析によ

る固有振動数を示している． 
概ね両者は同じ結果が得られているが，A橋は3，4次，

B 橋は 4 次で一部誤推定された結果が確認できる．ブロ

ック行列数と推定結果の関係を見ると，ブロック行列数

が 10 のときのみ A 橋，B 橋とも最も良好な結果が得ら

れている．図-7 にブロック行列数に対する MAC 値の変

化を示す．A 橋の 4 次を除き，概ね 0.8 以上の値が得ら

れている．以上の結果より，A 橋，B 橋ともブロック行

列数が 10～100 の範囲では概ね固有値解析の固有振動数

に近い結果が得られるものの，ブロック行列数は10～20
程度で良いと考えられる． 
 
(2) セグメント長 

セグメント長を 10～60(秒)の範囲で変え，ブロック行

列数は 10，特異ベクトル長は 25として振動特性の推定 

 

 
図-10 特異ベクトル長に対する振動数推定結果 

 

 
図-11 特異値の変動 

 
を行った．図-8にセグメント長に対する振動数推定結果

の Stabilization Diagramを示す．  
図より，セグメント長に関わらず推定した振動数は固

有値解析の結果とほぼ一致した．また，西川ら 10)により

減衰特性の推定においてはセグメント長の影響が大きい

という指摘があるため，セグメント長に対する減衰定数

を算出した．図-9に結果を示すが，本研究にてノイズ成

分を考慮していない影響はあるものの，若干の変動はあ

るがほぼ一定の値が得られている．従って，セグメント

長は 10～20(秒)で良いと考えられる．なお，紙面の都合

上省略するが MAC 値は A 橋で 0.85～1.0，B 橋で 0.90～
1.0であった． 
 
(3) 特異ベクトル長 

特異ベクトル長を 10～60 の範囲で変え，ブロック行

列数は 10，セグメント長は 10(秒)として振動特性の推定

を行った．図-10 に特異ベクトル長の Stabilization Diagram
を示す． 
図より，特異ベクトル長が 20 以上の場合は推定した

振動数と固有値解析の結果がほぼ一致し，10 の場合は

一部の結果が得られていない．特異ベクトル長が小さく

主要なモードが欠落してしまったためと考えられる． 
図-11に(14)(24)式から得られる特異値の変動を示してい 

0 5 10 15 20

振動数(Hz)

0
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70
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図-12 モデル次数に対する振動数推定結果 

 

 

 

図-13 モデル次数に対するMAC値 

 
る．図より，特異値の番号が 12～19 を超えると特異値

が急激に減少し，20 を超えるとなだらかな減少に転じ

ている．MAC値はA橋で特異ベクトル長が 10の場合は

0.0～0.1，20 以上の場合は 0.85～1.0 であり，B 橋で特異

ベクトル長が 10 の場合は 0.0，20 以上の場合は 1.0 であ

った．これらの結果から，特異ベクトル長は 20 以上と

すれば安定した推定が可能と考えられる． 
 
(4) 推定パラメータの考察と既往研究との比較 

NExT-ERA法の推定結果から，ブロック行列数 10，セ

グメント長10(秒)，特異ベクトル長20とすると良好な推

定結果を得ることができた．今回は応答にノイズを考慮

していないが，表-1の既往研究の推定パラメータと比較

すると橋梁の種類や規模は異なるものの，ブロック行列

数とセグメント長は比較的既往研究に近い値となってい

る．特異ベクトル長について具体的な数値を定めている 

 

 

図-14 セグメント長に対する振動数推定結果 

 

文献は著者らの知る限り見当たらないが，得られた特異

値の変動から妥当な数値と考えられる．以上より，

NExT-ERA 法で振動特性の推定を行う場合，既往研究と

同程度の推定パラメータを設定すれば良いと考えられる． 
 
 
5. 推定パラメータの検討（前進SSI） 

 
前章と同じ加速度応答から前進 SSI により振動特性を

推定し，モデル次数，セグメント長，特異ベクトル長と

推定結果の関係を考察する．結果の評価は前章同様に

Stabilization DiagramとMAC値により行う． 
 

(1) モデル次数 

表-1 を参考に，モデル次数を 10～100 の範囲で変え，

セグメント長は20(秒)，特異ベクトル長は25として振動

特性の推定を行った．図-12 にモデル次数の Stabilization 
Diagramを示す．前章同様に上段が A橋，下段が B橋の

推定結果であり，図中の〇が前進 SSI による振動数推定

結果，破線が固有値解析による固有振動数を示している．

また，図-13にMAC値を示す． 
図-12より，A橋はモデル次数が 40以上の場合に誤推

定された結果が見られ，図-13のMAC値も明確な低下が

確認できる．B橋のMAC値はいずれの次数も 0.9以上と

なっているが，図-12 の振動数を見るとモデル次数が 60
以上の場合に 4次の固有振動数よりも大きい誤推定され

た振動数が確認できる．これらの結果から，モデル次数

は 10程度で問題が無いと考えられる． 
 
(2) セグメント長 

セグメント長を 10～60(秒)の範囲で変え，モデル次数

は 10，特異ベクトル長は 25として振動特性の推定を行 
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図-15 セグメント長に対する減衰定数の変化 

 
った．図-14 にセグメント長に対する振動数推定結果の

Stabilization Diagram，図-15 にセグメント長に対する減衰

定数を示す． 
図より，B 橋でセグメント長 20(秒)の場合の 4 次付近

に誤推定された結果があるが，概ね固有値解析結果に近

い振動数を推定でき，減衰定数も NExT-ERA法同様に若

干の変動はあるもののほぼ一定の値が得られた．なお，

MAC値はA橋で 0.84～1.0，B橋で 0.90～1.0であった． 
 

(3) 特異ベクトル長 

特異ベクトル長を 10～60 の範囲で変え，モデル次数

を 10，セグメント長を 10(秒)として振動特性の推定を行

った．図-16に特異ベクトル長の Stabilization Diagram，図-
17に特異値の変動を示す． 
図-16 より，NExT-ERA 法の結果と同様に特異ベクト

ル長が 10 の場合は一部の結果が得られておらず，図-17
では特異値の番号が 8～20 の範囲で特異値が急激に減少

し，20 を超えるとなだらかな減少になっている．MAC
値は A 橋で特異ベクトル長が 10 の場合は 0.0～0.12，20
以上の場合は 0.86～1.0であり，B橋で特異ベクトル長が

10の場合は 0.0，20以上の場合は 0.90～1.0であった． 
 

(4) 推定パラメータの考察と既往研究との比較 

前進 SSIの推定結果から，モデル次数 10，セグメント

長10(秒)，特異ベクトル長20とすると良好な推定結果を

得ることができた．表-1の既往研究の推定パラメータと

比較すると，モデル次数とセグメント長はかなり小さい

値となった．本研究はシミュレーションによる検討であ

り，ノイズを考慮していない影響もあるが，既往研究の

数値よりも小さい値にできる可能性がある．特異ベクト

ル長は具体的な数値が明記された文献が少なかったが，

文献 11)の設定値と概ね近い値となった． 

 

 

図-16 特異ベクトル長に対する振動数推定結果 

 

 
図-17 特異値の変動 

 
 
6. まとめ 

 
本研究では木橋の振動特性推定に構造同定手法を適用

するため，国内に架設されている木製のアーチ橋を対象

にNExT-ERA法と前進SSIの推定パラメータについて数値

解析にて検討を行った．以下に本研究のまとめを示す． 
1) 木製アーチ橋の直交異方性の材料定数を与えた平面モ

デルを作成し，時刻歴応答解析を実施した．得られた

加速度応答からNExT-ERA法と前進SSIにより振動特性

の推定を行い，ブロック行列数，モデル次数，セグメ

ント長，特異ベクトル長と推定結果の関係を調べた．  
2) NExT-ERA法ではブロック行列数10，セグメント長

10(秒)，特異ベクトル長20の場合に良好な振動特性推

定結果が得られた．ブロック行列数とセグメント長は

既往研究で用いられているパラメータと同程度の値で

あり，特異ベクトル長は特異値分解で得られた特異値

の変動から妥当な数値であると考えられる． 
3) 前進 SSIではモデル次数 10，セグメント長 10(秒)，特

異ベクトル長 20 の場合に良好な振動特性推定結果が

得られた．モデル次数とセグメント長は既往研究で用

いられているパラメータよりも小さい値であり，特異

ベクトル長は文献 11)と同程度の値であった． 
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今後の課題として，本研究の対象橋梁と他の橋種の木

橋を対象とした動的応答データ計測を実施し，本研究で

得られた推定パラメータを適用した際の推定精度につい

て検証を行う予定である．また，本研究では2次元の平

面モデルを用いたが，木材の直交異方性の材料特性が振

動特性や推定パラメータに及ぼす影響について，3次元

モデルを用いた数値解析による検討を実施したい． 
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A STUDY ON PARAMETER SETTINGS FOR ESTIMATING VIBRATION 
CHARACTERISTICS USING SYSTEM IDENTIFICATION 

 
Tatsuya SHIMOZUMA, Humihiko GOTOU, Daisuke OIKAWA,  

Shozo NAKAMURA, Takafumi NISHIKAWA and Hiroshi WATANABE 
 

In response to the growing issue of deteriorating bridges, studies to detect bridge damage from changes 
in vibration characteristics have been conducted. These previous studies use such as ERA and Stochastic 
subspace identification. To obtain accurate estimation results using these methods, it is necessary to appro-
priately set the estimation parameters. However, study focusing on timber bridges remains limited. This 
study applies NExT-ERA and Stochastic subspace identification to estimate the vibration characteristics of 
timber bridges. The resulting estimation parameters are then compared with those from previous studies on 
steel and concrete bridges. The results showed that satisfactory estimation results can be obtained when the 
parameters are set to values equal to or slightly smaller than those reported in previous studies. 
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鋼チャンネル材で補強した木製床版の 
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 自動車荷重に抵抗できる災害復旧用緊急仮設橋を開発する．橋梁形式はワーレントラス橋とし，主要材

料には木材を用いる．トラス主構が自動車荷重に耐える強度を有するほか，床版も輪荷重に耐える必要が

ある．本研究では床版に着目し，人力で運搬，組み立てが可能で且つ強度も十分な床版構造を考案した．

この構造は，正方形断面の製材の左右に鋼チャンネル材を並べてボルトで密着させた鋼-木ハイブリッド桁

を成し，この桁を数本敷き並べて床版を形成する．輪荷重によりこの桁は曲げを受けるが，載荷位置によ

ってはねじりも受ける．ねじりを受けた際，ボルト本数が少ないと一体化の程度が低く，木と鋼との間に

ズレが生じねじり角が大きくなる．本研究はこの桁にねじり載荷実験を行ったもので，ボルトを7本用いれ

ば一体化したと見なせることが判明した． 

 

 Key Words : emergency bridge, timber Warren truss bridge, slab, pure torsion, warping torsion  

 

 

1. まえがき  

 

 災害復旧用緊急仮設橋として，著者らは軽量で加

工が容易な木材を利用したトラス橋1-4)を開発してき

た．それらは人力で組み立てができ，半日以内での

架設が可能な施工性を有しているが，支間長が10m

程度の小規模な橋で，荷重は群集荷重を適用したも

のであった．そこで，著者らは自動車荷重にも対応

した緊急仮設橋を開発しようと試みている5)．自動車

荷重に対応した緊急仮設橋として，国や自治体が保

有する鋼製の橋梁が既に開発されているが，それら

は完成まで数日から1か月程度の期間を要する6)．本

研究で開発する緊急仮設橋は，これまでの研究で進

めてきた超短時間架設と人力組み立てを踏襲しつつ，

車道橋へ拡張することを目指している． 

 自動車荷重に対応させるためには，群集荷重で設

計した歩道橋よりもトラス主構や部材接合部を高強

度化するほか，床版構造も輪荷重に耐える強度を確

保する必要がある．このうち本研究は床版構造に着

目し，輪荷重に抵抗できる新たな構造として鋼-木ハ

イブリッド桁を提案する．この桁は120mm角のスギ

材1本と桁高150mmの鋼チャンネル材2本で構成され，

それらは複数本のボルトで固定させている．災害時

の現場組み立てを想定し，木，鋼とも人力で運べる

重量であること，ボルトは少ない本数で短時間で組

み立てられることを考慮している．輪荷重が作用し

ない歩行者の通行部分には木材のみによる桁を用い

る．これらのハイブリッド桁と木桁をトラス橋の床

桁上に敷き並べて床版を形成する． 

 輪荷重がハイブリッド桁に作用する際，桁には曲

げが作用するほか，作用位置によっては偏心載荷状

態となり桁にねじれを引き起こすこととなる．鋼と

木が一体化(剛結)されてねじれに抵抗できることが

望ましいが，両者はボルトで接合されているためボ
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ルト本数によっては一体化とはみなし難い場合が考

えられる．そこで本研究では，このハイブリッド桁

のねじり載荷実験を行い，ボルト本数と一体化の程

度の関係を調べることとする． 

 

2. 木製ワーレントラス橋の構造  

 

 本研究で対象とする鋼－木ハイブリッド桁は，図-

1に示すワーレントラス橋に用いる．支間長は

18300mm，格間長は3660mm，トラス部材(上弦材，

斜材，下弦材)の部材長は全て3650mmとしている．

トラス部材には，120×120mmの断面のスギ製材(道南

スギ)を2本使用する．格点部はSS400，板厚4.5mmの

鋼板によりトラス部材をボルト接合できる構造とな

っている． 

 上横構には2×4材(道南スギ)，下横構には6mmの

鋼ワイヤーロープを配置してトラスの立体形状を安

定させるとともに，上横構は上弦材の有効座屈長を

短くさせる役割を持たせている．下弦材の格点部に

は，橋軸直角方向に鋼チャンネル材(75×200×4.5mm)

による床桁を10本配置し，床版を支持させる．床版

の橋軸方向長さはトラス部材と同じ3650mmとして

いるが，床桁間隔は3160mmとしており床版の桁掛り

長が確保されている． 

 橋梁の断面を図-2に示す．図中の点線は緊急車両

の大きさを表しており，ここでは救急車(トヨタ・ハ

イエース，車幅＝1880mm，車高＝2285mm，トレッ

ド＝1655mm)を想定した．活荷重として3.2tfを仮定

し，輪荷重を800kgf (≒ 7840N)とした． 

 災害現場において人力組み立てを行うことを想定

し，全ての部材(接合用鋼板も含む)が1人または2人

で持ち運べる重量となっている． 

 

3. 床版構造 

 

 床版は図-3に示すように，鋼チャンネル材と角材

から成る桁A(赤点線部)，及び2×10材(38×235mm) 

と2×8材(38×184mm)から成る桁B，2×8材から成る桁

Cを敷き並べた構造となっている．これらの角材とツ

ーバイ材も道南スギである．桁Aには輪荷重が作用し，

桁Bと桁Cには歩行者荷重が作用する．桁Aは1輪に対

して2本配置され270 + 270 = 540mmの幅が確保され

ている．これは，救急車のほか，普通乗用車や軽トラ

ックの走行も考慮し，トレッドの値に柔軟に対応さ

せることを意図している．桁高は，桁A = 150mm，桁

B・C = 222mmとなっており，72mmの段差がある．

これは運転者のハンドル操作によりタイヤが左右方

向に逸脱しないことを意図したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[mm] 

床版 

(a) 平面図(上横構) 

  (c) 平面図(下横構，床版) 
 
図-1 木製ワーレントラス橋概略図 

(b) 側面図 

図-2 橋梁断面図 
[mm] 

橋門構 

想定する緊急 

車両の大きさ 

斜
材 

斜
材 

床桁 

床版 

図-3 床版断面図 

[mm] 

C L 

チャンネル材 ]-75×150×4.5 

120×120角材 

2×8材 2×10材 

床桁 ]-75×200×4.5 

桁A 
桁C 桁B 
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 桁Aは図-4のように2本の鋼チャンネル材を1本の

角材にボルト接合させたハイブリット桁となってい

る．角材とチャンネル材の長さは共に3650mmである．

角材1本の重量は17kgf (≒167N)程度で，1～2人で持

ち運ぶことができる．チャンネル材1本の重量は，

35.0 kgf (≒343N)で，2人で持ち運ぶことが想定され

る．一方，これらがボルト接合され一体化されると

重量は87kgf (≒853N)程度となり，2人でも持ち運ぶ

ことは困難である．そこで，災害時における床版の

組み立ては，角材とチャンネル材はあらかじめボル

ト接合してから現場へ運ぶのではなく，1本ずつ現場

へ持ち運び，その後ボルト締めを行って一体化させ

る施工法とする．なお，桁Bの重量は29kgf (≒284N)，

桁Bの重量は26kgf (≒255N)であるため，それぞれ2

人で持ち運ぶことが可能である． 

 このハイブリッド桁Aは，1格間当たり4本，構造全

体では20本となるため，ボルト接合に多くの時間を

要する．本橋梁は災害時の緊急仮設用とすることか

ら，組み立て時間短縮のためボルト本数は少ないこ

とが望ましい．加えて，桁Aは角材とチャンネル材が

ずれることなく一体となって剛性を発揮させる必要

がある．本研究では図-5のような等間隔で千鳥配置

となるような位置にボルト孔を設け，実験では使用

するボルト本数を変化させて，ボルト本数による一

体化の程度を調べることとした．なお，ボルト径及

びボルト孔はそれぞれ20mm及び24mmとし，トラス

部材の接合部と等しくしている．また，ボルト孔の

縁距離は規定7,8)を満足している． 

 

4. ねじり解析 

 

 図-3の赤点線で示された桁Aの図心上に輪荷重が

作用すると，桁にはねじりモーメントが作用しない

が，輪荷重は図心上だけでなく偏心して作用するケ

ースが多いと考えられる．偏心載荷によりねじりモ

ーメントが発生すると，桁はねじり変形を受ける．

このねじり変形を抑えるには鋼と木の間に滑りが生

じずに完全に一体化されていることが望ましいが，

鋼と木はボルトで接合されているため多少の滑りが

生じ，ねじり変形は想定より大きくなると考えられ

る． 

 桁のねじり解析を行うに当たり，本研究では荷重

条件として支間中央集中荷重を偏心載荷させること

とし，支点条件として曲げに対して単純支持，ねじ

り角を拘束，そりを拘束しないものとする．図-6(a)

は桁Aに集中荷重Pを偏心載荷(偏心量= e)させた状

況を表している． 

 

(1) 一体化した桁のねじり変形 

 桁Aの角材(木)とチャンネル材(鋼)が完全に剛結

されズレがないと仮定したとき，ねじりモーメントT

によるねじり変形は図-6(b)のようになる．ここで，

Tは次式で得られる． 

 

        T = Pe           (1) 

 

 桁AはTによりねじり変形を生じ，そのねじり角を

 とおくと， はそりねじりを考慮した次式で得られ

る9)． 

 

𝜙 =
𝑇

𝐺𝐽𝑇
{
ℓ − 𝑐

ℓ
𝑥 −

sinh 𝜈(ℓ − 𝑐)

𝜈 sinh 𝜈ℓ
sinh 𝜈𝑥}      (2) 

 

ここで， 

𝜈 = √
𝐺𝐽𝑇

𝐸𝐶𝑊
                                        (3) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 桁A断面図 

[mm] 

[mm] 

図-5 桁A側面図 

(a) 変形前    (b) 剛結して変形   (c) 剛結せず変形 

  
         図-6 偏心載荷によるねじり変形 

TW 

TS 

TS 

e 

P 

T 
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 JT = 純ねじり定数，CW  = そりねじり定数， 

 E  = 弾性係数，   G  = せん断弾性係数 

 ℓ  = 支間長，      c  = 載荷点 
 
である．また，xは支点からの着目点である(図-7)． 

 桁Aは鋼と木によるハイブリッド桁であるため，JT

及びCWは木を鋼に換算した断面により算定する．桁

Aの木部は図-8(a)のように一辺120mmの充実断面で

ある．これを純ねじり剛性GJTが等価な鋼-箱形断面

(図-8(b))に換算する．図-8(a), (b)のGJTa，GJTbはそ

れぞれ以下の通りである9)． 
 
   GJTa = G×0.1406×120×1203             (4) 
 
   GJTb = G×120×(120 - t)3               (5) 
 
ここで，式(4)のGは木材のせん断弾性係数であり，G 

= E/15より求めた7）．Eは木材の弾性係数であり，E = 

6.9×103 N/mm2を用いることとした10)．式(5)のGは鋼

材のせん断弾性係数であり，G = 7.7×104 N/mm2を用

いた．E及びGをまとめて表-1に示す．また，式(5)の 

t は，中空断面の肉厚である．式(4)と(5)を等しいとお

いてt を求めると，t = 0.102mmとなった(このとき，

GJTa = GJTb = 1.35×1010)． 

 図-8(c)の桁Aの木部材を図-8(b)の中空断面部材に

置き換え，図-8(d)で表される鋼断面を得る．この断

面の純ねじり定数JTとそりねじり定数CWを求める． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-9は木部材を鋼部材に換算した桁Aの断面を，点

Oを原点とする y - z 平面内に配置し，節点番号(1～

10)，要素番号(①～⑩)を付したものである．要素③

と⑦の板厚は4.602mm，それ以外の要素の板厚は

4.5mmである．Sは図心で，𝑦̅ - 𝑧̅はSを原点とする座

標系である．Tはせん断中心である． 

 この断面のJTは次式により求めることができる11)． 
 

𝐽𝑇 =
4𝐹Ι

2

∮
𝑑𝑠
𝑡

+
1

3
∑𝑠𝑡3                                      (6) 

 
ここで， 

  FI = 要素③⑤⑦⑧の板厚中心線で囲まれる閉断

面の断面積 

  s = 要素の長さ 

  t = 要素の板厚 

である．また，右辺の第1項目は要素③⑤⑦⑧に関す

る線積分，第2項目は，要素①②④⑥⑨⑩に関する和

とする． 

 次にCWは以下の手順で求めることができる12)．点

Oから要素までの距離をrtとおくと，Oに関するそり

関数wは次式で求められる． 
 

𝑤 = ∫ 𝑟𝑡𝑑𝑠
𝑠

0

−
2𝐹Ι

∮
𝑑𝑠
𝑡

∫
𝑑𝑠

𝑡

𝑠

0

                         (7) 

 
ここで，右辺の第1項目の積分区間は0から着目点sま

でとしているが，図-9の節点番号3の箇所に仮想的に

切断線(赤線)を入れ，一旦開断面とみなして次の節

点番号順にwを計算した． 

図-7 ねじり荷重を受ける桁 

x 

ℓ 

c 

T 
 GJT ,  ECW 

(c) 鋼-木断面         (d) 鋼断面 
 
      図-8 鋼断面への換算 

(a) 充実断面(木)       (b) 中空断面(鋼) 

120 120 
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2
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 ⑧ 

 4.602 

145.5 

 z 

 S 
 y 

 ②  ⑨  1  9  2 

10  ⑩   75             195   ①   270  y  O 

図-9 そりねじり解析モデル 

 T 

     表-1 弾性係数E及びせん断弾性係数G 
 

 木材 鋼材 

E [N/mm2] 6.9×103 2.0×105 

G [N/mm2] 4.6×102 7.7×104 
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 1 → 2 → 3 → 4 → 5 

                    6 → 7 

                       8 → 3(切断線手前) 

                           8 → 9 → 10 
 
 
右辺の第2項目は③⑤⑦⑧に関するwを求める際に考

慮する．式(7)で得られたwを式(8)によりSに関するそ

り関数𝑤̅に変換する． 
 

𝑤̅ = 𝑤 −
𝐹𝑤

𝐹
                                                 (8) 

 
ここで，Fは断面積，Fwは式(9)により得る． 
 

𝐹𝑤 = ∫ 𝑤 𝑑𝐹                                                (9) 

 
式(8)で得られたそり関数をTに関するそり関数𝑤̃へ

変換するには次式を用いる． 
 

𝑤̃ = 𝑤̅ + 𝑧𝑡𝑦̅ − 𝑦𝑡𝑧̅                                 (10) 
 
ここで，( yt , zt )はOに関するTの座標である． 

 図-10は，得られたそり関数の分布を表したもので

ある．そりねじり定数CWは次式により求めることが

できる． 
 

𝐶𝑤 = ∫ 𝑤̃2 𝑑𝐹                                          (11) 

 
 
 図-9で表された断面のJTを式(6)より，CWを式(11)よ

り算出すると，表-2の(b)の通りとなった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 一体化していない桁のねじり変形 

 桁Aが一体化してない場合，すなわち木材とチャン

ネル材が剛結していない場合，ねじりモーメントT = 

Peにより図-6(c)のようにズレを生じて変形すると考

えられる．このとき，ズレが生じても木材とチャン

ネル材との間に隙間は生じることなく，木材のねじ

り角と2つのチャンネル材のねじり角は等しいと仮

定する．外力によるねじりモーメントTは，木材が受

け持つねじりモーメントTWとチャンネル材が受け持

つねじりモーメントTSに分配され， 
 
     T = TW + 2TS                (12) 
 
が成り立つ． 

 TWによる木材のねじり角 は，純ねじりによる次

式で得られる． 
 

𝜙 =
𝑇𝑊

𝐺𝐽𝑇

ℓ − 𝑥

ℓ
𝑥                                        (13) 

 
TSによるチャンネル材のねじり角 は，そりねじりを

考慮した次式で得られる． 
 

𝜙 =
𝑇𝑆

𝐺𝐽𝑇
{
ℓ − 𝑐

ℓ
𝑥 −

sinh 𝜈(ℓ − 𝑐)

𝜈 sinh 𝜈ℓ
sinh 𝜈𝑥}      (14) 

 
 式(13)，(14)の定数にはそれぞれの材料の定数を用

いる．JT，CWは，図-4の寸法から求めることができ，

表-2の(c)の値となった． 

 式(13)の と式(14)の は等しく，式(12)が成り立つ

ことから，任意のTにおけるTWとTSを求めることがで

きる． 

 

(3) ねじり角の解析値 

 桁Aの木材とチャンネル材が一体化していると仮

定した場合のねじり角(解析値1，式(2)による )と一

体化していないと仮定した場合のねじり角(解析値2，

式(13)または式(14)による )を表-3にまとめた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 そり関数 w [mm2] ̃̃~ 
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     表-2 純ねじり定数JTとそりねじり定数CW  
 

 剛結 (b) 
剛結していない (c) 

スギ材 チャンネル材 

JT[mm4]   3.382×105   2.915×107    8.839×103 

CW[mm6]   1.495×1010         0    2.675×109 
 

        表-3 ねじり角の解析値 
 

T [Nmm] 

(1) 解析値1 

 [rad] 

   (一体化したと 

    仮定した場合) 

(2) 解析値2 

 [rad] 

 (一体化していない 

  と仮定した場合) 

0 0 0 

1.2×105 2.676×10-3 4.219×10-3 

2.4×105 5.351×10-3 8.438×10-3 

3.6×105 8.027×10-3 1.266×10-2 

4.8×105 1.070×10-2 1.688×10-2 

6.0×105 1.338×10-2 2.110×10-2 
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5. ねじり載荷実験 

 

 図-4，5で示す桁Aを3体(A1，A2，A3)製作し，ねじ

り荷重を載荷させる．載荷装置の都合上，支間長はℓ 

= 3000mmとし，支間中央断面に鉛直荷重Pをe = 

60mmだけ偏心させてねじりモーメントTを与える．

荷重Pは，桁Aの鋼・木ともに弾性域を超えないよう，

0～10kNを与える．すなわち，ねじりモーメントは，

0～6.0×105Nmmとする． 

 木部材と鋼チャンネル材の一体化の程度とボルト

本数との関係を調べるため，図-11のようにボルト本

数を3本，5本，7本(赤点の箇所)として実験を行う．

図中の白丸はボルト孔は空けられているがボルトは

使用していない箇所である．実験はA1，A2，A3の3

体に対し，ボルト本数B3，B5，B7の3通り，のべ9回

実施する． 

 写真-1に載荷装置内に設置された試験体の状況を

示す．載荷点は半円形になっており，試験体がねじ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り変形を受けても線載荷状態が維持される．試験体

上に置かれた載荷板は200×80×18mmの寸法で，試験

体にめり込みなどの局部変形を引き起こすことなく

面で載荷される．接触式変位計を3ℓ / 8の断面に2つ

設置し，ねじり角の実験値を次式により得る． 
 
            = ( 1 −  2) / d       (15) 
 
ここで， 1， 2 = 鉛直変位の実測値，d = 2つの変位

計の間隔で，d = 250mmとしている． 

 実験結果を図-12，13，14に示す．黒丸と点線で表

されたグラフは解析値1すなわち木と鋼が一体化し

ていると仮定した場合のねじりモーメント－ねじり

角の関係を表す．黒丸と実線は一体化していないと

仮定した解析値であり，解析値1と比較してねじり角

はかなり大きく算出されている．その他の曲線はボ

ルト3本，5本，7本による実験結果である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) B3 (ボルト3本) 

(b) B5 (ボルト5本) 

(c) B7 (ボルト7本) 
 
図-11 実験供試体 

ℓ  

写真-1 載荷装置と試験体 

 
図-12 ねじりモーメント－ねじり角(A1) 
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図-13 ねじりモーメント－ねじり角(A2) 
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 図-12より，試験体A1ではボルト本数が少ないほど

ねじり角が大きくなっている．ボルト本数が3本と5

本では，解析値1と2の間に位置しており，一体化し

ている/していない，の中間的な剛結度と考えられる．

ボルト7本では，解析値1より小さめのねじり角が生

じており，ねじり剛性が非常に高い結果となった．

これは仮定したせん断弾性係数が実際にはより大き

かった可能性が考えられる．載荷荷重を増加させて

いくと，ねじりモーメント＝2.4×105 Nmmを超えた付

近からグラフの勾配がやや小さくなって非線形挙動

を示している．これは，実験中に試験体から音が発

生し，音と共に油圧が抜ける現象が認められたため，

木部材と鋼チャンネル材との間で滑りが生じたため

と考えられる． 

 図-13は試験体A2の実験結果を表したものである．

ボルト本数の違いがねじり角にほとんど影響せず，

いずれのボルト本数のケースについても剛結とみな

した解析値1よりも小さいねじり角が得られた．ボル

ト本数が3本でも，桁を一体化させる効果があると言

えるが，試験体A2も仮定したせん断弾性係数が実際

にはより大きかった可能性がある． 

 図-13，すなわち試験体A3の実験結果は，解析値1

および2の間の範囲にあることが分かる．木材と鋼材

が一体化していない状態(解析値2)より，一体化して

いる状態(解析値1)に近い傾向にあり，ボルト本数が

7本の場合は解析値1にかなり接近している． 

 試験体A1，A2およびA3に最大荷重P = 10kNが作用

した時のねじり角の実験値と解析値を表-4に示す．3

体共にボルト本数が多いほどねじり角が小さくなる

傾向にあり，解析値1(一体化した状態)に接近する．

各ボルト本数におけるねじり角の平均値は，ボルト3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本のとき1.59×10-2 rad，5本のとき1.51×10-2 rad，7本の

とき1.34×10-2 radが得られている．7本のときのねじ

り角は解析値1(1.338×10-2 rad)とほぼ等しい値にな

っている．このことから，桁Aの木部材と鋼チャンネ

ル材を一体化させるためにはボルト本数を7本とす

るのが良いとの知見が得られた． 

 なお，本実験では桁Aの支間長をℓ = 3000mmとし

たため，その範囲内での本数として3～7本を検討し

たが，両支点より外側の張り出し部(張り出し長 = 

325mm)にも2つのボルト設置個所を設けている．し

たがって，実際のボルト本数は9本用いることとする． 

 

6. あとがき 

 

 自動車荷重に対応した災害復旧用木製トラス橋の

床版として鋼-木ハイブリッド桁を考案した．この桁

はスギ製材と鋼チャンネル材をボルトで結合した構

造で，輪荷重によりねじりモーメントを受ける．木

部材と鋼部材が滑らずに一体化するために必要なボ

ルト本数を見出すため，そりねじりを考慮したねじ

り解析と載荷実験を行った． 

 そりねじり解析では，一体化している場合と一体

化していない場合の2ケースを取り上げ，それぞれに

ついて純ねじり定数やそりねじり定数を算出し，ハ

イブリッド桁にねじりモーメントが作用した際のね

じり角を求めた．一体化していない場合の計算では，

外力として与えるねじりモーメントを木桁と鋼チャ

ンネル材に分配し，木部材と鋼部材のねじり角が等

しいとする条件によりねじり角を得た． 

 ねじり載荷実験では，木部材と鋼部材の結合する

ボルトを，3本，5本，7本とし，偏心荷重によりねじ

りモーメントを与えた．ねじり角は，ボルト本数を7

本とした場合の実験値と，桁が一体化した場合の解

析値がほぼ一致した．このことから，桁を一体化さ

せるにはボルトを7本用いる必要があると判明した． 

 今後は，このハイブリッド桁を床版に使用した木

製トラス橋の人力組み立てを行い，組み立ての作業

性と組み立て時間を確認する．また，床版上を自動

車で走らせ，走行性の確認も行う予定である． 
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図-14 ねじりモーメント－ねじり角(A3) 

  表-4 最大荷重作用時のねじり角 ×10-2 rad  
 

  
実験値 

解析値1 解析値2 
B3 B5 B7 

A1 1.87  1.77  1.31  

1.338 2.110 
A2 1.26  1.23  1.17  

A3 1.64  1.52  1.55  

平均値 1.59  1.51  1.34  
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TORSIONAL ANALYSES AND TESTS OF TIMBER SLAB 

REENFORCED BY STEEL CHANNEL 

 

Hideyuki HIRASAWA, Ikki MIHARU, Jun TONUMA and Takanobu SASAkI 

 

    A type of hybrid slab consists of timber beam and steel channel member is presented for an emergency 

timber bridge. On the slab subjected to vehicle load, the hybrid beam is twisted by the vertical force acting 

off-centering. This hybrid beam is assembled by some bolts. If a lot of bolts are used in the hybrid beam, 

the timber and the steel are integrated rigidly. However, it takes more times to assemble the beam if a lot of 

bolts are used. It is necessary to assemble the emergency bridge in short time under the disaster condition. 

To find the appropriate number of bolts, loading tests were executed using test pieces with 3-, 5- and 7-

bolts and warping torsional analyses were done. As a result of tests and analyses, the most appropriate 

number of the bolts is seven which agrees with the result of analysis of the integrated model. 
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木橋は他形式の橋梁に比べ，振動試験による固有振動数の測定が比較的容易であり，複数の振動モードに対
応する固有振動数を用いることで，構造全体の剛性変化を多面的に把握できる可能性がある．しかし，実橋の
振動計測では，計測条件等の影響により，全ての固有振動数を安定して取得できるとは限らない．本研究では，
かじか橋の有限要素解析により得られた 4種類の固有振動数を対象に，1種類を欠損値，残り 3種類を説明変数
として，ガウス過程回帰および重回帰分析による補間を行った．補間精度は 5分割交差検証により評価した．そ
の結果，いずれの補間対象においても平均相対誤差率は 0.1%未満となり，欠損した固有振動数を高い精度で補
間できる可能性が示された．

Key Words: modal analysis, deterioration diagnosis, non-destructive inspection, natural frequency

1. はじめに

2014年の道路法施行規則の一部改正により，橋梁に
対する 5年ごとの定期点検が義務化されて以降1)，様々

な橋梁形式において点検技術の整備が進められてきた．

特に木橋に関しては，劣化診断や維持管理の体系が十

分に確立されておらず，その点検・維持管理方法には

依然として課題が残されている．木部材の健全性を評

価するためには，これまで主に目視試験や打音検査と

いった非破壊検査が用いられてきた．これらの手法は，

部材表面の腐朽や局所的な異常を把握するには有効で

あるが，橋梁全体にわたる部分的な腐朽箇所の定量的

評価には限界がある．このような背景から，著者らは

これまで，砂袋や加速度センサー付きタブレット端末

を用いることで，橋梁の各種振動モードに対応した固

有振動数を簡易的に測定する手法を検討してきた2)．し

かし，この手法から定量的に推定できるのは橋梁全体

の剛性変化であり，木部材の部分的な腐朽箇所を直接

的に特定することは困難である．そこで著者らの既往

研究3),4),5)では，橋梁部材の局所的な劣化が構造全体の

固有振動数に及ぼす影響を感度解析を用いて検討した．

その結果，振動の腹にあたる箇所では固有振動数に対す

る感度が高く，振動の節にあたる箇所では感度が低い

という傾向が示された．また，複数箇所に腐朽がある

場合でも，その感度は各部位の感度の和によって近似

できることも明らかにした．さらに，これらの固有振

動数を用いた腐朽箇所推定手法として，各種振動モー

ドに対応する固有振動数を説明変数，腐朽箇所におけ

る残存ヤング率を目的変数とした重回帰分析を適用し，

部分的な腐朽箇所の推定を試みた．その結果，残存ヤ

ング率の予測については良好な精度が得られた一方で，

腐朽の進行が軽微な場合には腐朽箇所の推定精度が低

下する傾向がみられた．また，推定精度のさらなる向

上に向けて，説明変数の拡張や機械学習手法の適用が

課題として挙げられた．

腐朽箇所の推定や健全性評価においては，複数の振

動モードに対応する固有振動数を用いることで，構造

物の剛性変化を多面的に捉えられる可能性がある．し

かし，実橋における振動計測では，計測条件や加振方

法，センサー設置位置，周辺環境などの影響により，す

べての振動モードに対応する固有振動数を常に安定し

て取得できるとは限らない．また，将来的に高次モー

ドを含む固有振動数を評価に用いる場合，実測で明瞭

に取得できない振動モードをどのように扱うかが課題

となる．そのため，既知の固有振動数から未取得の固

有振動数を補間できれば，振動特性に基づく評価に用

いる説明変数を拡張できる可能性がある．

そこで本研究では，木橋の数値解析モデルから得ら
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図-1 かじか橋　外観

図-2 縦桁とアーチの接合部の腐朽

図-3 アーチ端部の腐朽

れた複数の固有振動数を対象として，一部の振動モー

ドが取得できない場合を想定し，既知の固有振動数か

ら欠損した固有振動数を補間する手法について基礎的

検討を行う．補間手法としてガウス過程回帰および重

回帰分析を用い，補間値と解析値を比較することで，各

手法の補間精度を評価する．本検討は，将来的な説明

変数の拡張に向けた基礎的検討として位置づける．

図-4 腐朽箇所側面図

図-5 腐朽箇所平面図

図-6 腐朽範囲 (A2,C2)

2. かじか橋の概要

本研究の対象とする「かじか橋」(図-1)は，1987年
に石川県にある「石川県民の森」内に架設された，2ヒ
ンジ上路式アーチ構造を有する木製道路橋である．橋

長は 22.8 m，アーチ支間長は 16.4 m，有効幅員は 3.0 m
であり，大断面集成材を使用したアーチ形式の木車道

橋としては，国内初の施工例である．2009年には，床
版・高欄・地覆の交換やアーチリブの一部補修が実施さ

れており，床版にはアカマツ材，主構造部材にはヒバ集

成材が用いられている．架設から 38年が経過した現在
に至るまで，計 5回の動的特性調査が行われており6)，

その中で固有振動数の経年低下が確認されている．ま

た，2019年に実施された健全度調査における目視試験
の結果からは，縦桁とアーチの接合部 (図-2)やアーチ端
部 (図-3)における木部材の腐朽が確認されている．本
研究では，このかじか橋を対象とした既往の有限要素

解析により得られた固有振動数を用いて，欠損した固

有振動数の補間を検討する．
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図-7 水平対称 1次モード

図-8 鉛直逆対称 1次モード

3. 解析データ

(1) 腐朽条件

本研究では，文献4)で作成されたかじか橋の有限要素

モデルによる固有値解析結果を用いた．解析では，腐朽

を想定する部位として，アーチ部材のA1∼A5および縦

桁下面と支柱との接合部の C1∼ C4 を対象とした．腐

朽箇所の位置を図-4および図- 5に示す．また，腐朽範
囲の例を図-6に示す．
アーチ部分の腐朽箇所 (A1∼A5)の腐朽範囲は，深さ 30

mm，長さ 1000 mm，幅 200 mm (図-6)とする．A1∼A5

は，目視試験において図-2および図-3に示すような腐
朽が確認された箇所であり，A2∼ A4は特に雨水の滞留

が予想される箇所でもある．縦桁下面と支柱との接合

部の腐朽箇所 (C1∼ C4)の腐朽範囲は，深さ 30 mm，長
さ 600 mm，幅 200 mm (図-6)とする．C1∼ C4 は，目

視試験において腐朽が確認されていないが，鋼板に覆

われている縦桁下面と支柱との接合部に雨水が滞留し，

腐朽しやすいと予想される．腐朽箇所のヤング率は，健

全時の 1.0倍から 0.3倍まで 0.1刻みで段階的に低減さ
せた．以降では，健全時に対するヤング率の倍率を残

存率と呼ぶ．本研究では，A1∼ A5および C1∼C4の計

9箇所を腐朽対象部位とし，1箇所腐朽から 9箇所同時
腐朽までの計 511通りの腐朽条件を対象とした．した
がって，各腐朽条件における 8段階の残存率に対応す
る計 4088組の固有振動数データを補間対象データとし
て用いた．

(2) 対象とする振動モード

かじか橋では，既往の動的調査において，測定波形に

対するフーリエ解析およびクロススペクトル解析によ

図-9 ねじれ逆対称 1次モード

図-10 鉛直対称 1次モード

り，複数の卓越振動数および振動モードが同定されてい

る6)．また，既往研究4)では，かじか橋の有限要素モデ

ルを用いた固有値解析により，腐朽条件に応じた各振

動モードの固有振動数が求められている．本研究では，

これらのうち，水平対称 1次モード (図-7)，鉛直逆対称
1次モード (図-8)，ねじれ逆対称 1次モード (図-9)，鉛
直対称 1次モード (図-10)の 4種類の振動モードを対象
とする．これら 4種類の振動モードに対応する固有振
動数を用いて，欠損した固有振動数の補間を行う．以

降では，各振動モードに対応する固有振動数を，それ

ぞれ水平，鉛直逆対称，ねじれ，鉛直対称の固有振動数

と表記する．

4. 固有振動数の補間方法

(1) 補間条件

本研究では，前章で示した 4種類の固有振動数のう
ち，1つの振動モードに対応する固有振動数が取得でき
ない場合を想定した．そのうえで，残り 3つの固有振
動数を説明変数として，欠損した 1つの固有振動数を
補間した．補間対象とする振動モードは順に入れ替え，

水平，鉛直逆対称，ねじれ，鉛直対称の各固有振動数を

それぞれ補間対象とした．

例えば，水平の固有振動数を補間する場合には，鉛

直逆対称，ねじれ，鉛直対称の 3つの固有振動数を説
明変数とし，水平の固有振動数を目的変数として補間

を行う．同様に，鉛直逆対称，ねじれ，鉛直対称の各固

有振動数についても，補間対象以外の 3つの固有振動
数を用いて補間を行った．これにより，実測において

一部の振動モードが明瞭に取得できない場合に，既知
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の固有振動数から未取得の固有振動数を補間できるか

を検討した．

(2) 補間手法

補間手法には，ガウス過程回帰および重回帰分析を

用いた．ガウス過程回帰は，入力データ間の相関構造

をカーネル関数により表現し，線形関係に限定されな

い形で未知データに対する予測値を確率的に推定する

手法である．本研究では，補間対象以外の 3つの固有
振動数を入力値，補間対象とする固有振動数を出力値

として学習を行い，欠損した固有振動数を補間した．

一方，重回帰分析では，補間対象以外の 3つの固有
振動数と補間対象とする固有振動数との間に線形関係

を仮定し，式 (1)により補間値を算出した．

f̂j = β0 + β1f1 + β2f2 + β3f3 (1)

ここで，f̂j は補間対象とする固有振動数，f1，f2，f3
は補間に用いる既知の固有振動数，β0は切片，β1，β2，

β3は回帰係数である．本研究では，重回帰分析を線形

関係に基づく補間手法として用い，ガウス過程回帰に

よる補間結果と比較した．

(3) 補間精度の評価方法

補間精度の評価には 5分割交差検証を用いた．すな
わち，全 4088組の固有振動数データを 5分割し，その
うち 4分割を学習データ，残り 1分割を評価データと
して補間値を算出した．この操作を評価データとする

分割を入れ替えながら 5回行い，全データが一度ずつ
評価データとなるようにした．これにより，学習デー

タに対する当てはまりではなく，学習に用いていない

データに対する補間性能を評価した．

ただし，本研究で用いたデータは，同一の有限要素

モデルに基づく数値解析結果である．そのため，本研

究で得られる補間精度は，同一解析条件から得られた

データ群に対する交差検証結果として位置づける．

補間精度は，補間値と解析値の相対誤差率に基づい

て評価し，相対誤差率 eは式 (2)により算出した．

e =
|f̂ − f |

f
× 100 (2)

ここで，f は解析値，f̂ は補間値である．また，相対

誤差率の分布を確認することで，平均値のみでは把握

しにくい補間誤差のばらつきについても検討した．

5. 固有振動数の補間結果

各振動モードに対する補間精度を表-1に示す．表中
の平均相対誤差率および最大相対誤差率は，5分割交差

表-1 各振動モードに対する固有振動数の補間精度

補間対象 補間手法 平均相対誤差率 最大相対誤差率

適用可能性 (%) (%)

水平 GPR 0.0136 0.7125
水平 重回帰 0.0296 0.4061

鉛直逆対称 GPR 0.0643 2.2870
鉛直逆対称 重回帰 0.0837 0.5743

ねじれ GPR 0.0612 2.8244
ねじれ 重回帰 0.0961 1.7468

鉛直対称 GPR 0.0425 1.0440
鉛直対称 重回帰 0.0823 0.5587

検証により得られた評価データに対する補間結果から

算出したものである．

いずれの補間対象モードにおいても，ガウス過程回

帰および重回帰分析による平均相対誤差率は 0.1%未満
となった．このことから，本解析条件においては，既

知の 3種類の固有振動数から欠損した 1種類の固有振
動数を高い精度で補間できる可能性が示された．特に，

ガウス過程回帰では，全ての補間対象モードにおいて

重回帰分析よりも平均相対誤差率が小さくなった．こ

の結果より，4種類の固有振動数間には線形関係のみで
は表しきれない関係性が含まれており，ガウス過程回

帰がその関係性を反映して補間を行った可能性がある．

一方で，最大相対誤差率に着目すると，全ての補間対

象モードにおいて，ガウス過程回帰の方が重回帰分析

よりも大きい値を示した．例えば，ねじれの補間では，

平均相対誤差率はガウス過程回帰が 0.0612%，重回帰
分析が 0.0961%であり，平均的にはガウス過程回帰の
方が高い補間精度を示した．しかし，最大相対誤差率

はガウス過程回帰で 2.8244%，重回帰分析で 1.7468%
となり，一部の条件ではガウス過程回帰の方が大きな

誤差を示す場合が確認された．したがって，ガウス過

程回帰は平均的な補間精度に優れる一方で，局所的に

は重回帰分析よりも誤差が大きくなる場合があると考

えられる．

また，相対誤差率の分布を確認したところ，相対誤

差率が 1%以内となるデータの割合はいずれの補間条件
においても 99.5%以上であった．このことから，補間
誤差は一部の条件で相対的に大きくなるものの，全体

としては小さい範囲に集中していると考えられる．た

だし，本結果は同一の有限要素モデルに基づく数値解

析データを対象とした交差検証結果であるため，実橋

における計測誤差や取得可能なデータ数の制約を含む

条件での補間精度については，今後さらに検討する必

要がある．
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6. まとめ

本研究では，木橋の振動特性評価において，一部の

振動モードに対応する固有振動数が取得できない場合

を想定し，既知の固有振動数から欠損した固有振動数

を補間する手法について基礎的検討を行った．解析対

象はかじか橋の有限要素解析により得られた固有振動

数データとし，4種類の固有振動数のうち 1種類を補間
対象，残り 3種類を説明変数として補間を行った．補
間手法には，ガウス過程回帰および重回帰分析を用い，

5分割交差検証により補間精度を評価した．
その結果，いずれの補間対象モードにおいても，ガ

ウス過程回帰および重回帰分析による平均相対誤差率

は 0.1%未満となり，本解析条件においては既知の 3種
類の固有振動数から欠損した 1種類の固有振動数を高
い精度で補間できる可能性が示された．また，ガウス

過程回帰は全ての補間対象モードにおいて重回帰分析

よりも平均相対誤差率が小さく，平均的な補間精度に

優れる傾向がみられた．一方で，最大相対誤差率は全

ての補間対象モードにおいてガウス過程回帰の方が重

回帰分析よりも大きく，一部の条件ではガウス過程回

帰の誤差が相対的に大きくなる場合が確認された．

さらに，相対誤差率の分布を確認したところ，相対

誤差率が 1%以内となるデータの割合はいずれの補間条
件においても 99.5%以上であり，補間誤差は全体とし
て小さい範囲に集中していた．以上より，同一の有限

要素モデルに基づく数値解析データを対象とした範囲

では，ガウス過程回帰および重回帰分析による固有振

動数の補間は有効であると考えられる．ただし，本研

Fundamental Study on Missing Data Interpolation Methods
for Vibration-Based Evaluation of Timber Bridges

Shion AONO, Humihiko GOTOU, Daisuke OIKAWA and Yukari AOKI

Compared with other types of bridges, wooden bridges allow natural frequencies to be measured rel-
atively easily through vibration testing. By using natural frequencies corresponding to multiple vibration
modes, it may be possible to evaluate changes in the overall structural stiffness from multiple perspectives.
However, in vibration measurements of actual bridges, it is not always possible to obtain all natural fre-
quencies stably because of the effects of measurement conditions and other factors. In this study, four types
of natural frequencies obtained from finite element analysis of the Kajika Bridge were used. One natural
frequency was treated as a missing value, and the remaining three were used as explanatory variables. The
missing natural frequency was then estimated using Gaussian process regression and multiple regression
analysis. The estimation accuracy was evaluated using five-fold cross-validation. As a result, the mean rel-
ative error was less than 0.1% for all target natural frequencies, indicating that missing natural frequencies
can potentially be estimated with high accuracy.

究で得られた結果は数値解析データに対する交差検証

結果であるため，今後は実橋における計測誤差や取得

可能なデータ数の制約を考慮した補間精度の検討が必

要である．
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北海道の林道橋梁の多くは老朽化が進んでおり，床版の更新が求められている．更新材料として木質系

床版（CLT 床版，プレストレス木床版）は RC 床版と比較してカーボンニュートラルへの貢献が期待され

るが，塗装・防腐処理を含めた維持管理を考慮したライフサイクル GHG 排出量の比較は十分になされて

いない．本研究では，北海道赤平市の幹線林道奥大谷線 1 号橋を対象に，ポリウレアコーティングを施し

たカラマツ CLT 床版，カラマツ集成材を用いたプレストレス木床版，RC 床版の 3 種類について，50 年の

評価期間を設定し，材料製造から維持管理・廃棄までを含むライフサイクル GHG 排出量を，IDEAv3.5.1
を用いて比較評価することを目的とした． 
 
     Key Words: life cycle assessment, cross laminated timber deck, stress-laminated timber deck, RC deck, 

forest road bridge, greenhouse gas 
 

 
 

1. 背景 

日本では，高度経済成長期以降に集中的に整備された

社会資本が今後一斉に老朽化することが見込まれており，

林道橋も例外ではない．図-1 は林野庁の調査注 1）により

公開された林道橋（橋長4 m以上）のうち，整備後50年
以上経過する施設の割合を管理者別に示したものである．

2019 年度末時点で整備後 50 年以上が経過した林道橋の

割合は全体で 44％であり，20 年後には 88％に達すると

推計されている．北海道においても同様の傾向が見られ

る．道有林が管理する林道は総延長約 3.0 千 km，橋梁

646 橋（令和 6 年 3 月末現在）に上るが，このうち整備

後 50 年以上経過する橋梁の割合はすでに 63％であり，

10 年後には 92％，20 年後には 98％とほぼ全数が更新時

期を迎えることになる注2）． 

 

図-1 整備後50年以上経過する林道橋の割合 

 
床版の改修・更新に一般に使用されてきた鉄筋コンク

リート（RC）は製造時の GHG 排出量が大きい一方，木
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質材料は鉄鋼・コンクリートと比較して材料生産時のエ

ネルギー消費量および GHG 排出量が小さく，地球温暖

化の緩和に貢献するとされている 1)． 
近年，直交集成板（Cross Laminated Timber: CLT）やプ

レストレス木床版など，新しい木質材料を活用した橋梁

床版の開発・適用が進んでいる．岩瀬ら（2019）2)は，

秋田県大仙市の農道橋においてCLT床版とRC床版のラ

イフサイクルGHG排出量をLCA（Life Cycle Assessment）
により比較し，防水処理を施したCLT床版がRC床版よ

りも約 25%の GHG 削減効果をもたらす可能性を示した．

一方，佐々木ら（2023）3)は，北海道赤平市の林道橋改

修においてポリウレアコーティングによる CLT 床版の

防腐対策を提案した．しかし，ポリウレアを含む CLT
床版の LCA，ならびにプレストレス木床版を含む複数

の木質床版とRC床版の 3案比較によるLCA研究は行わ

れていない． 
そこで本研究では，北海道赤平市の幹線林道奥大谷線

1 号橋（図-2）を対象に，ポリウレアコーティングを施

した CLT 床版，カラマツ集成材を用いたプレストレス

木床版，RC（鉄筋コンクリート）床版の3種類について，

50 年の評価期間におけるライフサイクル GHG 排出量を

比較評価することを目的とした． 

2. 研究方法 

(1) 評価対象橋梁と比較シナリオ 

評価対象とした幹線林道奥大谷線 1号橋（北海道赤平

市）は，橋長 6.8 m，総幅員 4.3 m（車道幅員 4.0 m）の林

道橋である．1980 年に架設後，約 42 年が経過した時点

で床版の老朽化が進行したため，2023年 3月にカラマツ

CLT 床版（Mx120-7-7，t=210 mm，6 枚）への改修工事が

実施された 3)．改修にあたり，CLT 床版の全面にポリウ

レアによる防水処理が施され，橋面はアスファルト舗装

（t=50 mm）が敷設されている． 
本研究では，この改修橋梁を評価対象として，実際に

改修に用いられた CLT 床版（図-3），同設計荷重

（140kN）で設計したプレストレス木床版（図-4）およ

び RC 床版（図-5）の 3 種類の床版について，ライフサ

イクル GHG 排出量を比較した．また，CLT 床版には防

水処理の有無，プレストレス木床版には防腐処理の有無

を考慮し，評価期間を 50 年として計 5 シナリオを評価

対象とした（表-1）．各シナリオは木橋の耐用年数予測

法4）を用いて，算定した耐用年数予測値から設定した．

橋梁形式を床版橋として算定した耐用年数の予測値は防

水処置をした CLT 床版（C-1）と防腐処理をしたプレス

トレス木床版（P-1）で概ね 25 年（23.3 年）となり，防

水処理や防腐処理を行わない CLT 床版（C-2）およびプ

レストレス木床版（P-2）では 15 年となる．なお，耐用

年数予測法では上限値を 50 年としている．これらの値

より，供用期間を50年として，C-1では改修後25年で，

再舗装とポリウレア処理の部分補修，P-1 では再舗装お

よび木床版の取替えを行うこととした．C-2およびP-2で
は改修後 15 年ごとに舗装および床版の取替えを行うこ 
ととした．RC床版は、岩瀬らの研究2)を参考に，改修後 

 

 
図-2 林道奥大谷線1号橋一般図 

 

 
図-3 CLT床版断面図 

 

 
図-4 プレストレス木床版断面図 

 

 
図-5 RC床版断面図 
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25 年時点にエポキシ樹脂系注入材によるひび割れ注入

および再舗装を 1回実施するとした． 

 

表-1 評価対象シナリオ 

(2) 評価方法と評価範囲 

本研究では ISO 14040シリーズに基づくLCA手法を用

いてライフサイクル GHG 排出量を評価した．評価期間

は 50年，機能単位は 1号橋床版 1基（橋長 6.8 m×総幅

員 4.3 m）の 50年間の使用とした．評価範囲は，材料製

造，材料輸送，施工，維持管理，廃棄・再利用の各過程

とし（図-6），改修に伴う新桁の設置以外の橋桁・橋台

に関わる過程は対象外とした． 
化石燃料消費由来の GHG（CO2，CH4，N2O）を評価

対象とし，木材の炭素貯蔵は計上しなかった．木材燃焼

由来のCO2はカーボンニュートラルとして評価対象外と

した．GHG 排出量原単位には LCI データベース

IDEAv3.5.1 注 3)）を使用し，地球温暖化係数（GWP100 
without LULUCF）を用いてCO2換算した． 

 

 
図-6 評価範囲 

 

(4) インベントリデータ 

各材料および燃料の使用量（フォアグラウンドデータ）

は，施工数量計算書，設計図面，および施工業者への聞

き取り調査をもとに収集した．カラマツ CLT の原単位

は中野ら（2020）5) の値（252 kg-CO2 eq/m3）を採用し，

防腐処理を行った集成材の原単位は，IDEA 内の集成材

＋（薬品処理木材－製材）の原単位を足したものとした．

ポリウレアについては，主成分である MDI とポリエー

テルポリオールの配合比を一般的な 50:50 とし，原単位

を算出した．CLT・集成材工場（北見市）から現場（赤

平市）までの輸送距離は google  mapsにより 211 kmとし

た．RC 床版の施工に関わる情報については，国土交通

省土木工事積算基準等を参考に積算した． 

(5) 廃棄・再利用の評価方法 

廃棄過程における各材料の評価方法を以下に示す． 
廃木材はチップ加工後にチップボイラーの燃料として

利用し，A 重油ボイラーを代替するものと仮定した．A
重油代替によるGHG削減量 𝐸𝐸wood（kg-CO2 eq/kg）は式(1)
により算出し，チップ燃焼による GHG 排出は成長時に

吸収した量と同等とみなすカーボンニュートラルの考え

を採用し，計算していない． 
 

𝐸𝐸wood = 𝐻𝐻chip⋅𝜂𝜂chip

𝐻𝐻oil⋅𝜂𝜂oil
× 𝑒𝑒oil − 𝑒𝑒chip              (1)  

 
ここで，𝐻𝐻chip：チップの標準発熱量（18.45 MJ/kg注4)），

𝜂𝜂chip：チップボイラー熱効率（77.5％2)），𝐻𝐻oil：A 重油

の標準発熱量（38.82 MJ/l 注 4)），𝜂𝜂oil：A 重油ボイラー熱

効率（88.5％2)），𝑒𝑒oil：A重油のGHG排出量原単位（kg-
CO2 eq/kg）（燃焼を含む），𝑒𝑒chip：チップ化工程のGHG
排出量（kg-CO2 eq/kg）である． 
廃 CT 材・鋼材・鉄スクラップは電炉法による再生粗

鋼生産で新規転炉鋼を代替するものとし，歩留まり 𝛼𝛼 =
0.90として式(2)によりクレジットを算出した． 

 
𝐸𝐸steel = 𝛼𝛼 × (𝑒𝑒BOF − 𝑒𝑒EAF) − 𝑒𝑒𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐ℎ  (2) 

 
ここで，𝑒𝑒BOF：転炉法による粗鋼製造の GHG 原単位

（kg-CO2 eq/kg），𝑒𝑒EAF：電炉法による粗鋼製造の GHG
原単位（kg-CO2 eq/kg），𝑒𝑒crush：金属くず類の破砕・選

別処理のGHG原単位（kg-CO2 eq/kg）である． 
廃ゴム（スペーサー）は廃プラスチックとして焼却発

電し，発電効率20%注5)で北海道の系統電力を代替するも

のと仮定した．電力代替による GHG 削減量 𝐸𝐸rubber（kg-
CO2 eq/kg）は式(3)により算出した． 

 
𝐸𝐸rubber = 𝐻𝐻std × 𝜂𝜂gen × 𝑓𝑓MJ\tokWh × 𝑒𝑒grid 
         − (𝑒𝑒burn + 𝑒𝑒𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐ℎ)  (3) 

 
ここで，𝐻𝐻std：標準発熱量（28.71 MJ/kg 注 4)），𝜂𝜂gen：

発電効率，𝑓𝑓MJ\tokWh：MJから kWhへの換算係数（2.78×
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10-1），𝑒𝑒grid ：北海道電力の GHG 原単位（kg-CO2 
eq/kWh），𝑒𝑒burn：廃プラ燃焼による GHG 排出量（kg-
CO2 eq/kg），𝑒𝑒crush：廃プラスチック類の破砕・選別処理

のGHG原単位（kg-CO2 eq/kg）である． 
廃アスファルト舗装は破砕により再生骨材（歩留まり

100%）として利用し，式(4)によりクレジットを計上し

た．廃コンクリートは破砕により路盤材用再生砕石（歩

留まり90%）として利用し，同様に式(4)によりクレジッ

トを計上した． 
 

𝐸𝐸recycle = 𝛽𝛽 × (𝑒𝑒virgin − 𝑒𝑒recycled) − 𝑒𝑒𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐ℎ (4) 
 
ここで，𝛽𝛽：歩留まり，𝑒𝑒virgin：新規砕石の GHG 原単

位（kg-CO2 eq/kg），𝑒𝑒recycled：再生骨材製造の GHG 原単

位（kg-CO2 eq/kg），𝑒𝑒crush：がれき類の破砕・選別処理

のGHG原単位（kg-CO2 eq/kg）である． 

3. 結果 

(1) ライフサイクルGHG排出量の比較 

5 シナリオの各ライフサイクル過程における材料・燃

料使用量および廃棄物発生を表-2 に，ライフサイクル

GHG排出量（評価期間 50年）の内訳を表-3 に示す．廃

棄・再利用によるクレジットを含めた 50 年ライフサイ

クル GHG（LCGHG）の合計は，P-2（−9,555 kg-CO2 eq）
が最小となり，次いで C-2（−4,918 kg-CO2 eq），P-1
（−3,489 kg-CO2 eq）の順で負値（GHG削減）となった．

一方，C-1（477 kg-CO2  eq）および RC（2,041 kg-CO2  eq）
は正値となり，RCが最大となった． 

(2) 各過程の寄与分析 

材料製造 GHGは C-1・C-2が P-1・P-2および RCより

高い．これは CLT 床版に使用するポリウレア（336 kg-
CO2 eq）やゴムスペーサー（772 kg-CO2 eq）の寄与による．

一方，維持管理 GHG は防水・防腐処理の有無と交換周

期によって大きく異なる．維持管理（材料）GHGは C-1
が 945 kg-CO2 eq と最小であるのに対し，C-2 は 7,575 kg-
CO2 eq（C-1の約8倍）に達した．廃棄・再利用過程では，

木質系床版が鉄鋼・木材のリサイクルクレジットにより

大きな負値を示し，P-2（−19,278 kg-CO2  eq）が最大とな

った．RCは鉄筋リサイクルクレジットが主体で，−1,870 
kg-CO2  eqであった． 
 
 

表-2 各ライフサイクル過程における材料・燃料使用量および廃棄物発生量 
 区 分 材料・燃料名 単位 C-1 C-2 P-1 P-2 RC 

材料製造 

木質材料 カラマツ集成材／CLT／型枠

合板 m³ 5.86 5.86 6.14 6.14 0.46 

コンクリート 調整・床版コンクリート m³ 0.20 0.20 0.20 0.20 5.73 

鋼材 鉄筋・形鋼・PC 鋼材・T-LSB 
等 kg 1,432 1,432 1,042 1,042 1,475 

ゴム 硬質ゴムスペーサー kg 107.3 107.3 – – – 

防水材 ポリマーセメント系防水・ポ

リウレア kg 253.6 253.6 162.6 162.6 162.6 

アスファルト舗装 細粒度アスコン kg 3,114 3,114 3,114 3,114 3,114 

材料輸送 工場→現場 総輸送量（製造現場～施工現

場） t·km 830 830 817 817 571 

施 工 
重機燃料 軽油（架設・打設等） L 52.6 52.6 – – 268.9 

養生燃料 灯油（ジェットヒーター） L – – – – 518.4 

維持管理 
（50年） 

木質材料 床版更新（集成材・CLT） m³ – 17.57 6.14 18.42 – 

鋼材 PC鋼材・接合金具更新 kg – – 208.0 624.1 – 

防水材 ポリウレア再塗布 kg 6.89 – – – – 

ゴム スペーサー交換 kg 107.3 321.9 – – – 

補修材 ひび割れ注入材（エポキシ樹

脂） kg – – – – 2.92 

アスファルト 舗装張替 kg 3,114 9,343 3,114 9,343 3,114 

廃 棄 ・ 
再利用 

廃木材 廃集成材・CLT・型枠合板 kg 3,162 12,648 6,754 13,509 252 

廃鋼材 鉄スクラップ kg 1,432 1,432 1,252 1,673 1,475 

廃コンクリート 調整・床版コンクリート kg 480 480 480 480 13,743 

廃プラ スペーサー・ポリウレア kg 314.7 520.2 – – – 

廃アスファルト 舗装アスコン・ルーフィング kg 6,871 14,059 3,919 14,059 3,356 
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表-3 各ライフサイクルにおける材料・燃料カテゴリ別のGHG排出量（kg-CO2 eq） 
 区 分 C-1 C-2 P-1 P-2 RC 

材料製造 

木質材料 1,476 1,476 1,738 1,255 96 

コンクリート 55 55 55 55 1,562 

鋼材 1,626 1,626 2,103 2,103 1,558 

ゴム 772 772 – – – 

防水材 378 42 42 42 42 

アスファルト舗装 73 73 73 73 73 

材料輸送 工場→現場（初期） 161 161 158 158 162 

施 工 
軽油（重機） 22 22 – – 114 

灯油（養生） – – – – 197 

維持管理（50年） 

木質材料（床版更新・集成材／

CLT） – 4,428 1,738 3,766 – 

鋼材（更新） – – 469 1,407 – 

防水材（ポリウレア再塗布） 25 – – – – 

ゴム（スペーサー交換） 772 2,316 – – – 

補修材（ひび割れ注入） – – – – 18 

アスファルト（舗装張替） 73 218 73 218 73 

維持管理輸送（更新材） 75 613 158 645 16 

材料製造～維持管理 5,508 11,802 6,607 9.723 3,911 

廃棄・再利用（50
年） 

廃木材（集成材・CLT・型枠） −4,099 −16,396 −8,756 −17,511 −327 

廃鋼材（鉄スクラップ） −1,546 −1,546 −1,353 −1,807 −1,593 

廃コンクリート 1 1 1 1 40 

廃プラ 593 1,181 – – – 
廃アスファルト（舗装・ルーフィ

ング） 19 39 11 39 9 

廃棄・再利用  −5,031 −16,720 −10,096 −19,278 −1,870 

LCGHG合計 
（50年）  477 − 4,918 −3,489 −9,555 2,041 

4. 考察 

(1) 木質系床版の優位性とその要因 

廃棄・再利用のクレジットを含めた 50 年 LCGHG で

は，木質系床版のうち C-2・P-1・P-2 が負値となり，中

でも P-2（−9,555 kg-CO2 eq）が最小となった．一方，C-1
（477 kg-CO2 eq）はわずかに正値となり，RC床版（2,041 
kg-CO2 eq）が最大となった．これは，木質系床版では廃

木材の燃料利用および PC 鋼材・鉄鋼類の電炉リサイク

ルによる大きなカーボンクレジットが計上されるためで

あり，特に交換回数の多い P-2（廃棄・再利用−19,278 kg-
CO₂ eq）でクレジットが最大となった．一方 RC 床版は

鉄筋リサイクルクレジット（−1,870 kg-CO2 eq）が限られ

るため，正値のままとなった． 

(2) 防水・防腐処理がGHGに与える影響 

材料製造から維持管理までの排出は，CLT床版ではC-

1（5,508 kg-CO2 eq）とC-2（11,802 kg-CO2 eq）の間に約 2.1
倍の差が生じた．ポリウレアによる防水処理により維持

管理までの合計を 6,294 kg-CO2 eq 削減できる効果が確認

された．同様にプレストレス木床版でも P-1（6,607 kg-
CO2 eq）と P-2（9,723 kg-CO2 eq）の差（3,116 kg-CO2 eq）
から，防腐処理の効果が GHG 削減に寄与することが示

された．ただし，廃棄・再利用クレジットを含めた 50
年 LCGHG では，交換回数の多い防水・防腐なし案（C-
2・P-2）でも廃材クレジットが大きく計上されるため，

最終的にはP-2が最小，C-2が次いで小さいLCGHGとな

った． 

(3) 廃棄・再利用を含めない場合の比較 

本研究の LCGHG は廃棄・再利用によるカーボンクレ

ジットに大きく依存しているため，廃棄クレジットを計

上しない「材料製造～維持管理までの合計」による比較

も併せて検討する．維持管理までの合計では，RC 床版
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（3,911 kg-CO2 eq）が最小となり，以下C-1（5,508 kg-CO2 
eq），P-1（6,607 kg-CO2 eq），P-2（9,723 kg-CO2 eq），C-2
（11,802 kg-CO2 eq）の順であり，廃棄クレジットを含め

た LCGHG（P-2 最小，RC 最大）とは順位が完全に逆転

する．これは，材料製造から維持管理までの排出量自体

は，50 年間全交換が不要で維持管理 GHG が極めて小さ

い RC 床版が最も小さく，交換回数の多い木質系床版ほ

ど大きくなるためである．したがって，木質系床版の

GHG 優位は廃木材の燃料利用や鉄鋼類の電炉リサイク

ルによるクレジットをどの程度見込めるかに左右される．

廃木材を燃料利用せず埋め立て処分する場合や，選別回

収・再資源化が進まない場合には，RC 床版が相対的に

有利となる可能性があり，廃棄シナリオの選択が結論を

大きく左右する点に留意が必要であることが示された． 

(4) 岩瀬ら（2019）2)の研究との比較 

本研究で対象とした赤平 1 号橋の CLT 床版（C-1：ポ

リウレア防水，25 年ごとに再防水処理）のライフサイ

クル GHG 排出量を，CLT 床版の先行事例である岩瀬ら

（2019）の評価結果と比較した． 
以下 3点の定性的な傾向は両研究で整合した．  
(i) CLT 床版に防水処理を行うケースは正味で排出超

過となる（本研究C-1：+477 kg-CO2 eq，岩瀬ら防水

処理あり：+2,170 kg-CO2 eq）一方，防水処理を行わ

ず廃 CLT を燃料利用するケースは正味で大幅な削

減となる（本研究 C-2：−4,918 kg-CO2 eq，岩瀬ら防

水処理なし：−39 kg-CO2 eq） 
(ii) 廃棄・再利用過程における削減は，廃 CLT のチッ

プボイラー燃料化による A 重油代替が支配的であ

る 
(iii) RC 床版は正味で排出超過となる（本研究：+2,041 

kg-CO2 eq，岩瀬ら：+2,285 kg-CO2 eq） 
一方，廃棄・再利用過程の GHG 削減量の絶対値は本

研究の方が大きかった（C-1：−5,031 kg-CO2 eqに対し，岩

瀬ら防水処理あり：−2,424 kg-CO2 eq）．これは主として

対象橋梁の規模および改修構成の違いに起因する．本橋

の CLT床版質量は約 3.16 tと岩瀬らの事例より大きく，

廃木材の燃料代替による削減量が増加した．本橋のCLT
床版の質量が大きいのは，対象橋が林道橋であり，岩瀬

らの農道橋に比べて設計荷重が3.5倍（40kN→140kN）で

あることによる．加えて，本橋では床版改修に伴い新設

縦桁・垂直補剛材等の鋼材が追加されており，これらの

廃鋼材の再生粗鋼利用による削減量が上乗せされたこと

も，削減量を押し上げた要因である．なお，廃木材代替

原単位（約−1.30 kg-CO₂ eq/kg）の算定では，岩瀬らと同

一の熱効率（チップボイラー77.5%，A 重油ボイラー

88.5%）を採用した．岩瀬ら（IDEAv2.1.3 使用）はチッ

プ化工程の GHG を計上していないと思われるが，本研

究では IDEAv3.5.1のチップ加工原単位を差し引いている．

なお，LCI データベースの更新による A 重油 GHG 値の

増加分がチップ化 GHG の差引分とほぼ相殺するため，

両者の代替原単位は偶然にもほぼ同値となっている．そ

の結果，本研究では RC 床版（+2,041 kg-CO2 eq）を CLT
床版（C-1：+477 kg-CO2 eq）へ代替することで約 77%の

GHG 削減が見込まれ，防水処理を行う場合でも相応の

削減効果が得られた．これは，防水処理ありのケースで

は RC 床版との差が小さく削減効果は限定的とした岩瀬

らの結果とは異なる．この差異は，本橋の廃棄・再利用

過程における廃CLT・廃鋼材の削減量が相対的に大きい

ことによるものと考えられる． 

(5) 不確実性と今後の課題 

本研究ではポリウレアを 25 年で再塗布するとし，ま

たその再塗布量を全面積の 10%と仮定しているが，この

仮定が妥当かはポリウレアの耐久性が未知数であるため，

分からないのが現状である．これらの変数がどの程度結

果に影響するか，今後感度分析によって確認する必要が

ある．さらに，本研究では木材の炭素貯蔵効果を評価対

象外としており，これを考慮すれば木質系床版の優位性

がより明確になると予想される． 

5. 結論 

幹線林道奥大谷線 1号橋を対象に，CLT床版，プレス

トレス木床版，RC床版の3種類5シナリオについて，50
年評価期間のライフサイクルGHG排出量を，IDEAv3.5.1
を用いて比較評価した．主な結論は以下のとおりである． 

(1) 廃棄・再利用クレジットを含めた 50 年ライフサイ

クル GHG（LCGHG）は，木質系床版のうち C-2・
P-1・P-2 が負値（GHG 削減）となり，防腐処理な

しプレストレス木床版 P-2（−9,555 kg-CO2 eq）が最

小となった．一方，CLT 床版 C-1（477 kg-CO2 eq）
および RC 床版（2,041 kg-CO2 eq）は正値となり，

RCが最大となった． 
(2) 防水・防腐処理の有無は維持管理GHGに大きく影

響し，CLT 床版ではポリウレア防水の採用により

防水なし案と比較して維持管理までの合計で約

53%のGHG削減効果が認められた． 
(3) 廃棄・再利用によるカーボンクレジットを計上し

た結果，木質系床版の LCGHG はいずれも正値の

RC 床版を下回り，C-1 を除く 3 案では負値（GHG
削減）となった．さらに木材の炭素貯蔵効果を考

慮すれば，木質系床版のGHG優位性がさらに高ま

る可能性がある． 
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NOTES 
注1) 林野庁：林野庁インフラ長寿命化計画（行動計画），

令和３年３月 31 日改定，2021． 
注2) 北海道水産林務部林務局森林整備課：北海道インフ

ラ長寿命化計画（行動計画）施設編 Ⅴ-ⅲ 林道，

2025． 
注3) AIST-IDEA Ver.3.5.1 標準版 (2025/5/30) 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 安全科学研究

部門 IDEA ラボ 
注4) 資源エネルギー庁：総合エネルギー統計 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/car-
bon_2023.html， 

注5) 一般社団法人プラスチック循環利用協会「プラスチ

ッ ク リ サ イ ク ル の 基 礎 知 識 2025 」

https://www.pwmi.or.jp/pdf/panf1.pdf 
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Comparative Life Cycle GHG Emissions of Cross-Laminated Timber, Stress-Laminated 

Timber, and Reinforced Concrete Bridge Decks for Forestry Roads 
 

Hinata TANIGAWA, Takanobu SASAKI, Ryuya TAKANASHI and Kei SAWATA 
 

Many forestry road bridges in Hokkaido are experiencing significant deterioration, and replacement of 
bridge decks has become increasingly necessary. Timber bridge decks, such as cross-laminated timber 
(CLT) decks and stress-laminated timber (SLT) decks, are expected to contribute to carbon neutrality com-
pared with conventional reinforced concrete (RC) decks. However, few studies have comprehensively com-
pared their life cycle greenhouse gas (GHG) emissions while accounting for maintenance activities, includ-
ing protective coating and preservative treatments. 

This study aims to compare the life cycle GHG emissions of three bridge deck systems: a CLT deck 
coated with polyurea, an SLT deck made from larch glulam, and an RC deck. The assessment is conducted 
for Bridge No. 1 on the Okutani Forest Road in Akabira city, Hokkaido, Japan. A 50-year service life is 
assumed, and GHG emissions are evaluated from material production through maintenance and end-of-life 
treatment using the IDEA v3.5.1 life cycle inventory database. 
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本研究では，供用後 30年以上が経過した忍野八海内の木製歩道橋（八海橋 1号・2号）を対象に，スマート
フォンを用いた振動試験による全体剛性評価と，FAKOPP，ピン貫入試験，視診および打診による局部腐朽診断
を実施した．固有振動数に基づく曲げ剛性の低下率は 1号橋で約 24%，2号橋で約 21%であり，数値解析上は
両橋とも要求性能を満たした．一方，局部診断では 1号橋の主桁継手部や橋脚部，2号橋の桁端部や床版に顕著
な内部腐朽が確認され，外観上の健全度と内部劣化の進行度に乖離がある実態が浮き彫りとなった．これらの
結果から，既設木橋における全体評価と局部診断を併用した総合的評価の重要性を示すとともに，観光需要の
増加やユニバーサルデザインの観点を踏まえた計画的な架替え等の維持管理方針を提言した．

Key Words: timber bridge, smartphone accelerometer, natural frequency, stiffness degradation, stress wave propa-
gation, deterioration diagnosis

1. はじめに

近年，地域資源の有効活用や脱炭素社会の実現に向
けて，土木分野における木材利用の重要性が再認識さ
れている．木材は軽量で加工性に優れ，周辺景観との
調和性にも優れることから，歩道橋，遊歩道，公園施設
などの小規模インフラに適した構造材料である．一方
で，屋外暴露環境下で使用される木橋では，雨水，日
射，湿潤乾燥の繰返し，生物劣化等の影響を受けやす
く，供用年数の経過に伴う腐朽劣化が維持管理上の重
要な課題となる．
木橋の健全度評価では，目視点検や打診により表面

劣化や部材損傷を把握することが一般的である1)．しか
し，木材の腐朽は必ずしも表面から明瞭に確認できる
とは限らず，外観上は比較的健全に見える部材であっ
ても，内部で腐朽が進行している場合がある．そのた
め，既設木橋の安全性を適切に評価するためには，外
観調査のみに依存するのではなく，橋梁全体の構造性
能と部材内部の局部劣化を組み合わせて評価すること
が重要である．
著者らはこれまで，スマートフォンやタブレット端

末に内蔵された加速度センサーを用いて，木橋の振動
特性を簡易に測定し，固有振動数に基づいて橋梁全体
の曲げ剛性を推定する手法について検討してきた2),3),4)．

この方法は，特別な計測機器を用いずに現地で実施で
きる点で，木橋の簡易点検手法として有用であると考
えられる．一方で，振動試験により得られる情報は橋
梁全体の平均的な剛性状態を反映するものであり，継
手部，桁端部，橋脚部などに生じる局所的な腐朽劣化
を直接評価するものではない．
そこで本研究では，供用から 30年以上が経過した山
梨県南都留郡忍野村の観光地である忍野八海内に位置
する木製歩道橋「八海橋 1号」および「八海橋 2号」を
対象として，木橋の健全度調査を実施した．調査では，
スマートフォンを用いた振動試験により橋梁全体の曲
げ剛性の低下傾向を推定するとともに，FAKOPPによ
る応力波伝播試験，フォースゲージによるピン貫入試
験，視診および打診により，部材内部を含む局部的な腐
朽劣化の状態を確認した．さらに，振動試験から得られ
た固有振動数をもとに現状の剛性状態を反映した 3次
元数値解析モデルを作成し，静的載荷解析により部材
応力および鉛直たわみの観点から要求性能を評価した．
本研究の目的は，供用から 30年以上が経過した既設木
製歩道橋を対象として，スマートフォンを用いた振動
試験により橋梁全体の剛性状態を簡易に評価し，その
結果を FAKOPP等による部材単位の腐朽診断結果と照
合することで，既設木橋の健全度評価における簡易振
動測定の適用可能性を検討することである．特に，観
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図–1 八海橋 1号の外観

図–2 八海橋 1号の一般図

光地に位置し利用頻度の高い木製歩道橋を対象とした
実橋調査を通じて，振動特性に基づく全体評価と，部
材単位の劣化状況との関係を整理し，木橋の維持管理
における簡易調査手法の活用に向けた基礎的知見を得
ることを目的とする．

2. 対象橋梁

本研究で対象とした橋梁は，山梨県南都留郡忍野村
忍草に位置する忍野八海内の木製歩道橋である八海橋 1
号および八海橋 2号である．忍野八海は富士山周辺の
代表的な観光地であり，国内外から多くの観光客が訪
れる地域である．対象橋梁はいずれも観光ルート上に
位置しており，歩行者の移動を支える重要な施設であ
る．一方で，両橋は供用開始から 30年以上が経過して
おり，屋外環境下での長期供用に伴う腐朽劣化の進行
が懸念される．
八海橋 1号（外観：図-1，一般図：図-2）は，新名庄川

を横断する橋長 17.690m，全幅員 1.5mの木製歩道橋で
ある．橋梁形式は 3径間の 2主桁橋であり，主桁，床版，
高欄，橋脚および枕梁に木材が用いられている．一方，

図–3 八海橋 2号の外観

図–4 八海橋 2号の一般図

表–1 対象橋梁の概要

項目 八海橋 1号 八海橋 2号
所在地 山梨県南都留郡忍野村忍草
管理者 忍野村
橋梁種別 木製歩道橋
橋長 17.690 m 7.900 m
全幅員 1.5 m 1.5 m
構造形式 3径間 2主桁橋 単径間 2主桁橋
主桁寸法 452 mm×240 mm
床版寸法 165 mm×105 mm×1500 mm
使用材料 カラマツと推定

八海橋 2号（外観：図-3，一般図：図-4）は，橋長 7.900m，
全幅員 1.5mの単径間の 2主桁橋である．八海橋 1号お
よび八海橋 2号は，橋長や橋脚の有無に違いはあるもの
の，基本的な構造形式および主要部材寸法は同様である．
主桁は，断面寸法 B:452mm× H:240mmの木桁 2本で構
成されている．床版は，断面寸法 B:165mm×H:105mm，
長さ 1500mmの角材を，その長手方向が橋軸直角方向
となるように配置し，これを橋軸方向に複数本並べる
ことで構成されている．支間内には横構や対傾構は設
けられておらず，橋台上，および八海橋 1号では橋脚
上に設置された枕梁と床版を介して，2本の主桁間で荷
重分配がなされる構造である．したがって，本橋は比
較的簡易な 2主桁形式の木製歩道橋であり，主桁間の
荷重分配や全体挙動は，床版および枕梁の剛性に影響
を受ける構造であると考えられる．
使用材料については，建設時の正式な記録は残され
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ていないものの，管理者である忍野村への聞き取り等
から，八海橋 1号および八海橋 2号ともにカラマツ材で
あると推定される．対象橋梁の概要を表-1に示す．両
橋はいずれも全幅員が 1.5mであり，観光地内に位置す
る歩道橋としては，歩行者のすれ違いや車椅子利用者
等の通行を考慮した場合，使用性の面で十分な余裕が
あるとは言い難い．そのため，本研究では，供用後 30
年以上を経過した木製歩道橋の健全度評価という観点
に加え，観光地において高頻度に利用される既設木橋
の維持管理上の課題を把握することを目的として，八
海橋 1号および八海橋 2号を調査対象とした．

3. 調査方法

本研究では，2026年 1月 12日および 13日に，八海
橋 1号および八海橋 2号を対象として，橋梁全体の曲
げ剛性を把握するための振動試験と，部材単位の腐朽
劣化を確認するための局部劣化診断を実施した．調査
時の天候は両日ともに晴れであった．
振動試験では，スマートフォンに内蔵された加速度

センサーを用いて橋梁の応答加速度を測定し，得られた
加速度波形に対して FFT解析を行うことで，卓越振動
数から固有振動数を推定した．また，部材ごとの劣化
診断として，FAKOPPによる応力波伝播試験，フォー
スゲージによるピン貫入試験，視診および打診を実施
した．
これらの結果を総合的に比較することで，振動試験

により推定される橋梁全体の曲げ剛性の低下と，部材
内部に生じる局部腐朽の関係を検討した．以下に，各
試験方法の詳細について述べる．

(1) 振動試験
橋梁全体の曲げ剛性を把握するため，スマートフォ

ンに内蔵された加速度センサーを用いた振動試験を実
施した．著者らはこれまで，加速度センサーを搭載し
たスマートデバイスを用いて木製歩道橋の応答加速度
を測定し，得られた加速度波形から固有振動数および
振動モードを推定する手法について検討してきた2)．本
研究においても既往研究2) および橋梁振動モニタリン
グのガイドライン5) を参考に測定対象とする振動モー
ドの腹の位置をできる限り含むようにスマートフォン
を配置し，加振時または通行時に生じる橋梁の応答加
速度を測定した．
測定では，スマートフォンを床版上面に設置し，橋

軸方向の 1/4点，1/2点，3/4点付近を主な測定位置とし
た．また，鉛直方向の曲げ振動を把握するための砂袋
落下衝撃加振，水平振動を把握するための人力加振を
実施した．加振位置は，誘起する振動モードに応じて，

図–5 八海橋１号のセンサー設置位置と加振位置

図–6 八海橋 2号のセンサー設置位置と加振位置

支間中央部または高欄部とした．

八海橋 1号は 3径間橋であるため，中央径間を対象
として測定を実施した．八海橋 1号では観光客の往来
が多く，通常の 30s程度の測定を加振条件ごとに繰り
返して実施することが困難であった．そのため，測定
時間を 300sとし，連続的に応答加速度を記録した．測
定中には，観光客の往来状況を確認しながら，砂袋落下
衝撃加振および人力加振を複数回実施した（センサー
の設置位置と加振位置：図-5）．したがって，八海橋 1
号の測定波形には，砂袋落下衝撃加振，人力加振，常時
微動および歩行者通行に伴う振動応答が含まれている．
一方，八海橋 2号では，八海橋 1号と比較して観光客の
往来が少なかったため，各試験の測定時間を 30sとし
て砂袋落下衝撃加振および人力加振により振動モード
を誘起し，応答加速度を測定した（センサーの設置位置
と加振位置：図-6）．なお，全ての試験において，サン
プリング周波数は 100Hzである．得られた加速度波形
に対して FFT解析を行い，パワースペクトル密度を算
出した．そのうえで，卓越振動数および測定点間の応
答の傾向を確認し，橋梁の固有振動数を推定した．本
研究では，特に鉛直 1次振動モードに着目し，後述す
る数値解析結果と比較することで，橋梁全体の曲げ剛
性の低下傾向を評価した．
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(2) 応力波伝播試験
部材内部の腐朽劣化を把握するため，FAKOPPを用

いた応力波伝播試験を実施した1),6)．本試験は，木部材
の任意の 2点間にセンサーを設置し，一方の端子をハ
ンマーで打撃することにより発生させた応力波が，他
方の端子に到達するまでの伝播時間を測定するもので
ある．測定された伝播時間を用いて，2点間の距離を伝
播時間で除すことにより，応力波伝播速度を算出した．
木材内部に腐朽や空洞が生じている場合，健全部材

と比較して応力波の伝播時間は長くなり，伝播速度は
低下する．そのため，本研究では，部材ごとに応力波
伝播速度を算出し，推定される樹種および測定方向に
対応する標準的な伝播速度と比較することで，部材内
部の腐朽劣化を評価した．評価にあたっては，標準的
な伝播速度より 10%以上低下した箇所を，腐朽が疑わ
れる箇所として整理した．
主桁については，端部および支間内の複数箇所にお

いて，繊維直角方向の応力波伝播時間を測定した．ま
た，床版については，床版を構成する角材を対象とし
て，繊維方向の応力波伝播時間を測定した．測定の概
要を図-7に示す．なお，現地では足場を設置していな
いため，橋梁下部など測定が困難な箇所については，安
全に測定可能な範囲で試験を実施した．

(3) ピン貫入試験
木材表面付近の腐朽状態を把握するため，フォース

ゲージによるピン貫入試験を実施した（図-8）．木材の
腐朽診断では，ピロディンを用いたピン貫入試験が表
面劣化を把握する方法として用いられている1)．本研究
では，ピロディン試験の代替的な方法8)として，フォー
スゲージの先端にプラスドライバー状のピンを装着し，
一定荷重で木材表面に押し込むことにより，ピンの貫
入深さを測定した．
測定では，フォースゲージにより 150Nの荷重を作用

させ，そのときのピン貫入深さを読み取った．腐朽が
進行して木材表面付近の抵抗が低下している場合，ピ
ンは健全部材よりも深く貫入する．本研究では，主と
して高欄部材である笠木，平桁，水繰木を対象として
ピン貫入試験を実施し，得られた貫入深さから表面付
近の腐朽劣化の有無を確認した．

(4) 視診および打診
外観上の損傷および腐朽の兆候を確認するため，視

診を実施した．視診では，主桁，床版，高欄，橋脚，枕
梁等を対象として，腐朽，割れ，部材の欠損，苔や菌類
の発生，接合部周辺の劣化状況を確認した．特に，床
版裏面，主桁端部，継手部，橋脚上部および水際付近
など，雨水の滞留や湿潤状態が生じやすい箇所に着目

図–7 応力波伝播時間測定の概要

図–8 ピン貫入試験の様子

した．
また，視診のみでは判断が困難な内部腐朽の有無を
補助的に確認するため，ハンマーによる打診を実施し
た．打診では，木部材表面を軽く打撃し，その反響音
により内部状態を判断した．健全な部材では比較的高
く明瞭な打音が得られるのに対し，内部腐朽や空洞が
生じている場合には，濁音または空音が生じる．

4. 振動試験による全体剛性評価

(1) 固有振動数の同定
測定された応答加速度波形（例えば図-9,10）に対して

FFT解析を行い，各測点におけるパワースペクトル密
度（例えば図-11, 12）を算出した．その後，卓越振動数
を確認するとともに，卓越振動数近傍を対象としてバ
ンドパスフィルタ処理を行い，抽出された振動波形か
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図–9 １号で測定された加速度波形（砂袋落下 ℓ
2
地点）

図–10 2号で測定された加速度波形（砂袋落下 ℓ
2
地点）

図–11 パワースペクトル密度の例（1号：砂袋落下 ℓ
2
地点）

図–12 パワースペクトル密度の例（2号：砂袋落下 ℓ
2
地点）

ら測点間の位相差を確認することで，固有振動数およ
び振動モードを同定した．
著者らはこれまで，加速度センサーを搭載したスマー

トデバイスを用いて，木製歩道橋の応答加速度を測定
し，得られた加速度波形から固有振動数および振動モー
ドを推定する方法について検討してきた2),3),4)．本研究
においても，これらの既往研究と同様に，複数の測点
で測定された加速度波形の周波数特性および位相差に
基づいて振動モードの同定を行った．

FFT解析およびバンドパスフィルタ処理には，数値
計算プラットフォームMATLABを用いた．FFT解析に
おけるデータ数は 1024点とし，サンプリング周波数を
100Hzとしたため，周波数分解能は 100/1024=0.0977Hz
である．なお，1号橋については，各試験を実施した時

間の加速度データを 1024個抽出して FFT解析を実施
してパワースペクトル密度を求めた．また，複数のス
マートフォンにより同時測定を行うため，各端末の測
定開始時刻の差を確認し，必要に応じて波形データの
開始点を補正した．測定開始時刻は出力データに記録
された時刻を用い，測点間の位相差を比較できるよう
に整理した．さらに，3Dソリッドモデルを用いた固有
値解析結果と照合することで，実測により得られた卓
越振動数に対応する振動モードを確認した．本研究で
は，橋梁全体の曲げ剛性の評価を目的として，鉛直曲
げの基本振動モードである鉛直 1次振動モードに着目
した．

(2) 橋梁全体の曲げ剛性の低減
振動試験によって得られた固有振動数を，供用後 30
年以上が経過した現時点における実測値とみなし，数
値解析モデルを用いて橋梁全体の曲げ剛性の低下率を
推定した．既往研究では，経年劣化に伴う固有振動数
の低下に着目し，実測された固有振動数を基準として
固有値解析による逆解析を行うことで，橋梁全体の曲
げ剛性低下を推定している9),10)．本研究においても，鉛
直 1次固有振動数が橋梁全体の曲げ剛性に依存するこ
とに着目し，みなし新設時モデルのヤング率を段階的
に低減させ，実測固有振動数と一致する低減率を橋梁
全体の曲げ剛性低下率として評価した．
本研究では，みなし新設時の数値解析モデルを作成

し，そのモデルに対してヤング率を一様に低減させる
ことで，橋梁全体の曲げ剛性低下を再現した．具体的
には，解析により得られる鉛直 1次固有振動数が実測
値と一致するようにヤング率を段階的に低減させ，そ
のときの低減倍率を橋梁全体の曲げ剛性の低減率とし
て評価した．なお，本評価は橋梁全体の平均的な剛性
状態を推定するものであり，部材内部の局部腐朽を直
接評価するものではない．
その結果，八海橋 1号では橋梁全体の曲げ剛性が約

24%，八海橋 2号では約 21%低下していると推定され
た．すなわち，みなし新設時に対する現在の曲げ剛性
は，八海橋 1号で約 76%，八海橋 2号で約 79%である
と考えられる．

5. 部材単位の腐朽診断結果

(1) FAKOPPによる応力波伝播試験結果
FAKOPPによる応力波伝播試験では，各部材におけ
る応力波伝播時間を測定し，測定区間長を伝播時間で除
すことで応力波伝播速度を算出した．本研究では，対
象橋梁の主要木部材がカラマツ材であると推定される
ことから，カラマツ材の標準的な伝播速度を基準として
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図–13 応力波伝播試験の結果（1号の桁）

図–14 応力波伝播試験の結果（1号の橋脚）

図–15 応力波伝播試験の結果（1号の床版）

評価を行った．評価にあたっては，標準的な伝播速度
より 10%以上低下した測定箇所を，腐朽が疑われる箇
所として整理した．八海橋 1号，2号における応力波伝
播試験の結果を図-13∼図-17に示す．八海橋 1号では，
主桁端部，特に継手部において応力波伝播速度の低下
が確認された．また，上流側の橋脚部では伝播速度の
低下が顕著であり，内部腐朽が進行している可能性が
高い結果となった．床版についても，複数の測定箇所
で伝播速度の低下が確認された．
八海橋 2号では，左岸側の主桁下縁部において応力

波伝播速度の低下が確認された．また，床版について
は右岸側を中心として，多くの測定箇所で標準的な伝
播速度を下回る結果となった．

(2) フォースゲージによるピン貫入試験結果
フォースゲージによるピン貫入試験では，主として

高欄部材である笠木，平桁および水繰木を対象として，
木材表面付近の腐朽状態を確認した．その結果，八海
橋 1号および八海橋 2号のいずれにおいても，一部を
除き，著しい表面劣化を示すような大きな貫入深さは

図–16 応力波伝播試験の結果（2号の桁）

図–17 応力波伝播試験の結果（2号の床版）

図–18 1号の橋脚部の劣化状態（視診）

図–19 2号の桁部の劣化状態（視診）

確認されなかった．フォースゲージによるピン貫入試
験は，木材表面付近の抵抗性を評価する方法であるた
め，本試験結果は，主として表面付近の腐朽劣化の有
無を示すものとして整理した．
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図–20 打診の結果（1号の上流側）

図–21 打診の結果（1号の下流側）

(3) 視診および打診結果
視診では，主桁，床版，高欄，橋脚および枕梁を対象

として，腐朽，割れ，苔や菌類の発生，部材の欠損等を
確認した．その結果，八海橋 1号および八海橋 2号の
いずれにおいても，床版や主桁の一部に白色腐朽菌の
発生が確認され，腐朽が進行している箇所が認められ
た（図-18，19）．一方で，主桁や橋脚などの主要構造部
材の多くは，目視のみで明らかに腐朽していると判断
できる状態ではなかった．打診では，ハンマーにより
木部材表面を軽く打撃し，反響音から内部腐朽の有無
を確認した．八海橋 1号（図-20，21）では，高欄部材
である笠木，平桁および水繰木において濁音が確認さ
れ，内部腐朽が進行している可能性が示された．また，
主桁の継手部および橋脚部においても異常音が確認さ
れた．
八海橋 2号（図-22，23）では，主桁端部において濁

音または空音が確認され，桁端部を中心として腐朽が
進行していると考えられる．また，床版（図-24）につ
いても複数箇所で異常音が確認された．

6. 全体評価と部分評価の関係

振動試験による全体剛性評価では，八海橋 1号およ
び八海橋 2号の曲げ剛性低下率はそれぞれ約 24%，約
21%であり，供用後 30年以上が経過した木橋としては，
橋梁全体系の剛性低下が極端に大きい状態ではないと

図–22 打診の結果（2号の上流側）

図–23 打診の結果（2号の下流側）

図–24 打診の結果（1号と 2号の床版）

推定された．
一方で，部材単位の腐朽診断では，FAKOPPによる応
力波伝播試験および打診の結果から，八海橋 1号では
主桁継手部および橋脚部に，八海橋 2号では主桁端部
および床版に腐朽が確認された．また，フォースゲー
ジによるピン貫入試験および視診では，表面劣化が限
定的であったことから，本橋の劣化は外観上明瞭に確
認される表面腐朽よりも，部材内部で進行している可
能性が高いと考えられる．
以上の結果から，八海橋 1号および八海橋 2号では，
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橋梁全体の曲げ剛性低下は比較的小さい一方で，継手
部，橋脚部，桁端部，床版といった構造上重要な部位に
局部的な内部腐朽が生じていることが確認された．こ
のことは，振動試験による全体剛性評価のみでは，局
所的な腐朽劣化を十分に把握できない可能性を示して
いる．
一方で，局部腐朽が進行し，橋梁全体の曲げ剛性に

影響を及ぼす段階に至った場合には，スマートフォン
を用いた簡易振動測定によって，全体系の性能低下を
把握できる可能性がある．したがって，木橋の健全度
評価においては，FAKOPPや打診等による局部劣化診断
と，振動試験による全体剛性評価を組み合わせること
が有効であると考えられる．

7. 数値解析による要求性能評価

(1) 解析方法
振動試験により得られた実測固有振動数をもとに，現

時点における八海橋 1号および八海橋 2号の剛性状態
を反映した 3次元数値解析モデルを作成し，静的載荷解
析を実施した．解析では，死荷重および活荷重を作用
させ，主桁に発生する橋軸方向応力および支間中央部
の鉛直変位を算出した．これらの結果を，カラマツ材
の許容応力度および木橋のたわみ制限値と比較するこ
とで，現時点における対象橋梁の要求性能を評価した．
数値解析モデルは 3Dソリッド要素により作成し（図-

25），解析値が収束するまでメッシュ分割を細かくして
計算を行った．前章における橋梁全体の曲げ剛性低下
の推定では，みなし新設時モデルのヤング率 E を一様
に低減させることで，現時点における曲げ剛性EIを再
現した．一方，静的載荷解析においては，ヤング率を
低減させたモデルでは部材に発生する応力を適切に評
価することが困難である．そこで本研究では，橋梁全
体の曲げ剛性 EI が現時点の状態と等価となるように，
断面二次モーメント I を調整した解析モデルを用いた．
なお，ヤング率を調整したモデルと断面二次モーメン
トを調整したモデルにおいて，鉛直 1次固有振動数が
一致することを確認している．

(2) 部材応力の照査
まず，活荷重および死荷重作用時に主桁支間中央部

に発生する橋軸方向応力について評価を行った．本橋
の使用材料はカラマツ材であると推定されるため，カラ
マツ材の長期許容応力度11)を 6.0MPaとして照査を行っ
た．八海橋 1号における解析結果のコンター図を図-26
に示す．解析の結果，八海橋 1号における引張側およ
び圧縮側の橋軸方向応力は 1.66MPaであった．また，八
海橋 2号における引張側および圧縮側の橋軸方向応力

図–25 八海橋 1号の 3D数値解析モデル

図–26 八海橋 1号の静的線形解析の結果

は 1.70MPaであった．いずれの橋梁においても，発生応
力はカラマツ材の長期許容応力度を下回っており，部
材応力の観点では要求性能を満たしていることが確認
された．

(3) 鉛直たわみの照査
次に，支間中央部に生じる鉛直たわみについて評価
を行った．木橋では，部材応力が許容値以内であって
も，支間中央部のたわみが使用性に影響を及ぼす可能
性があるため，たわみ制限に基づく照査が重要である．
本研究では，木歩道橋における一般的なたわみ制限と
して，死荷重および活荷重作用時のたわみ制限値12) を
式 (1)により評価した．

δa =
l

600
(1)

ここに，δa は許容たわみ，l は支間長である．この
基準に基づいて算出した許容たわみは，八海橋 1号で
9.06mm，八海橋 2号で 11.63mmである．
静的載荷解析の結果，八海橋 1号の支間中央部にお
ける鉛直たわみは 5.15mm，八海橋 2号の鉛直たわみは
11.43mmであった．八海橋 2号では許容値に近い値を示
したものの，いずれの橋梁においても解析値は許容た
わみ以内であり，たわみの観点においても現時点では
要求性能を満たしていると判断される．

(4) 要求性能評価のまとめ
以上より，振動試験により得られた現時点の固有振
動数をもとに，橋梁全体の曲げ剛性低下を反映した数
値解析モデルを作成し，部材応力および鉛直たわみに
ついて照査を行った．その結果，八海橋 1号および八
海橋 2号はいずれも，部材応力および鉛直たわみの観
点では要求性能を満たしていることが確認された．
一方で，本解析では，FAKOPPによる応力波伝播試験
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や打診により確認された主桁継手部，橋脚部，桁端部お
よび床版の局部腐朽を詳細にモデル化していない．し
たがって，数値解析上は要求性能を満足する結果であっ
ても，局部腐朽が構造全体の安全性や今後の剛性低下
に影響を及ぼす可能性は残されている．特に，八海橋
1号では主桁継手部および橋脚部，八海橋 2号では桁端
部および床版に劣化が確認されていることから，全体
剛性評価および静的解析結果のみで健全性を判断する
のではなく，局部劣化診断の結果を併せて総合的に評
価する必要がある．

8. 全体剛性評価と局部腐朽診断に基づく考察

本研究では，振動試験による橋梁全体の曲げ剛性評
価，FAKOPPによる応力波伝播試験，フォースゲージに
よるピン貫入試験，視診および打診，さらに数値解析
による要求性能評価を行い，八海橋 1号および八海橋 2
号の健全度を総合的に評価した．
振動試験による全体剛性評価では，八海橋 1号の曲

げ剛性低下率は約 24%，八海橋 2号では約 21%であり，
供用後 30年以上が経過した木橋としては，橋梁全体系
の剛性低下が極端に大きい状態ではないと推定された．
また，振動試験により得られた固有振動数をもとに現状
の剛性状態を反映した数値解析モデルを作成し，死荷
重および活荷重作用時の部材応力と鉛直たわみを照査
した結果，両橋はいずれも部材応力および静的たわみ
の観点では要求性能を満たしていることが確認された．
一方で，FAKOPPによる応力波伝播試験および打診の

結果から，八海橋 1号では主桁継手部および橋脚部に
顕著な内部腐朽が確認され，八海橋 2号では桁端部お
よび床版に広範な内部劣化が認められた．特に，八海
橋 1号の主桁継手部および橋脚部は，構造上重要な部
位であり，局部的な劣化が今後の構造性能低下に大き
く影響する可能性がある．
フォースゲージによるピン貫入試験および視診では，

表面劣化は限定的であった．しかし，FAKOPPによる応
力波伝播試験および打診では内部腐朽を示唆する結果
が得られたことから，本橋の劣化は主として部材内部
で進行している可能性が高い．すなわち，外観上の健
全性と内部劣化の進行度に乖離が生じている状態であ
り，目視や表面劣化診断のみでは，木橋の健全度を十
分に評価できないことが示された．
以上より，八海橋 1号および八海橋 2号は，現時点で

は橋梁全体として直ちに耐荷性能を失っている状態で
はないものの，局部的な内部腐朽が進行している劣化
進展段階にある橋梁であると評価できる．また，本研
究の結果は，振動試験による全体剛性評価が，橋梁全
体系の性能低下を把握するうえで有効である一方，継

手部，橋脚部，桁端部，床版などに生じる局部腐朽を
直接把握するには限界があることを示している．した
がって，木橋の健全度評価においては，スマートフォ
ンを用いた簡易振動測定による全体評価と，FAKOPPや
打診等による部材単位の局部劣化診断を組み合わせて
判断することが重要である．
さらに，本橋は観光地である忍野八海内に位置し，利
用頻度の高い木製歩道橋である．近年の観光利用の増
加や車椅子利用者等の多様な利用形態を考慮すると，構
造的健全度のみならず，使用性や安全性の観点からも維
持管理方針を検討する必要がある．特に，有効幅員が
限られていることから，歩行者のすれ違いやユニバー
サルデザインの観点では課題が残る．そのため，今後
は詳細調査により劣化範囲を把握したうえで，補修・補
強による延命化に加え，利用環境の変化を踏まえた計
画的な架替えについても検討する必要がある．

9. まとめ

本研究では，供用後 30年以上が経過した忍野八海の
八海橋 1号および八海橋 2号を対象として，スマート
フォンを用いた振動試験，FAKOPPによる応力波伝播試
験，フォースゲージによるピン貫入試験，視診および
打診を実施し，既設木製歩道橋の健全度評価を行った．
得られた知見を以下に示す．

1. 振動試験により推定された橋梁全体の曲げ剛性低
下率は，八海橋 1号で約 24供用後 30年以上が経
過した木橋としては，全体系の剛性低下が極端に
大きい状態ではないと推定された．

2. 振動試験により得られた固有振動数をもとに現状
の剛性状態を反映した数値解析モデルを作成し，部
材応力および鉛直たわみを照査した結果，両橋はい
ずれも要求性能を満たしていることが確認された．

3. FAKOPPによる応力波伝播試験および打診の結果，
八海橋 1号では主桁継手部および橋脚部，八海橋 2
号では桁端部および床版に内部腐朽が確認された．
一方で，視診およびピン貫入試験では表面劣化は
限定的であり，外観上の健全性と内部劣化の進行
度に乖離が生じていることが示された．

4. 対象橋梁は観光地である忍野八海内に位置し，利
用頻度の高い木製歩道橋である．近年の観光利用
の増加や車椅子利用者等を含む多様な利用形態を
考慮すると，構造的健全度のみならず，使用性お
よび安全性の観点からも維持管理方針を検討する
必要がある．特に，現状の幅員では歩行者のすれ
違いや車椅子利用者等の通行に対して十分な余裕
があるとは言い難く，今後の補修・補強または架
替えの検討においては，ユニバーサルデザインの
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観点を考慮することが重要である．
以上より，八海橋 1号および八海橋 2号では，橋梁全

体の曲げ剛性の低下は比較的小さい一方で，主桁継手
部，橋脚部，桁端部および床版などの局部において内
部腐朽が進行していることが確認された．このように，
全体剛性評価と部材単位の腐朽診断結果に乖離が生じ
る場合があることから，木橋の健全度評価では，振動
試験による橋梁全体の剛性評価のみではなく，FAKOPP
や打診等による局部腐朽診断を組み合わせて総合的に
判断することが重要である．今後は，詳細調査により
劣化範囲を把握したうえで，補修・補強による延命化
に加え，観光地としての利用環境の変化を踏まえた計
画的な架替えについても検討する必要がある．
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木橋が活発に架けられた 1990 年代当時，森林資源を活用する機運はあったものの蓄積の状況から大径

材の入手は難しく，大断面材を必要とする新設木橋では集成材に頼るしかなかった．そんな頃にあえて集

成材を使わずに木橋を架ける取組があった．そこでは，地域産の丸太を地域の手で製材・加工し，地域の

手で架けるという理念の下，実際に 2005 年に林道木橋が架けられ，実用に供されてきた．架設から 20 年

が経過した 2025 年には大改修され供用を続けている．本稿では，この木橋が開発された経緯を振り返る

とともに，実橋の架設，この 20 年間の保守管理，改修工事について触れ，当初の目的は達成されたのか

について考察する． 

 

     Key Words: timber bridge, forest resources, forest road construction, maintainance 

 

1. はじめに 

 

 森林資源に恵まれた我が国では，古くから木材を活用

した生活が営まれてきた．しかし近代以降その利用は相

対的に減少している．橋梁分野においても木橋は鋼橋や

コンクリート橋へと置き換えられていった．この要因と

して鋼材およびコンクリートの優れた力学的性能に加え

当時の木材供給量が需要に対して十分ではなかったこと

が挙げられる． 

このような背景から木材は鋼材やコンクリートに比べ

て性能の低い建設材料であるとの認識が広く存在する．

だが実際には木材はコンクリートと同等の圧縮強度を有

し，さらに引張力にも抵抗可能である．また比強度レベ

ルでは鋼材に匹敵するなど構造材料として優れた力学的

特性を備えている．1990年代以降，環境負荷低減や持続

可能な社会の実現に対する関心の高まりを受け国産木材

の利用価値が改めて見直されるようになった．その結果，

木材需要の拡大と木材利用促進の象徴として全国各地で

大規模木造建築物や木橋の整備が進められた． 

ただ，当時の森林から大径材を安定的に大量供給する

ことは困難であった．このため大型木造建築や木橋には

小径材からでも大断面部材を製造可能な集成材が主に用

いられた．ただし集成材の製造には大規模な生産設備を

必要とするためその生産拠点は限られた．そのため材料

を広域的に輸送して製造・架設ことが求められ，その輸

送コストや労力が課題となっていた． 

当時，京都府においても森林資源の有効活用方策に関

する検討が進められ，その取組の一つとして地域材を最

小限の加工で利用することを基本理念とした木製治山ダ

ムが実用化されていた．木橋開発においても同様の理念

を採用し，地域材を活用した地産地消型の橋梁システム

の構築を目指した．しかしながら京都府内には集成材工

場が存在しないことから，集成材の利用を前提とした橋

梁整備には課題があった．そこで，地域で入手可能な断

面の製材を用いて架設できる短支間木橋を対象とした林

道整備における「素材木橋」と呼ばれる新たな谷渡り工

法の開発を進めた．これにより 2005 年に整備されたの

が写真-1および写真-2の金深木橋（かなぶけきばし）で

ある． 

架設後 20年を経た 2025年には，大規模改修が実施さ

れた．改修にあたっては，地域材を活用するという当初

の基本理念を継承しつつ，この間に大径化した丸太を，

新たに整備された防腐加工設備で処理して用材を準備し

た．また細部構造の見直しを行い，耐久性および維持管

61



 

 

理性の向上を図った． 

本稿では，金深木橋が開発された経緯を振り返るとと

もに本橋の架設，この 20 年間の保守管理，2025 年の改

修工事について触れ，当初の目的は達成されたのかにつ

いて考察する． 

 

 

2. 素材木橋の設計と施工 1) 2) 3) 4) 

 

(1) 金深木橋の概要 2)
 

 林道奥寄線は，京都府が整備した 1級林道である．金

深木橋は，その終点に近い京丹後市大宮町三重地内の国

道交差点付近に 2005年に架設された．橋長は 6mで 2車

線を有し，幅員は曲線部の拡幅により 9m となっている．

ここが素材木橋の 1号橋の架設地点として選定された理

由は，京丹後市が京都府下のスギの主要産地であること，

国道との交差点に位置し京都丹後鉄道の車窓からも見る

ことができるため高い展示効果が期待できること，さら

に必要な支間条件が素材木橋に適していたことによる． 

 

(2) 地域の木材資源の状況 2)
 

 金深木橋の設計に先立ち丹後地域のスギ人工林の齢級

構成を調査した．その結果，9 齢級（41～45 年生）が最

も多く，11 齢級を超えると蓄積が急減することが明ら

かとなった．9 齢級のスギでは採寸長 6m の丸太の末口

径がおおむね 300mm 程度であり，主要部材の径はこれ

以下に設定しなければ地域内での調達が困難であること

がわかった． 

 スギ材の強度はヤング係数と相関があることが知られ

ているが，当時は丹後地域産のスギ材の強度データが存

在していなかった．また，本橋では材長 6m の丸太を大

量に使用するため，過度な選別による歩留まりの低下や

コスト増加を避ける観点からも地域材の強度特性を把握

する必要があった．そこで応力波伝播速度測定器

FAKOPPを用いて立木のヤング係数を測定した．その結

果，測定木のおよそ80％が7kN/mm2以上のヤング係数を

有することが確認された．この結果を踏まえ本橋で主要

構造材にスギE70材を用いることを前提として設計する

こととした． 

 

(3) 金深木橋の設計 2)
 

 支間5mの一般的な桁橋についてT荷重（100kN）を考

慮して必要な主桁径を試算したところ約 550mm となっ

た．しかし，この径の丸太を地域内で安定的に調達する

ことは困難である．そこで調達した丸太を写真-3のよう

に 260×260mmに製材し，これを写真-4のように上下 2

段に積層して桁高 520mm の主桁を構成するものとした．

また，床版に生じるせん断応力の低減を図るため主桁間

隔も 520mmとし，写真-5に示すように 18本の主桁を密

に配置する構造とした．またプレストレス木床版の考え

方を参考に主桁群に弱い横緊張力を導入して各主桁の荷

重分担を均一化するとともに，床版の支持性能を高める

こととした．このため，積層桁の間には積層していない

単材の主桁を配置し，横締め材を通す構造とした． 

積層桁は，写真-4のようにウレタン系接着剤により各

層を接着した後，千鳥配置した 10 本の異形鉄筋または

貫通ボルトによってせん断補強を施した．なお，この積

層桁については完全合成桁の 0.65～1.12 倍の曲げ剛性を

有すること，加えて仮に接着層が破壊した場合であって

も鋼製せん断補強材が機能して粘り強い破壊挙動を示す

ことが実験により確認されている 4)． 

 床版には断面寸法 250×200mmに加工して主桁と直交

 

写真-1 架設中の金深木橋（2005年） 

 

 

写真-2 橋のたもとに立つ案内板 

 

 

写真-3 製材後の桁材 
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する方向に敷設するものとした．また将来の維持管理に

おいて床版の取り替えが容易に行えるよう写真-6に示す

ように幅員方向に千鳥配置した 3分割構造とした．また

木橋としての景観性の向上と主桁構造の視覚的な表現を

目的としてコンクリート地覆上の駒止材および主桁外側

に配置する荷重を受け持たない桁保護材には写真-7に示

す太鼓断面材を設置するものとした．なお本橋は比較的

大きな縦断勾配を有していることから，路面の排水は縦

断勾配によって確保できると判断し横断勾配は設けなか

った． 

 

(4) 丸太の調達 2)
 

 使用する丸太は，あらかじめ立木段階でヤング係数を

測定したものを中心に材長 6m で調達した．調達後に丸

太の状態で縦振動法によるヤング係数測定を行ったとこ

ろ，7kN/mm2以上を示したものは全体の約 75％であり，

その分布は立木段階での測定結果とほぼ一致していた．

そこで丸太段階で測定したヤング係数の大きい順に材料

を選別し，高強度のものから順に積層桁の下側材，積層

桁の上側材，積層しない桁，床版材へと配分した．さら

に，床版材のうち外観に優れたものについては駒止材お

よび主桁保護材として使用した．このように部材断面を

ほぼ同じにし性能に応じて使い分ける工夫により調達し

た丸太のほぼ全数を使用することができた． 

 

(5) 製材加工 2)
 

 製材は地域内の製材所で実施した．特に積層桁の接着

面となる部分については，積層後のそりねじれによる接

着不良を防ぐため台車製材機を用いて精度よく加工した．

なお末口径 300mm程度の丸太を 260mm×260mmの断面

に製材したため，写真-3に示すように多くの部材で丸み

が残り，また辺材がかなり含まれていた． 

 木材は通常，人工乾燥を施して使用するが，本橋で用

いた部材は大径の芯持ち材であり，十分な人工乾燥には

長期間と多額の費用を要することが予想された．このた

め伐採後の葉枯らし乾燥を除き特別な乾燥処理は行わな

かった．なお乾燥に伴う割れを制御するため，部材下面

に幅 3mm のスリットを設けて割れを下面側へ誘導する

とともに，この位置にせん断補強用鋼棒が配置されない

よう配慮した． 

 一般に木橋部材には防腐剤の加圧注入処理を施すが，

本橋の部材については加圧注入処理を行わなかった．そ

の理由として，当時は京都府内において当該処理を実施

できる施設がなかったことに加え，本橋で採用した大断

面部材に対する処理実績が少なかったこと，さらに未乾

燥材であったため十分な防腐効果が期待しにくいと判断

されたことが挙げられる．このため，防腐対策として架

設前に部材全面へ防腐塗料（アリゾール CZ）を塗布す

 

写真-4 積層桁の製作の様子 

 

 

写真-5 桁下の状況（2015年） 

 

 

写真-6 床版材の敷設の状況 

 

 

写真-7 駒止材と桁保護材（2006年） 
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るとともに，水分の浸入を受けやすい木口面には加えて

タールピッチを塗布した．また駒止材など外部から視認

される部材については，景観性の向上を期待して表面保

護塗料（ナフタデコール）による塗装を施した． 

 

(6) 架設 2)
 

 架設作業は，あらかじめ製作した部材を現地で組み立

てる方式としたため，特殊な施工技術を必要としなかっ

た．部材重量は最大でも約600kgfであり，写真-8に示す

ように小型の建設機械を用いて効率的に施工することが

できた． 

床版および主桁を雨水の浸入から保護するため，床版

上面には防水シートを敷設した．舗装には木床版のたわ

みに起因するひび割れの発生を抑制するため，追従性に

優れた弾性アスファルト（シノファルト M）を採用し

た． 

 

 

3. 供用期間中の状況 

 

(1) 20年間の管理の状況 

 供用開始から約 20 年間にわたり通行に支障を及ぼす

ような不具合は発生しなかった．未乾燥材を使用したこ

とから，乾燥収縮に伴う割れや変形による性能低下が懸

念されたが，そのような問題は確認されなかった．主桁

下面には乾燥割れを誘導することを目的としてスリット

を設けていたが，供用 20 年後においても顕著な開きは

認められなかった（写真-5）．このことから供用期間中

に主桁内部の含水状態が大きく変化しなかったものと推

察される．一方，桁下からの観察では主桁材間から広範

囲にわたり漏水が確認されたことから，防水層は既に機

能を喪失していたものと考えられる．また防水機能の低

下により雨水が主桁内部へ浸入し，部材が高含水状態に

維持されたことが，主桁の乾燥収縮を抑制した要因の一

つである可能性が示唆される． 

また防腐剤の加圧注入処理を施していないことから腐

朽の発生が懸念されたが，主桁下面からの目視点検では

腐朽を示す兆候は確認されなかった．一方，駒止材には

写真-9に示すような腐朽が認められた．その断面を観察

したところ，写真-10 に示すように腐朽は太鼓断面材に

残存した辺材部分にほぼ限定されていた．このことから

耐朽性の高い心材部分では腐朽の進行が抑制されていた

ものと考えられる． 

 そこで供用開始から11年後の2016年に写真-11に示す

ように駒止材の交換および側面部の改修が実施された。

これらの部材は主構造部材ではないものの，雨水や日射

に直接曝される環境にあったことから主桁よりも劣化が

進行しやすかったものと考えられる． 

 

写真-8 桁の設置の状況 

 

 

写真-9 駒止材の腐朽（2015年） 

 

 

写真-10 駒止材の断面（2015年） 

 

 

写真-11 改修後の状況（2016年） 
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 一方，舗装面には 2015 年頃からひび割れや局所的な

凹みが認められ，降雨後には水たまりの発生も確認され

た。しかしながら，これらの損傷はいずれも軽微であり，

供用上の支障は生じていなかった。 

 

 

(2) 改修に至った経緯 

 2022年頃になると舗装面のひび割れや凹みが顕著とな

ったため，2023年 4月には写真-12に示すように一車線

分の舗装打換えが実施された．しかし，舗装撤去後に床

版上面を調査したところ，写真-13 に示すような床版材

の腐朽が確認された．この結果を受けて木橋の撤去も検

討されたが，本橋が素材木橋として貴重な事例であるこ

とに加え，これまでの整備・活用の取組が地域に及ぼし

た波及効果も大きいことから，継続供用を前提として改

修を行う方針とした． 

そして2024年6月に床版の交換に着手したところ，そ

の直下に位置する主桁材においても写真-14 に示すよう

な腐朽が確認された．一方，同時点においても主桁下面

からの目視観察では写真-15 に示すように漏水の痕跡は

認められたものの，腐朽を確認することはできなかった．

なお写真中に白色に見える部分はカビであると考えられ

る．主桁下面から腐朽が確認できなかったのは，腐朽が

主として部材相互が面接触する上面および側面において

進行していたためと考えられる．このことは積層された

素材木橋においては外観上健全に見える場合であっても

部材間の接触部に腐朽が進行している可能性があること

を示唆している． 

床版材および主桁材の腐朽は，いずれもコンクリート

地覆直下に位置する幅員端部において顕著であった（写

真-13左端，写真-14右端）．これは漏水量が他の部位に

比べて大きくなったためと考えられる． 

解体後の積層桁には接着層の剥離は認められず，主桁

材および床版材にも顕著な変形は確認されなかった．こ

のことから舗装面に発生したひび割れや凹みは，床版材

の腐朽による断面減少が主な原因であると判断された．

しかしながら将来的な耐久性の確保を目的として主桁に

ついても交換することとし，その改修設計に活用するた

め主桁材の劣化診断を実施した． 

 

写真-14 主桁材上面の様子（2024年） 

 

 

写真-15 桁下の様子（2024年） 

 

 

写真-16 撤去された主桁材 

 

 

写真-12 舗装打換え時の路面（2023年） 

 

 

写真-13 床版材の上面の様子（2023年） 
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(3) 主桁材の腐朽の状況 

写真-16 に撤去した主桁材の外観を示す．なお撤去作

業時にワイヤーやバールによって損傷し，局所的に欠損

した箇所も含まれている．上面において色が濃く見える

箇所は断面欠損部であり，その多くは断面に丸みが認め

られることから，辺材部分を含む箇所であることがわか

る． 

図-1は写真-17の測点13における IML RESI-PD300によ

る穿孔抵抗値の測定結果である．腐朽しやすい木口付近

であるが健全な様子がわかる．図-2は写真-18の測点 58

の穿孔抵抗値の測定結果である．上部材の断面が腐朽し

ていることが切断面の目視からもうかがえるが，穿孔抵

抗はほぼ測定されなかった．ただ，数としては年輪が検

知できた図-1のようなものが多く，木口へのタールピッ

チの塗布は有効であったことがうかがえる． 

一方，図-2に示す写真-18の測点 58では，上部材の切

断面において腐朽による断面欠損が目視で確認され，穿

孔抵抗もほとんど検出されなかった．このような著しい

腐朽が認められた箇所も存在したものの，全体としては

図-1のように年輪に対応した抵抗値が得られる測点が多

かった．これらの結果から，木口部に施工したタールピ

ッチ塗布は木口からの水分浸入の抑制および腐朽防止に

一定の効果を有していたものと考えられる． 

写真-19に主桁材側面の状況を示す．これは写真-14右

端に相当する箇所であり，本橋において特に劣化が進行

していた部位である．表-1は写真中に示した 6測点にお

ける穿孔抵抗測定結果の評価をまとめたものである．そ

の結果，全体的に上側部材において穿孔抵抗値が小さく，

腐朽が進行している傾向が認められた．一方，下側部材

では比較的健全な状態が維持されていた．このことから

腐朽は主として床版に近い上部の部材間接触部やその周

辺で進行していたものと考えられ，そのため桁下からの

目視点検では腐朽を確認することができなかったものと

推察される． 

 

(4) 当初設計の有効性 

 以上の結果から，当初設計について以下のように考察

 

写真-17 主桁材の木口付近の例(1) 

 

 

図-1 穿孔抵抗値の測定結果（写真-16の測点 13） 

 

 

写真-18 主桁材の木口付近の例(2) 

 

 
図-2 穿孔抵抗値の測定結果（写真-17の測点 58） 

 

 

写真-19 主桁材の側面の例 

 

表-1 写真-18の6測点における穿孔抵抗値の評価 

測点 55 54 53 

評価 
ある程度 
抵抗がある 

抵抗は 
ほぼない 

抵抗はない 

測点 2-9 2-8 2-7 

評価 良好 良好 
中央部が 
小さめ 
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できる． 

a) 主桁の腐朽は主として辺材部で進行していた．このこ

とから当時より大径の丸太が入手可能であれば，辺材

の割合を低減でき，腐朽の進行を抑制できた可能性が

ある． 

b) 主桁に使用する丸太は強度性能を重視して選定された

が，辺材の混入を抑える観点から大径材を優先的に採

用していればさらなる長寿命化が図れた可能性がある． 

c) 未乾燥材を使用したことによる割れや変形などの顕著

な不具合は確認されなかった． 

d) 防腐処理は加圧注入ではなく表面塗布にとどまってお

り，高い耐久性は期待しにくい条件であった．しかし

ながら舗装面のひび割れの主因は床版材の腐朽による

沈下であり，橋梁の安全性に関わる重大な問題は生じ

ることなく約 20年間の供用が可能であった． 

e) 積層面に接着剥離は認められず，積層断面は供用期間

を通じて一体的な構造として十分に機能していた． 

f) 防腐剤の表面塗布のみを施した太鼓断面材を風雨や直

射日光に直接曝される駒止材として使用したことは，

耐久性の観点から必ずしも適切ではなかったと考えら

れる． 

g) 路面の防水機能は十分ではなく，その機能低下が床版

材および主桁材の腐朽を促進した可能性がある．防水

性能を長期にわたり維持できていれば，さらに長期間

の供用が可能であったと考えられる． 

以上のように，当初設計で意図した各種の工夫は，金

深木橋において概ね有効に機能していたと評価できる．

一方で辺材を含む部材の使用や防水性能の維持など耐久

性の観点から改善の余地も明らかとなった． 

 

 

4. 改修設計と施工 

 

(1) 改修設計の考え方 

 2024年の改修では，結果として全部材を交換すること

となった．そこで，当初設計で得られた知見および反省

点を踏まえ，以下の方針により新たな設計を行った． 

i)  部材構成は当初設計を踏襲し，主桁には 260×260 

mmの積層材を，これに直交して250×200 mmの床版

材を配置することとした．断面寸法を拡大しなかっ

たのは森林資源の成長に伴い大径材の利用が可能と

なり辺材の混入割合を低減できると考えたためであ

る．なお積層に用いる接着剤および鋼棒による接着

補強についても当初設計と同様の仕様とした． 

ii) 当初設計では積層桁としない桁を交互に配置してい

たが，改修では全てを積層桁とした．これは施工性

の向上に加え，たわみの抑制による舗装の保護が期

待できるためである． 

iii) 桁保護材については，太鼓断面材ではなく矩形断面

材を採用した． 

iv) 全ての木部材に対して防腐剤の加圧注入処理を施し

た．また加圧注入処理の前工程として十分な乾燥を

行った． 

以上の改良により，耐久性の向上と腐朽リスクの低減

が期待され，従来以上に長期の供用が可能になるものと

考えられる． 

 

(2) 改修橋の製作と施工 

 改修橋の用材には京都府内産スギを使用した．用材は

末口径 380～420 mm，長さ 6 mの丸太とし，京北森林組

合において製材および乾燥を行った．写真-20 にその断

面を示す．写真-3に示した当初橋の用材と比較すると大

径材が使用されていることがわかる．辺材は一部に含ま

れているものの四隅に限られており，いずれの面におい

ても心材部が現れていた．その後，京都府森林組合連合

会木材加工センターにおいて設計寸法への製材，開孔等

の加工を行い，防腐剤（タナリス CY）の加圧注入処理

を実施した．写真-21 に防腐処理後の主桁材を示す．さ

らに，これらの部材を用いて写真-22 に示す積層桁を製

作した．なお，駒止材や親柱などの露出する木部材につ

いては，加圧注入処理後に木材保護塗料であるガードラ

 

写真-20 製材された主桁材 

 

 

写真-21 防腐剤注入後の主桁材 
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ック Pro（チーク）を 2 回塗布し，耐候性および景観性

の向上を図った． 

 現場では既設の下部工をそのまま利用して主桁材を設

置（写真-23 および写真-24），床版材を設置（写真-

25），地覆コンクリートを打設したのち駒止材を設置

した（写真-26）． 

床版上には，床版のせん断変形に起因する舗装のひび

割れや防水機能の低下を抑制することを目的として合板

を敷設した．その上に防水材を塗布し基層工の施工，カ

チコート塗布（写真-27），サミーシートの敷設・転圧

を経て，表層にシナヤカファルトを敷設して路面を仕上

げた．このように路面の防水対策には万全を期した． 

 用材の発注は 2024年 11月であった．しかし 3か月前

の段階で概算数量を共有していたため原木の確保や加工

の準備をあらかじめ進めることができ，調達は円滑に行

われた．架設工事は2025年2月に着手し同年4月に完了

した．供用開始は同年 6 月であった（写真-28）．新し

い金深木橋では，4 基の親柱の上部にチェーンソーアー

ト倶楽部京丹後のみなさんによるチェーンソーアートを

配置している（写真-29）．これらは防腐剤の加圧注入

処理を施した後に製作されており，さらに仕上げとして

木材保護塗料を塗布することで耐久性にも配慮している． 

 

5. まとめ 

 本稿では，成熟しつつある森林資源を橋梁構造物に活

用する手法として開発された京都府の地産地消型素材木

橋に着目し，その 1号橋である金深木橋を対象として，

架設に至る経緯を振り返るとともに，約 20 年間にわた

る維持管理および改修工事を通じて，その技術的価値を

検討した．本稿で得られた知見を以下に示す． 

・京都式素材木橋の 1号橋である金深木橋は，当時の材

料供給や施工条件などの制約下においても約 20 年間

にわたり十分な性能を発揮した． 

・森林資源の成熟に伴い大径材の利用が可能となったこ

とで，素材木橋の設計自由度は向上しており，今後は

より多様な設計への展開が期待できる． 

・素材木橋の長寿命化には，大径材の活用による辺材割

合の低減と，路面防水性能の確保が重要である． 

・京都式素材木橋は，地域産材を活用した地産地消型の

橋梁として，簡易な車道橋整備における有効な選択肢

となり得る． 

金深木橋の事例は，地域森林資源の活用と木橋技術の

発展の両面において有用な知見を提供するものである．

今後，本橋で得られた経験や改修時の知見を活かして素

材木橋の技術的改良が進められ，新たな木橋整備へと展

開されることが期待される． 
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写真-22 積層桁の製作 

 

 

写真-23 主桁材の設置 

 

 

写真-24 設置された主桁材 

 

 

写真-25 床版材の設置 
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写真-28 完成した金深木橋 

 

 

写真-29 親柱とチェーンソーアート 

 

 

写真-26 駒止材の設置 

 

 

写真-27 防水層の設置 
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歴史的価値のある木橋では審美性や木造の個性を保つ観点から劣化部材の修復や鉛直部材の縦継ぎを行

う際に金輪継ぎ手が使われることがある．金輪継ぎ手は曲げの力が働くと割裂を伴い脆性的に破壊する．

割裂を抑制する手法として割裂が予想される部位にビスを打ち込み割裂を抑える方法があるが，継ぎ手へ

の応用例はない．そこで，本研究ではビス補強を施した金輪継ぎ手の曲げ試験を行い，継手の曲げ性能を

向上させることが可能か検証した．実験では金輪継手の強軸と弱軸の両方向についてビス補強の有無や補

強様式を変化させた 4 条件で試験し，補強効果の大きさを比較した．無補強と比べて補強を施したほとん

どの試験条件で最大曲げモーメントが向上し，強軸方向では最大で約 1.2倍，弱軸方向では最大で約 1.8倍
となったほか，靱性も向上した． 
 
     Key Words: tenon-mortise joints, splitting reinforcement, screw, bending performance 
 

 
 
1. 背景 

 
木橋において橋脚や高欄などの鉛直部材で腐朽や虫害

などの劣化や損傷が生じた場合，損傷部分を切り取り健

全材と縦継ぎして補修する必要がある．特に，文化的価

値がある木橋においては木造ならではの審美性や個性を

保つため，金物を極力用いない縦継ぎ技法が好ましい． 
金輪継ぎは主に鉛直部材の縦継ぎに用いられる日本の

伝統的な技法の一つであり，部材を切り欠いて組み合わ

せることで金物を使用せずに部材を一体化することがで

きる．主に寺社仏閣などの補修に用いられる技法である

が，木橋の鉛直部材の補修に適用される場合もある． 
橋脚や高欄など補修した鉛直部材に水平力が作用する

場合，継手には曲げの力がかかる．この場合，継手は割

裂を伴って脆性的に破壊するとこが知られている注 1)．

割裂が生じる部材の補強方法として，ビスを想定される

割裂線に対して垂直に打ち込みビスの引抜抵抗で割裂を

抑制する方法が知られている．例えば，秋山ら 1)は集成

材鋼板挿入ドリフトピン接合に対して全ネジビス補強を

施すことでドリフトピン列からの割裂を抑え，接合部の

塑性変形性能を向上させられることを示した．また，ビ

ス補強は外観への影響が少ないほか，他の補強方法に比

べて施工が容易で経済的であるという利点もある． 
そこで，本研究では金輪継ぎ手に対してビス補強を用

いることで割裂を抑え，強度や変形性能を向上させるこ

とを目的とした． 
 
 
2. 実験 
 
(1) 試験体 

a) 素材と試験体仕様 

試験体には 120mm 正角で繊維方向の長さがおよそ

3800mm のスギ製材を用い，同一のスギ製材から一対の

継手を手加工で製作した．継手を組んだ状態で試験体長

が 2240mmとなり，かつ継手中央の込栓部分が試験体全
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体の中央部に来るように継手を設けた．継手加工を行う

前に全てのスギ製材に対して縦振動法を用いて動的ヤン

グ率を算出した．込栓にはミズナラを使用した．本研究

における継手各部の呼称を図-1に，試験体および継手寸

法を図-1および図-2に示す．金輪継ぎは荷重方向によっ

て異なる挙動を示す．この試験では込栓と平行な方向を

強軸方向，直交する方向を弱軸方向と呼称し，異なる条

件として試験した． 
 

 

図-1 継手詳細図 

 

 

図-2 試験体全体図 

 
b) ビス補強の仕様 
ビスの打ち込み方向を図-3に示す．鎌に対して垂直に

内側から打ち込むA方向，目違い部と目違いへその周辺

に外側から打ち込むB方向の 2種類とした．A方向補強

では若井産業製の鉄デッキスレンダービス（呼び径

5.5mm，全長55mm，半ネジ）を用い，B方向補強では若

井産業（株）製の Xポイントプラス Z（呼び径 6.0mm，

全長 110mm，全ネジ）を用いた． 
補強仕様は，A方向補強のみを施した A仕様，B方向

補強のみをほどこした B 仕様，両方向の補強を施した

AB 仕様の 3 種類を製作した．加えて無補強の試験体も

製作し，N仕様と呼称した． 
補強仕様と荷重方向から，合計 8条件の試験体を製作

した．試験体数は各仕様で 3~5体とし，事前に測定した

密度と動的ヤング率をもとに各仕様で平均密度と平均の

動的ヤング率が近い値になるように素材を割り振った．

試験条件の命名法を図-4に，各試験条件の試験体数，平

均密度，平均動的ヤング率を表-1に示す． 

 

図-3 ビス補強の方向 

 

 
図-4 試験条件の命名法 

 
表-1：試験体数と平均の物性値 

試験条件 試験体数 密度 
[kg/m3] 

動的ヤング率 
[GPa] 

NS 4 353 6.00 
AS 3 343 6.51 
BS 4 346 5.86 

ABS 4 332 5.60 
NW 3 344 6.99 
AW 3 345 6.81 
BW 3 345 7.36 

ABW 5 343 6.61 
 
(2) 試験 

試験はスパン 2000mm，荷重点間距離 700mmの四点荷

重方式とし，スパン中央に継手部分が来るように配置し

た．単調載荷で載荷速度は毎分 8mm とし，荷重が最大

荷重の 4割に低下した時点で試験を中止した．変位計は

スパン中央，左右の荷重点下の 3か所の他，目違いの開

きを測定するために左右の目違い部側面にも設置し合計

5 か所に変位計を設置した．弱軸，強軸それぞれについ

て変位計の設置位置を図-5に示した．強軸荷重条件の試

験図中に点線で示した変位計は，図の方向から見て試験

体の裏側に目違いに設置した変位計である． 
スパン中央の変位と荷重から荷重変位曲線を作成し，

最大曲げモーメント，初期剛性，吸収エネルギーを求め

た．各値の算出方法は以下の通りである． 

120

180 180

単位：mm

120

2240
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・最大曲げモーメントMmax [kNm] 
荷重回復を含め，試験終了までの間で曲げモーメント

の値が最大となった点の曲げモーメント値とした．一時

的に荷重低下し，その後荷重が回復して荷重の最大値を

とるケースが多く見られたため，荷重回復までを含めた． 
 

・初期剛性K [kNm/mm] 
初期剛性は曲げモーメントの値がM = 0.1Mmaxとなる点

とM = 0.4Mmaxとなる点を結んだ直線の傾きとした． 
 
・吸収エネルギーS [kNmm] 
最大荷重となった後，荷重が低下して最大荷重の 0.8

倍となった点までの荷重変位曲線に囲まれた部分の面積

として算出した． 
 

 
図–5 試験図 

 
 
3. 結果と考察 

 

(1) 強軸方向荷重 

図-6に強軸方向に加力した試験から得られた荷重変位

曲線を，表-2 に Mmax，K，S の平均値と変動係数をまと

めて示す． 

NS 仕様の試験結果から無補強の場合に代表的な破壊

パターンを図-7 のようにⅠ-S，Ⅱ-S，Ⅲ-S の 3 種類に分類

した．Ⅰ-S は目違いが目違いへそから荷重方向の力を受

けることにより開口型と面外せん断型の割裂を伴って発

生する破壊パターンである．Ⅱ-S は顎部分に鎌の先端方

向への力が加わり，面内せん断型の割裂が発生する破壊

パターンである．Ⅲ-Sは面外せん断型の割裂により目違

い部から母材全体を分断する様に繊維方向に割裂が進行

する破壊パターンである．無補強の場合は，I-S もしく

はⅢ-S型割裂がまず発生して一時的に荷重が低下し，そ

の後割裂の進展と荷重の低下を繰り返しながら最終的に

はⅡ-S 型割裂が発生して荷重が大幅に低下する場合が多

かった． 
ビス補強により AS 試験体ではⅡ-S 型破壊の発生が抑

えられた．BS，ABS試験体ではビス補強によりⅠ-S，Ⅲ-S
型割裂の発生と進行が抑えられたほか，Ⅱ-S 型割裂も発

生しなかった． 
実験から得られた値を比較する．特に BS，ABS 試験

体で最大曲げモーメントと吸収エネルギー量が顕著に向

上した．BS，ABS 試験体では B 方向補強の効果でⅠ-S，
Ⅲ-S型割裂が抑えられ，目違いからの割裂の発生や拡大

にともなう段階的な荷重低下が発生しなかったことから，

最大曲げモーメントと吸収エネルギー量が特に大きく向

上したと考えられる． 
BS，ABS 試験体では鎌の付け根部分で曲げ破壊を起

こすケースが複数みられた（写真-1）．このような場合，

靱性が大きく低下し，特に吸収エネルギー量が非常に低

い値になった．鎌の付け根での曲げ破壊が起きた試験体

は用いた素材の動的ヤング率や密度が低く，曲げ強度も

小さかったと考えられる．BS，ABS 試験体では B 方向

補強によりⅠ-S やⅢ-S 型割裂が抑制された結果，鎌の付

け根に応力が集中し，素材強度の低い材で曲げ破壊が生

じたと推察される． 
 

表-2 強軸方向試験結果 

 

 

図-6 強軸方向荷重変位曲線 

※点線のグラフは中央変位ではなく荷重点の変位 

 Mmax [kNm] K [kNm/mm] S [kNmm] 

NS Ave. 
(C.V.) 

2.72 
(0.11) 

0.13 
(0.05) 

368 
(0.55) 

AS Ave. 
(C.V.) 

2.66 
(0.07) 

0.14 
(0.12) 

402 
(0.17) 

BS Ave. 
(C.V.) 

3.20 
(0.12) 

0.13 
(0.07) 

554 
(0.44) 

ABS Ave. 
(C.V.) 

3.03 
(0.06) 

0.11 
(0.20) 

425 
(0.19) 
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図-7 強軸荷重時に顕著な割裂 

 

 
写真-1 鎌の付け根で曲げ破壊した試験体 

 
(2) 弱軸方向荷重 

図-8に弱軸方向に加力した試験から得られた荷重変位

曲線を，表-3 に Mmax，K，S の平均値と変動係数をまと

めて示す． 

無補強の場合に顕著であった破壊パターンを図-9に示

した．Ⅰ-W型では目違いが目違いへそから継手の W方

向に力を受け，目違いを境に繊維方向に母材が二つに割

り裂ける様にして開口型割裂が進行した．Ⅱ-W 型は目

違いへそが目違いから荷重方向に力を受けた場合，もし

くは顎部が栓から継手先端方向に力を受けた場合に力を

受けた箇所から開口型の割裂が進行する破壊パターンで

ある．無補強の場合はほぼ全ての試験体でⅠ-W 型割裂

が先に発生し，Ⅱ-W 型割裂の発生によって荷重が完全

に低下した． 
ビス補強によりAW試験体ではⅡ-W型破壊の進行が抑

えられ，靱性が最も大きく向上した．BW 試験体ではビ

ス補強によりⅠ-W 型割裂の発生と進行が抑えられたが，

逆にⅡ-W型破壊が顕著になり，無補強と比較して最大荷

重や変形性能に大きな改善は見られなかった．ABW 試

験体では両方の発生と進行を抑える効果が得られた． 
表-3から結果を比較する．最大曲げモーメント，吸収

エネルギー量はいずれの補強仕様でも向上した．特に

ABW 試験体では最大曲げモーメントが約 1.84 倍，吸収

エネルギー量が2.74倍となり．強度，靱性ともに大きく

向上した，このことから弱軸方向に加力した場合は AB
両方向に補強するのが最も効果的であるといえる． 
 

表 -3 弱軸方向試験結果 

 Mmax [kNm] K [kNm/mm] S [kNmm] 

NW Ave. 
(C.V.) 

1.10 
(0.04) 

0.18 
(0.04) 

86.8 
(0.17) 

AW Ave. 
(C.V.) 

1.37 
(0.28) 

0.12 
(0.13) 

254 
(0.34) 

BW Ave. 
(C.V.) 

1.28 
(0.20) 

0.20 
(0.18) 

91.9 
(0.34) 

ABW Ave. 
(C.V.) 

2.02 
(0.14) 

0.16 
(0.09) 

238 
(0.41) 

 

 
図-8 弱軸方向荷重変位曲線 

※点線のグラフは中央変位ではなく荷重点の変位 

 

 

図-9 弱軸荷重時に顕著な割裂 

 
 
4. 結論 

 

本研究では金輪継ぎ手に対してビスを用いた割裂補

強を施すことで曲げ性能が向上するかを明らかにするこ

とを目的として，補強の有無や配置が異なる試験体に対

して曲げ破壊試験を行った．本研究で得られた結果を以

下に示す． 
1) 強軸載荷条件の場合，B 方向補強を有する BS，

ABS 仕様の試験体で顕著な最大曲げモーメント，

吸収エネルギーの増加がみられた．これは B 方向

補強が目違いからの割裂を抑え，目違いへその圧

Ⅰ-W Ⅱ-W
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縮によって変形したためである． 
2) B 方向補強は素材の強度が低い場合は鎌の付け根

が破壊し，十分に補強効果を得られなかった．こ

のため，補強を施す場合は施工する素材の強度に

は十分に注意する必要がある． 
3) W 方向載荷条件の場合，A 方向補強の試験体は最

大荷重の向上はわずかであるが，吸収エネルギー

量や変形性能は大きく向上した．また，最も曲げ

性能の向上が著しいのはAB仕様であった． 
 

謝辞：本研究を行うに当たり，若井産業株式会社からは

ビスの提供，武部建設株式会社からは試験体寸法や加工

方法に関して助言をいただきました．この場を借りて厚
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原料調達が困難になりつつある鉄道用木まくらぎの補完と国産材需要の維持・拡大を目的に，単板積層

材(LVL)を利用したまくらぎの開発に取り組んでいる．試作した LVLまくらぎ(スギ，ヒノキ，アカマツ，

カラマツ，シラカンバ)と市販の製材まくらぎ(クリ，カラマツ，ケンパス)に対して，JIS E 1203「合成ま

くらぎ」の規定に準じた試験を実施し，曲げ性能を評価した．製材まくらぎの試験結果は樹種による差が

大きく，市販されている製材まくらぎの曲げ性能が広範にわたっていることが示唆された．試作したヒノ

キ，アカマツ，カラマツ，シラカンバLVLの試験結果は平使い・縦使いともに市販の製材まくらぎの試験

結果の間に分布したことから，曲げ性能において同等性が認められると考えられた． 

 

     Key Words: Railroad sleeper, Bending test, LVL, Kempas 

 

 

 

1. はじめに 

 

鉄道発明以来 200年以上にわたり，レールを固定する

ために木まくらぎが利用されている．国内で初めて横

浜・新橋間に鉄道が敷設された際にも，安価かつ日本の

環境に合うというイギリス人技師長の助言により，木ま

くらぎが採用された 1)．木まくらぎの弱点は腐朽をはじ

めとする生物劣化であり，現代は，生物劣化がほぼ生じ

ないコンクリートまくらぎ，合成まくらぎ(ガラス長繊

維と硬質発泡ウレタンの複合材料 2))も多く導入され，ス

ラブ軌道への技術革新も進んでいる 3)．しかし，木まく

らぎには価格の安さや電気絶縁性の高さ 4)などのメリッ

トがあり，全国の中小鉄道や地方ローカル線では未だに

木まくらぎが主体となっている 3)など，常に一定の需要

がある．木まくらぎには製材が利用されており(製材ま

くらぎ，写真-1)，国産材ではクリをはじめとする広葉樹

のほか，ヒノキ,ヒバなど様々な樹種の利用がみられる．

国産材を上回る硬さと重さを得るため，ケンパスやアピ

トンといった密度の高い熱帯産材も多く利用されている．

 

 
写真-1 木まくらぎの事例 (明知鉄道 恵那駅構内)  
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しかし，国産材，外材ともに，環境問題等のため良質な

まくらぎ用材は減少してきている 4)．国産広葉樹材は人

工的な資源育成が難しく資源状況が不安定であり，また，

熱帯産材は天然林資源に強く依存し，違法伐採のリスク

も国産材に比べ高いことから，製材まくらぎの原料調達

はますます困難になりつつある． 

そこで製材まくらぎを補完し，かつ国産材の需要を維

持・拡大することを目的として，国産材を原料とする木

質材料系まくらぎの新規開発を目指し，その材料として

LVL(単板積層材)に着目した．LVL は，同樹種の製材に

比べて材の均質性が高いという特徴がある．また，生物

劣化への耐性を付与するための保存処理において，薬剤

が LVL を構成する単板の裏割れに沿って製品の内奥ま

で浸透することが考えられ，製材に比べより高い耐久性

を得られる見込みがある． 

新規開発する LVL まくらぎの利用に先立ち，既存の

製材まくらぎとの同等性の確認が必要である．そこで基

礎的な材質のうち曲げ性能について，試作した LVL ま

くらぎと既存の製材まくらぎに対し曲げ試験を実施して

評価を行った． 

 

2. 材料と試験 

 

(1) 試験材料 

a) 製材まくらぎ 

 市販のクリ，カラマツ，ケンパスまくらぎを各 5本用

意した．寸法は幅 200×厚 140×長 2100 mm (並まくらぎ 2

号の規格寸法)である．製材まくらぎはすべて国内メー

カーから入手した新造品であり，平素の出荷品通り，乾

燥処理は行われていなかった．試験に先立って，まくら

ぎ用のインサイジングを施した．なお，薬剤注入など保

存処理は 行っていない． 

 

b) LVLまくらぎ 

 国産樹種から資源量や用途開発の求めを考慮してスギ，

ヒノキ，アカマツ，カラマツ，シラカンバを用材に選定

し，各樹種のLVLまくらぎを製作した．まず厚さ 35mm

の LVLを製造(一次接着)し，これを 4枚または 6枚接着

(二次接着)することで 140または 210 mmに積層した母材

を製造し，それぞれから幅200×厚140 mm断面でまくら

ぎを採材する手順をとった．LVL として前者は平使い

(単板の積層方向=まくらぎの厚さ方向)，後者は縦使い

(単板の積層方向=まくらぎの幅方向)であり，全樹種に

対してこれら2種のLVLを各5本用意した．平使いと縦

使いを写真-2および 3に示す．長さ 4060 mmの母材から

試験体を採材する都合上，LVL まくらぎの長さは 2000 

mm とした．試験に先立って，製材まくらぎと同じくま

くらぎ用のインサイジングを施した．薬剤注入など保存

処理は行わなかった． 

 

(2) 試験方法 

木まくらぎに対応する試験方法は特に規定されていな

いため，JIS E 1203:2007「合成まくらぎ」5)に規定された

耐曲げ荷重試験に準じ，次の仕様で曲げ試験を実施した． 

・中央集中荷重方式 (単調加力) 

・スパン 1120 mm  (材厚の 8倍) 

・加力部に面取り(R=10 mm)した幅 200×長 140×厚 12 mm

の鋼板，支点部に幅200×長280×厚18 mmの鋼板を設け

る 

試験実施状況を写真-4 に示す．試験は 1000 kN 木材実

大強度試験機（東京衡機製）を用いて行い，載荷速度は

5.0 mm/分とした．荷重は容量 200 kNの圧縮型ロードセル

 
写真-3 縦使いLVLまくらぎ(カラマツ) 

 
写真-2 平使いLVLまくらぎ(カラマツ) 

 
写真-4 まくらぎの曲げ試験の 実施状況  
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で計測したが，ケンパスまくらぎは破壊荷重が 200kNを

超える懸念が生じたため，容量 1000kN のロードセルを

利用した．試験体中央の側面に 1つずつ固定した変位計

により鉛直変位を計測し，その平均値をまくらぎの曲げ

たわみ量として求めた．試験は荷重が最大荷重の 80%以

下に低下するまで行い，最大の荷重低下が生じた時の破

壊の状況を破壊モードとして記録した．荷重-変位関係

および最大荷重を求め，式(1)，(2)により見かけの曲げ

ヤング係数 Eb (kN/mm2)および曲げ強さ Fb (N/mm2)を算出

した． 

𝐸𝑏 =
𝐿3

4𝑏ℎ3
×
𝑃

𝛿𝐿
 

𝐹𝑏 =
3𝑃𝑚𝑎𝑥𝐿

2𝑏ℎ2
× 103 

ここで L：スパン(=1120 mm)，b：試験体の幅 (mm)，

h：試験体の厚さ(mm)，P：荷重 (kN)，P/δL：荷重変位

曲線の直線域における傾き (kN/mm)，Pmax：最大荷重 

(kN) である． 

試験後，試験体から長さ 30mm程度の断片を採取し，

全乾法により含水率と全乾密度を求めた． 

 

3. 結果と考察 

 

(1)  試験体の破壊性状 

試験結果の一覧を表-1に示す．スパンが材厚の 8倍と

短かったことから，曲げ変形に比べせん断変形が卓越す

る可能性があったが，製材および縦使い LVL では曲げ

破壊(写真-5)が優勢であった．平使い LVL では 5 樹種計

25 体中 17 体で水平せん断破壊(写真-6)またはせん断破壊

を伴う曲げ破壊を生じた．縦使い LVL では，水平方向

のせん断力に対して多数の単板と接着層がせん断応力を

分担すると考えられる．これに対して平使い LVL では，

せん断応力が最大となる中立軸付近の特定の単板に応力

が集中しやすく最弱な単板でせん断破壊が生じやすいと

考えられる． 

 

 

(2) 製材まくらぎの曲げ性能 

製材まくらぎの曲げ強さと曲げヤング係数の関係を図

-1に示す．ケンパス製材は 5体中 1体が低い荷重で破壊

したものの，残る4体はクリ,カラマツ製材に比べて顕著

に高い曲げヤング係数および曲げ強さを示した．現在市

販されている製材まくらぎについて，曲げ性能が広範に

わたっていることが示唆された．  

 

(3)  LVLまくらぎの曲げ性能 

LVLまくらぎの曲げ強さと曲げヤング係数の関係を図

-2に示す．縦使いと平使いで比較した場合，アカマツ，

カラマツ，シラカンバ LVL は平使いに比べ，縦使いで

 
写真-6 LVLまくらぎのせん断破壊 (シラカンバ，平使い) 

 

図-1 製材まくらぎの曲げ強さと曲げヤング係数の関係 

 

図-2 LVLまくらぎの曲げ強さと曲げヤング係数の関係 

 

写真-5 LVLまくらぎの曲げ破壊 (スギ，縦使い) 
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曲げ強さが高くなる傾向を示した．製材と LVL で曲げ

強さおよび曲げヤング係数を比較したところ，スギLVL

は平使い・縦使いともクリ製材と同等の値に留まった．

これに対しヒノキ，アカマツ，カラマツ，シラカンバ

LVLは，平使い・縦使いともクリ製材の値を上回ってお

り，ケンパス製材より低い値であった．未乾燥材による

試験結果ではあるものの，クリ製材とケンパス製材が示

した曲げ性能の間に試験結果が分布していることから，

ヒノキ，アカマツ，カラマツ，シラカンバ LVL は平使

い・縦使いとも，曲げ性能において市販の製材まくらぎ

と同等性が認められると考えられる．なお，カラマツ

LVL(縦使い)およびシラカンバLVL(縦使い)は全数がカラ

マツ製材の曲げ性能を上回った．  

ただし，製材は未乾燥材で含水率が高かったのに対し

て，LVLは単板乾燥を含む通常の製造工程で生産されて

含水率が低い状態だった．実際に施工された後にそれぞ

れの含水率が変わる可能性があり，両者の強度性能の関

係は今後も検証していく必要がある． 
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表-1 試験結果の一覧 

 

ここで，Eb：見かけの曲げヤング係数，Fb：曲げ強さ，Pmax：最大荷重，MC：含水率， 

ρOD：全乾密度,  Mean ： 平均値，C.V. ：変動係数(%)である． 

試験体 E b F b P max 破壊モード MC ρ OD

樹種 番号 kN/mm
2

N/mm
2

kN % kg/m
3

スギ S1.2 5.22 Mean 34.5 Mean 80.4 曲げ・せん断 12.0 405

S5.2 5.35 5.20 37.2 33.66 86.7 せん断 11.8 418

S7.1 4.84 C.V. 29.6 C.V. 69.1 曲げ 12.0 401

S8.1 5.01 5.4 32.3 8.5 75.4 曲げ 12.2 403

S14.1 5.57 34.8 81.1 曲げ・せん断 11.4 401

ヒノキ H2.1 7.10 Mean 56.9 Mean 132.8 曲げ・せん断 8.0 476

H5.2 7.11 7.14 57.8 52.44 134.9 曲げ・せん断 7.2 467

H11.1 7.35 C.V. 48.7 C.V. 113.5 曲げ・せん断 7.1 457

H16.2 7.06 1.7 46.3 9.6 108.1 曲げ 7.9 459

H18.2 7.05 52.5 122.5 曲げ 7.8 466

アカマツ A2.1 6.28 Mean 45.8 Mean 106.9 曲げ 10.1 473

平 A4.1 6.43 6.26 45.8 44.23 106.9 曲げ・せん断 10.2 480

使 A5.1 6.14 C.V. 36.4 C.V. 84.9 曲げ・せん断 10.1 483

い A8.2 6.03 2.7 46.7 10.0 109.0 曲げ 11.7 468

A11.1 6.40 46.4 108.3 曲げ 9.5 492

カラマツ K7.2 6.72 Mean 49.8 Mean 116.1 曲げ 11.9 562

K10.1 6.70 7.20 46.4 50.87 108.2 せん断 10.4 567

K15.1 7.10 C.V. 54.2 C.V. 126.5 せん断 9.8 574

K18.2 7.84 7.2 54.0 6.5 126.1 曲げ・せん断 10.3 581

L K22.1 7.61 50.0 116.6 せん断 9.6 578

シラカンバ B6.1 8.31 Mean 65.3 Mean 152.4 曲げ・せん断 8.9 561

B8.1 8.22 8.11 59.4 57.40 138.6 せん断 8.1 573

B15.1 8.08 C.V. 56.3 C.V. 131.3 せん断 7.3 593

B16.1 7.96 1.8 48.0 10.9 112.1 せん断 7.5 586

V B16.2 8.01 57.9 135.2 せん断 7.7 594

スギ S4.1 5.13 Mean 35.1 Mean 82.0 曲げ 13.8 402

S5.2 5.37 5.06 35.2 35.95 82.2 曲げ 12.0 421

S9.1 4.95 C.V. 36.1 C.V. 84.3 曲げ 12.9 411

S10.1 5.03 4.2 38.9 4.9 90.7 曲げ 13.1 411

L S11.2 4.81 34.3 80.1 曲げ 13.1 403

ヒノキ H1.1 7.27 Mean 55.4 Mean 129.2 曲げ 7.7 483

H4.1 7.51 7.43 53.4 52.92 124.5 曲げ 8.2 476

H6.2 7.22 C.V. 52.2 C.V. 121.8 曲げ 7.3 467

H10.2 7.48 2.5 53.4 3.5 124.5 曲げ 7.9 473

H13.2 7.68 50.3 117.4 曲げ 7.7 468

アカマツ A3.1 6.73 Mean 43.0 Mean 100.3 曲げ 9.8 488

縦 A7.2 7.23 7.14 47.6 50.04 111.0 曲げ 10.8 508

使 A10.2 7.26 C.V. 53.0 C.V. 123.6 曲げ 9.9 500

い A11.2 7.38 3.5 53.2 9.3 124.1 曲げ 9.5 511

A12.2 7.07 53.5 124.8 曲げ 9.7 522

カラマツ K4.1 8.61 Mean 60.0 Mean 140.1 曲げ 10.0 590

K5.2 8.84 8.70 60.4 61.03 141.0 曲げ・せん断 10.6 756

K9.2 8.93 C.V. 58.7 C.V. 137.0 曲げ 9.6 573

K13.2 8.52 2.0 61.5 3.5 143.5 曲げ・せん断 9.7 577

K14.2 8.58 64.5 150.4 曲げ 10.9 574

シラカンバ B2.1 7.72 Mean 64.0 Mean 149.3 曲げ 8.3 572

B4.1 7.93 7.73 69.7 68.17 162.5 曲げ 8.3 563

B6.2 7.75 C.V. 64.0 C.V. 149.2 曲げ 8.2 564

B8.2 7.40 2.6 71.7 5.7 167.4 曲げ 8.5 574

B14.1 7.85 71.5 166.9 曲げ 8.4 569

クリ C6 4.92 Mean 25.6 Mean 59.7 曲げ 63.2 424

C7 5.86 5.08 36.3 33.86 84.6 曲げ 66.5 463

C8 5.44 C.V. 41.3 C.V. 96.4 曲げ 55.8 458

C9 4.76 11.1 35.0 17.4 81.8 曲げ 69.8 443

C10 4.43 31.1 72.5 曲げ 85.3 439

カラマツ K9 5.61 Mean 46.0 Mean 107.3 曲げ 29.5 419

製 K10 4.94 5.38 40.9 44.88 95.5 曲げ・せん断 30.3 453

K25 5.72 C.V. 43.8 C.V. 102.1 曲げ 17.4 406

材 K26 5.16 6.0 40.3 11.8 94.1 曲げ・せん断 18.3 397

K27 5.46 53.4 124.6 曲げ 21.7 425

ケンパス M14 11.69 Mean 99.3 Mean 231.8 曲げ 26.3 861

M15 11.65 11.59 100.8 86.51 235.1 曲げ・せん断 23.8 820

M16 13.58 C.V. 110.0 C.V. 256.8 曲げ・せん断 24.9 873

M18 12.38 15.7 93.2 37.7 217.4 せん断 21.7 775

M19 8.66 29.2 68.1 曲げ 29.0 661
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(4) 試験方法による影響の検討 

試験はJIS E 1203「合成まくらぎ」の規定に準じて実施

したが，スパンが材厚の 8倍と短くせん断変形成分が大

きかったとみられ，曲げヤング係数は真の値より低い値

となっていると考えられる．特に，平使い LVL では曲

げ破壊に比べせん断破壊が優勢であり，曲げ強さも真の

値より低い値となっていると考えられる．したがって本

試験により得られた結果は，真のな曲げ性能に比べて低

い値となっていると考えられる．また写真-7 に示す通り，

加圧部に設けた鋼板が試験体に大きくめり込む場合もあ

った．支点に設けた鋼板 2枚の合計面積に対して加力点

に設けた鋼板の面積は 1/4 であり，また，スパンの短さ

のため破壊に要する荷重が大きくなったことから，加力

点で過大なめりこみ応力が生じたと考えられる．  

 

4. まとめ 

試作した LVL まくらぎ(スギ，ヒノキ，アカマツ，カ

ラマツ，シラカンバ)と市販の製材まくらぎ(クリ，カラ

マツ，ケンパス)の同等性確認を目的に，JIS E 1203「合成

まくらぎ」の規定に準じた試験を実施し曲げ性能を評価

した．得られた結果は次の通りである． 

 

・製材まくらぎの試験結果は樹種による差が大きく，市

販の製材まくらぎの曲げ性能が広範にわたっているこ

とが示唆された． 

・試作したヒノキ，アカマツ，カラマツ，シラカンバ

LVL の試験結果は平使い・縦使いともに市販の製材ま

くらぎの試験結果の間に分布したことから，曲げ性能

において同等性が認められると考えられた． 

・JIS E 1203「合成まくらぎ」規定に準じる試験仕様では，

スパンの短さからせん断成分の影響があり，鋼板のめ

りこみも生じやすい． 

 

LVL まくらぎの実用化にあたっては，軌間保持性能を

はじめ，曲げ以外の性能に関する検証も必要である．引

き続き，実用化に向けた検討を進める． 

 

謝辞：本研究は，令和 6年度 CLT等木質建築部材技術開

発・普及事業の支援を受けて実施したものである． 
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写真-7 加圧部に設けた鋼板のめりこみ(平使いLVL，カラ

マツ) 
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BENDING PROPERTIES OF EXPERIMENTAL LVL-RAILROAD SLEEPER 

 

Rintaro UEDA, Makoto IMAI, Yoshinori Ohashi, Ryuya Takanashi, 

Takanobu SASAKI and Teruhisa MIYAUCHI 

 
Development of LVL (laminated veneer lumber) railroad sleepers is in progress to secure a new substi-

tute for the conventional solid lumber railroad sleepers of which the sourcing capabilities are shrinking, and 

to maintain and expand the demand for Japanese wood resouces. Bending properties of 5 experimental LVL 

sleepers of Japanese cedar, Japanese cypress, Japanese red pine, Japanese larch, and Japanese white birch 

and 3 commercial solid wood sleepers of Japanese chestnut, Japanese larch, and Kempas were examined 

by bending tests according to JIS E 1203. The tested solid lumber sleepers showed remarkably different 

results between wood species, implying that the bending properties of commercial solid lumber sleepers 

are broadly ranged. The bending properties of the experimental LVL sleepers of Japanese cedar, Japanese 

cypress, Japanese red pine, Japanese larch, and Japanese white birch were distributed within those of the 

solid wood sleepers, regardless of the laminated direction. Thus, it was considered that those 4 experimental 

LVL sleepes had an equvalence to the solid lumber sleepers in bending properties. 
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河川整備における木材の利活用は，河川環境の再生および防災・減災への寄与にとどま

らず，持続可能な森林管理に基づく資源循環や炭素貯蔵を通じた気候変動対策にも資する

ものである．本研究では，河川横断橋の橋脚直上流に木杭群を配置し，橋脚周りに形成さ

れる馬蹄形渦および橋脚前面に生じる下降流を抑制することによって，橋脚周辺の洗掘を

低減する手法の開発に関する実験的研究を行った．実験の結果，木杭群を設置した場合，

無対策時に比べて橋脚周りの最大洗掘深は最大約 44％，洗掘孔体積は最大約 97％削減され

ることを明らかにした．さらに，木杭群の流れに対する透過率を高める条件では，群杭先

端部における洗掘の進行が抑制されることを示した． 

 

Key Words: bridge pier, timber pile, local scour, scour volume, laboratory experiment 

 

 

1. はじめに 

 

近年の日本では，気候変動の影響により，線状降水帯

を伴う集中豪雨や台風による大雨が激甚化・頻発化して

いる．これに伴い，河川流量が急激に増大し，河川構造

物に深刻な影響を及ぼした事例が各地で報告されている．

河川構造物の中でも橋梁の被害は多数確認されており，

交通機能に多大な影響をもたらし，社会的影響は極めて

大きいといえる．近年の被害事例として，令和 2 年 7月

豪雨では熊本県南部における梅雨前線の停滞により，球

磨川を渡河する鎌瀬橋，相良橋，神瀬橋などが流失する

など，甚大な被害をもたらした 1)．  

橋脚被害の主な要因の１つとして，橋脚周辺に発生す

る局所洗掘が挙げられる．橋脚周辺の局所洗掘対策とし

ては，流体力に対する河床の抵抗力を高めるために保護

工を設置する方法と，橋脚周辺の流れを制御することで

河床近傍の流体力を弱める方法の２つが挙げられる．前

者としては，コンクリートブロックを用いたブロック工

や根固め工，石礫を用いた捨て石工などが挙げられる． 

2）しかし、これらの対策工は，大規模洪水時に流失する

可能性に加え，経済性や環境負荷といった課題がある．

一方，ベーン工や杭等の導流工を用いて流れを制御する

後者の方法は，これらの課題を低減する可能性がある．

特に自然材料である木杭を用いた場合，施工性に優れ，

撤去や更新が容易である.さらに，コンクリート構造物

と比較して環境に優しいことに加え，木材の利活用によ

る森林の維持管理，資源循環や温室効果ガス削減などに

も貢献できる可能性がある．橋脚直上流に木杭群を設置

することで，橋脚への接近流速および下降流を低減し，

馬蹄形渦を抑制することができると考えられる.3)その結

果，橋脚の局所洗掘の抑制が期待される. 著者ら 4) ，5)は，

これまでに水没した群杭の局所洗掘低減効果について検

討してきた．特に，杭の直径および配列を系統的に変化

させ，集団効果としての群杭が橋脚の局所洗掘に与える

影響に着目した．しかし，局所洗掘は軽減できたものの，

群杭の先端部において洗掘孔が発達し，群杭の流出リス

クが課題として残っている．本研究では，群杭の直径や

本数を変え，流れに対する遮蔽面積を変化させることに

より，橋脚周辺に加え，群杭先端部において洗掘孔を抑

制する工法を実験により検討する．橋脚周辺の最大洗掘
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深および洗掘体積の低減効果に加え，杭群先端部に

新たに形成される洗掘孔の評価も行う． 

 

 

2. 実験装置および方法 

 

実験は，熊本大学工学部にある，図-1に示すように

全長 10m，幅 40 cm，深さ 20 cm のアクリル樹脂製の循

環式可変勾配開水路を用いて実施した．上流端から 1 

m ~ 9 m の 8 m 区間に移動床厚 9 cm で図-2に示す一様に

近い中央粒径 0.77 mm ，均等係数 1.29 の 4 号硅砂を敷

きならした．橋脚模型は直径 D0 = 3.0 cm の単円柱とし

て水路上流端から 5m 下流の中央部に設置した． 

実験では，図-3に示す橋脚模型の直上流に群杭模型

３パターンを配置した．群杭模型は，杭 5本を「く」

字型（点線）となるように並べ，これを 1 ペアとし

た．これまでの研究結果を踏まえ，顕著な低減効果

が期待される，橋脚および群杭先端部の洗掘がそれ

ぞれ独立した 6ペアを設定した．また，杭先端部の洗

掘を低減させるために，群杭外側から杭の直径を順次

D1 =10 mm（赤丸）から D2 =5 mm（青丸）に変え，透

過率を A, B, Cの 3パターンを変化させた．これら

をCaseA-6，CaseB-6，CaseC-6 とした．これらのケース

の実験結果を踏まえ，最も洗掘に効果のある群杭配列

CaseC-6 において，図-4 に示すように群杭のペア数を

変化させ，CaseC-1からCaseC-5の 5ケースを追加で実

施した．なお，比較のため，群杭の設置しない無補

強も１ケース（CaseN）実施した．実験においては，

杭は水没状態であり，初期河床面からの突出高さは

2.5cmとした．なお，群杭配列 CaseB-6および CaseC-6で

は，杭の直径を 5mm に変化させた際，杭中心の座標を

一致させて配置した．座標系は図-1に示す通り，平均河

床高における橋脚前面を原点とし，流下方向に x 軸，横

断方向に y 軸，鉛直上向きに z 軸とした．  

実験における水理条件は表-1 に示す．本研究では，

Clear water scour 条件下で橋脚周辺の局所洗掘が最も顕著

になるように，相対摩擦速度𝑢 ∗ 𝑢 ∗𝑐⁄  を１程度に設定し

た．ここに， 𝑢 ∗𝑐 は限界摩擦速度である．なお，水路上

流からの給砂は行わない． 

本実験では通水から 36 時間後を準平衡状態と判断し，

ポンプを停止し，河床変動の計測を実施した．河床変動

については通水停止後に最終の河床形状をカメラで撮影

するとともに CMOS レーザーアプリセンサ（キーエン

ス製 IL-600）を用いて計測を行った．計測点については，

全ケースにおいて縦断方向，横断方向について 0.5cm 間

 

図-1 水路の概要 

 

表-1 水理条件 

流 量 𝑄 (l/s) 6.7 

水路勾配 𝑖0 1/1000 

水 深 ℎ0 (cm) 6.9 

平均流速  𝑈𝑚(cm/s) 24.3 

摩擦速度 𝑢 ∗ (cm/s) 2.23 

無次元河床せん断力 𝜏 ∗ 0.054 

相対摩擦速度𝑢 ∗ 𝑢 ∗𝑐⁄  1.08 

フルード数 𝐹𝑟 0.30 

 

 

図-2 河床材料の粒度分布 

 

(a) 群杭配列パターンA 

   

(b) 群杭配列パターンB 

    

(c) 群杭配列 パターンC 

図-3 群杭配列 

 

図-4 群杭配列パターンCの補強条件 

10mm 10mm

10mm

10mm
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隔で行った． 

 

 

3. 実験結果とその考察 

(1) 木杭の配置による河床変動特性 

河床変動は，初期河床高さ（z = 0）を基準とし，負は

洗掘，正は堆積とする．なお，河床変動量は橋脚直径

D0=30mmで無次元化した． 

 図-5 は，群杭の設置が無い無補強 （CaseN）における

準平衡状態に達したときの河床コンターを示す．橋脚ま

わりの局所洗掘の形状は頂点を下にした円錐に近いこと

が分かる．このような洗掘形状の発生は，既往研究で詳

細な検討がされ，鈍い物体形状を有する橋脚のために流

下方向に強い圧力勾配が生じ，橋脚下部には前面の強い

下降流を伴う馬蹄形の三次元剥離渦が主因であることが

指摘されている 2)．無補強における橋脚周辺の洗掘孔の

空間スケールは，流下方向の距離 x/D0 = 7.17，横断方向

の距離 y/D0 = 8.67，洗掘体積は V/D3 = 34.5，最大洗掘深

z/D0 = -1.90 である．また，橋脚周辺で洗掘された土砂は

その下流で帯状に堆積していた． Richardson and Davis 

(2001) 6)式によれば，最大洗掘深 z/D0 = -1.77であることか

ら，実測値を良好に予測していることが認められた． 

図-6は，図-3の(a)に示された橋脚の直上流部に直径D1 

= 10mmの群杭を設置したCaseA-6における準平衡状態に

達した河床コンターを示す．洗掘孔スケールは橋脚周辺

では流下方向に x/D0 = 1.17，横断方向に y/D0 = 2.17となっ

た．群杭先端近傍での洗掘体積は，V/D3 = 22.9，橋脚周

辺の洗掘体積は，V/D3 = 1.19 であった．最大洗掘深は

zs/D0  = -1.25 になり，無補強（CaseN）に比べ大幅に減少

している．また，橋脚周辺の洗掘体積は大幅に抑制され

たが，群杭先端部の洗掘体積は大きく，群杭の流出リス

クがあり，改良する必要がある． 

図-7は，図-3の(b)に示された最外列の杭の直径を5mm

に変えて設置した CaseB-6 における準平衡状態に達した

河床コンターを示す．洗掘孔スケールは，橋脚周辺では

下方向に x/D0 = 2.00，横断方向に y/D0 = 2.50となった．群

杭先端部での洗掘体積は，V/D3 = 1.71，橋脚周辺の洗掘

体積は，V/D3 = 1.63であった．最大洗掘深はz/D0 = -1.07と

なった．無補強（CaseN）に比べ橋脚周辺の洗掘体積は

大幅に減少した．また，群杭先端部の洗掘体積はCaseA-

6 と較べて 94%減少し，大幅に抑制されたことが分かる． 

図-8は，図-3の(c)に示された中心 1列を残して杭の直

径を5mmに変えて設置したCaseC-6における準平衡状態

に達した河床コンターを示す．洗掘孔スケールは，橋脚

周辺では流下方向に x/D0 = 2.83，横断方向に y/D0 = 3.16と

なった．群杭先端部での洗掘体積は，V/D3 = 1.32，橋脚

周辺の洗掘体積は，V/D3 = 2.32 であった．最大洗掘深は

z/D0 = -1.06 となった．橋脚周辺の洗掘体積には大幅に減

少し，CaseB-6 と較べて群杭先端部での洗掘体積はさら

に減少した．また，最大洗掘深は全ケースの中で最も小

さかった． 

CaseA-6，CaseB-6およびCaseC-6において流れに対する

群杭の透過率を算出し，透過率が洗掘孔に与える影響を

検討した．群杭の透過率は，群杭幅と杭の突出高さによ

って構成される矩形面積に対する杭の総断面積の比とし

て定義した． CaseA-6，CaseB-6 および CaseC-6 の流れに

 

図-5 無補強（CaseN）における河床コンター 

 

図-6 CaseA-6における河床コンター 

 

図-7 CaseB-6における河床コンター 

 

図-8 CaseC-6における河床コンター 

Flow 
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対する群杭の透過率を表 2に示す． 

CaseA-6では透過率は 0%であり，群杭へと直進する流

れはいずれかの杭と衝突することになる．一方，CaseC-

6 になると透過率は 33%まで増加していることが分かる．  

 図-9は，群杭の透過率が橋脚の最大洗掘深および洗掘

孔の体積に与える影響を示す．なお，最大洗掘深および

洗掘孔の体積は，各々，無補強（CaseN）における最大

洗掘深および洗掘孔の体積で正規化した． 

透過率が増加すると最大洗掘深は減少していることが

分かる．これは上流からの流れが群杭内部へ流入し流速

は低下しているためであると考えられる．しかし，群杭

の透過率を極端に減少させると上流からの流れが減衰さ

れることなく橋脚に衝突し，最大洗掘深は増加する可能

性があると考える．CaseC-6 で無補強時に較べた最大洗

掘深の削減率は 44%である．また橋脚周辺の洗掘体積は，

群杭の透過率の増加に対して顕著な変化は無く，無補強

時に較べた削減率は 93%∼97%であった．一方，群杭先

端部の洗掘体積は，CaseA-6 では無補強時の洗掘体積の

64%と非常に大きかったがCaseC-6ではCaseA-6と較べた

群杭先端部の洗掘体積の削減率は 94%であった． 

群杭配列 CaseA-6，CaseB-6 および CaseC-6 において，

橋脚周辺に加え群杭の先端部の洗掘体積を抑制し，最大

洗掘深が最も抑制された CaseC-6 を橋脚周辺および群杭

先端部の局所洗掘に対して最も有効であることが明らか

になった．中心 1列を 10mmにすることで橋脚の安全性

を確保しつつ，他のケースと較べて透過率も高いため群

杭の先端部においても洗掘が抑制され，群杭の流出リス

クが低減できたと考えられる． これを踏まえ，次に，

表-2 各ケースの透過率 

  Case  透過率(%) 

  A-6   0 

  B-6   11 

  C-6   33 

 

図-9 透過率が洗掘孔に与える影響 
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(a) CaseC-1                                  (b) CaseC-2                              (c) CaseC-3 

 

     (d) CaseC-4                                         (e) CaseC-5                                    (f) CaseC-6 

図-10 群杭配列CaseCにおける河床コンター 
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群杭配列 CaseCにおいて群杭の本数が洗掘孔に与える影

響を検討する． 

 

(2) 群杭の本数が洗掘孔に与える影響 

図-10は，群杭配列CaseCにおいてペア数を1ペアから

6ペアへ変化させたCaseC-1からCaseC-6における準平衡

状態に達した河床コンターを示す． 

  CaseC-1からCaseC-4では橋脚と群杭を取り囲むように

洗掘孔が一体化した形態であるのに対して，CaseC-5 お

よび CaseC-6 では橋脚および群杭先端部の洗掘孔は独立

して存在していることが分かる．CaseC-4 では，群杭の

中央付近において，わずかな土砂堆積が確認される． 

 最大洗掘深は橋脚前面で生じ，CaseC-1では z/D0 = -1.49

となり，CaseC-2から CaseC-5では z/D0 = -1.44 ~ -1.07であ

る．CaseC-6では z/D0 = -1.06である．群杭 4ペアを除いて

ペア数の増加に伴って一様に減少した．ペア数が 5ペア

以上では最大洗掘深の削減率は 45%程度となっており，

CaseC-6で最大洗掘深が最も抑制された． 

 橋脚周辺の洗掘体積はCaseC-1ではV/D3 = 7.14となり，

無補強時に対して 81% 削減されている．CaseC-2~CaseC-5

ではV/D3 = 6.31~2.01である．橋脚周辺の洗掘体積はペア

数の増加に伴い減少し， CaseC-6 では V/D3 = 1.82 となり

無補強時に対して 93% 削減されている． 

 群杭先端部の洗掘体積は，橋脚および群杭先端部の洗

掘孔が完全に独立したCaseC-5およびCaseC-6において算

出した．CaseC-5ではV/D3 = 1.62， CaseC-6ではV/D3 = 1.32

であり顕著な変化は無かった． 

ペア数を 5ペア以上では，橋脚周辺および群杭先端部

で洗掘孔が独立することで，4 ペア以下と較べて最大洗

掘深および橋脚周辺の洗掘体積をより削減できたと考え

られる．また，ペア数を 5ペア以上に増やしても洗掘孔

に顕著な変化は見られなかった． 

 

4. まとめ 

 

 本研究では，橋脚周辺の洗掘対策として，木杭群が橋

脚周辺の洗掘孔に与える影響について，基礎水理実験を

実施し調べた．得られた主な結果を以下に示す． 

(1) 群杭配列を CaseA-6から CaseC-6へと変え，群杭の

透過率を増加させた際，無補強時に較べた最大洗

掘深の削減率は 34%~44%であった．また，橋脚周

辺の洗掘体積に顕著な変化は無く，無補強時に較

べた削減率は 93%∼97%であった．一方，群杭先端

の洗掘体積は CaseC-6 で最も減少し，CaseA-6 に較

べた削減率は 94%であった． 

(2) 群杭配列 CaseC において群杭ペア数の増加に伴い，

最大洗掘深および橋脚周辺の洗掘体積が減少した．

しかし，5ペア以上では洗掘孔に顕著な変化は無か

った． 

(3) 群杭配列CaseCにおいて群杭ペア数が4ペア以下で

は橋脚と群杭を取り囲むように洗掘孔が一体化し

た形態であるのに対して，5ペア以上では橋脚およ

び群杭先端部の洗掘孔は独立して存在する． 
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1964 年に発生した新潟地震は液状化が多くの被害をもたらしたことでよく知られている．この地震に関

して，新潟地震調査報告書, 昭和 39 年新潟地震震害調査報告, 新潟地震災害報告書の 3 つに関して杭の損傷

について調査した．鋼管杭やコンクリート杭に関しては杭の損傷の記述があったが，木杭に関してはほと

んど被害の記述が認められなかった．それぞれの杭の杭長，杭径および打設間隔の違いがあり，また構造

物も様々で条件が違うので早急に結論は出せないものの，木杭は液状化地盤に対して鋼管杭やコンクリー

ト杭以上に，液状地盤に対して高い耐久性がある可能が考えられる． 

 

     Key Words: wood pile, Niigata earthquake, damage, literature review, liquefaction 
  
 

 

 

1. はじめに 

 

過去の地震では，地盤の液状化が発生すると，杭が損

傷することが数多く報告されている 1)～4)．これらは，い

ずれもコンクリート杭か鋼管であり，木杭の被害は見当

たらない．森ら 1)は，1964 年新潟地震の数多くの調査事

例より地盤の永久変位に起因する基礎の被害をまとめて

いる．そこに記されているのは，鋼管杭 1 例，RC 杭 5

例，ケーソン 1例，井筒 1例，木杭 1例である．ここで，

示されている木杭の 1例は，後述する調査より木杭自体

に被害があったものではない事が分かっている． 

筆者らも経験的に，基礎杭の被害は，地震で液状化が

発生する度に耳にするが，木杭での被害事例を聞いたこ

とがない．そもそも，1950年代以前は，杭と言えば木杭

であったことを考えれば，それ以降に発生した地震では，

コンクリート杭や鋼管杭よりも木杭の方が数は多かった

と考えれ，被害事例がないというのは，それなりの理由

があると考えるべきである．一般に，木杭は，地震時，

および，液状化発生時には耐久性が低いものだと捉えら

れているようだが，そもそもコンクリート杭や鋼管杭に

比べ，上部構造物の慣性力や地盤変形に対して，むしろ

耐久性が高いとも考えられる． 

そこで，著者らは，多くの調査が実施され，詳細な報

告が残っている 1964 年新潟地震の被害報告書（新潟地

震調査報告書 5）, 昭和 39年新潟地震震害調査報告 6), 新潟

地震災害報告書 7) ）を取り上げ，その中で示されている

杭被害について，今まで着目されてこなかった木杭を加

えて再調査を行った．この地震は，日本で液状化被害が

大規模に発生し，それが世界的に知られるようになった

地震として知られている．集合住宅の転倒など直接基礎

の支持力喪失，護岸のはらみだしなど報告がなされてい

るが，杭の被害も相当数存在している．鋼管杭，コンク

リート杭などと並び，わずかではあるが木杭も報告書に

記載があった．液状化する地盤での杭の被害形態はさま

ざまであるが，本論文では，木杭とその他の杭の被害状

況について調べてまとめた． 

 

2. 調査方法と調査結果 

 

上記 3つの報告書から杭構造物の記述を抽出し，構造

物名，構造物の種類，構造物の詳細，場所，構造物の被

害の有無，杭の種類，木杭の場合は樹種，杭径，杭長，

杭間隔，杭被害の有無，杭基礎設置地盤の土質名，N 値

範囲，最小N値，文献を表にしてまとめた．表１にまと
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 2

めたものの一例を示す．全部で 234件該当した．但し明

確に書かれていないものや杭としか記述がないものなど

もすべて含めた． 

 

3. 杭被害の分析 
 

図1に調査した全体の杭種別数を，図2にその中で杭

の被害の有無について示す．「杭」としか記載のないも

のは不明としている．木杭が 41 件，コンクリート杭が

45 件と判明している杭の中で多くあった．ただ木杭の

中には取り付け部や抑え杭で用いられているものも多く

それも数に含めている．古くはコンクリートに並び木杭

も活用されていたことがよくわかる．図2を見ると，そ

の杭の中で被害があったもの，なかったものともに 7件

であった．それ以外は明確な記述がなされていない．図

3 に被害がなかった杭，図 4 に被害があった杭の内訳を

示す．被害がなかったと記述してあった中で木杭が 6件

となっており，木杭が地震時や液状化地盤中で有効であ

ったことが分かる．一方，被害ありの場合はコンクリー

ト杭が 5件，鋼管杭が 1件，木杭が 1件であった．コン

クリート杭の被害が多く，木杭もあるが，文献の記載で

は上部構造の被害から基礎の被害も想定されると記載さ

れていたためカウントしている．図5には記載がある木

杭，コンクリート杭および鋼管杭に関して杭長 L(m)と

杭径 D(m)の関係を，図 6には杭長 L(m)と打設間隔 B(m)

の関係を，図7には杭長L(m)と打設間隔B((m)/杭径D(m)

の関係図を示す．木杭，コンクリート杭および鋼管杭そ

れぞれに対して被害あり，なし，不明で分類している．

杭長～杭径関係図より，鋼管杭は杭長が長く杭径も大き

く，木杭は杭長，杭径が小さくなる．コンクリート杭は

ちょうどその中間に位置する．杭長と杭径は一定の関係

がありそうである．木杭の場合は杭長および杭径は最大

でも 12m および 0.3m 程度である．コンクリート杭でも

杭長や杭径が短いものでも被害がある場合もあるが，杭

長，杭径が長いほど被害が発生する件数が多くなる．プ

ロットされている数からすれば木杭は杭長，杭径が小さ

いものの被害がほかの杭に比べて少ないことは確かであ

る．杭長～打設間隔の関係図もおおむね木杭，コンクリ

ート杭および鋼管杭と長くなる傾向にあるが，木杭やコ

ンクリート杭の一部では杭長が短く打設間隔が広いケー

スもある．どちらも被害は見られていない．杭長～打設

間隔/杭径関係図をみると，打設間隔/杭径が小さいほど

杭の配置が密になる．木杭は 2 から 14 程度まで広く分

布しいる．一方，コンクリート杭は鋼管杭は 4から 6に

集中している．図8に杭の周りの土層が細砂である杭の

杭長 L(m)と杭径(m)の関係図を示す．やはりこの部分で

杭の被害が多くみられる．コンクリート杭や鋼管杭で杭

が損傷しているのは砂地盤で液状化が発生し地盤の支持

力が不足するとともに構造物の慣性力によって杭の耐力

以上の曲げせん断が発生したと考えられる．一方木杭も

杭頭での曲げモーメントが発生しているが，杭長が短い，

構造物の慣性力が小さかったなど他の要因も考えられる

が被害がほとんど見られない．杭の剛性の違い，杭と地

盤の相互作用の影響などさらにメカニズムを解明する必

要があるものの，耐液状化という観点では木杭は有効で

あったといえると思われる． 

 

図1 杭種別数 

 

 

図2 杭の被害件数 

 

 
図3 被害なしの杭別の件数 
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図4 被害ありの杭別の件数 

 

 

図5 杭長L(m)と杭径D(m)の関係 

 

 

図6 杭長L(m)と打設間隔B(m)の関係 

 

 

図7 杭長L(m)と杭径D(m)/打設間隔B(m)の関係 

 

 

4. まとめ 
1964年に発生した新潟地震の調査報告書を詳細に調べ

た結果液状化に起因する杭の損傷が見られた．コンクリ

ート杭，鋼管杭はその損傷は顕著であったが，木杭は明

らかに被害があったと断定できる事例は見られなかった．

今度はさらに文献調査を進めるとともに，コンクリート

杭，鋼管杭および木杭の液状化時に杭に発生する応力を

検討するなど，杭損傷メカニズムについて明らかにして

いきたい． 
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図 8 杭長 L(m)と杭径 D(m)の関係 (細砂地盤) 
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新しい軟弱地盤対策の取り組みとして，大きな木板を水平や鉛直に地盤中に設置することで，効率的に軟

弱地盤対策を試みる検討を行っている．しかしながら，重ね合わせた木板の地盤内環境における力学的特

性は，ほとんど不明である．そこで，木板同士の摩擦抵抗を種々の鉛直圧下で計測できる実験装置を開発

し，スギ板同士の摩擦抵抗について，重ね合わせた木板の方向の影響，ラミナとだら挽き板の影響，乾燥

状態と高含水状態の影響について，気中と水中の環境下で比較を行った．この結果，木板同士の摩擦抵抗

は，地盤のせん断抵抗と同様に粘着力と摩擦角で示すことができ，重ね合わせた方向により差があること，

その値はラミナよりもだら挽き板，乾燥材よりも高含水率の板，水中よりも気中の方が，摩擦角が大きく

なることを明らかにした． 
 

Key Words: frictional resistance, wooden board, loading direction, coarse-grained  
 
 
 

1. はじめに 
 
木材の土木分野での利用拡大の取り組みが進められて

いるが，いまだに木材利用量が拡大しているとは言えな

い状況であり，新たな開発が望まれる 1)．その中で，木

材の軟弱地盤対策などへの利用は，そのポテンシャルが

大きいとされている 2)．木材を使った軟弱地盤対策は，

基本的に丸太や円柱加工した木材を鉛直に地盤に打設す

るものであった例えば3), 4)．近年，丸太や円柱状ではなく，

新たに板状の木材を地盤中に構築し地盤補強を行おうと

する取り組みが行われている 5), 6)．これは，大きな板材

を用いることで，荷重の分散効果を期待することや，施

工性を高めることが期待されている．現在，直交集成板

（Cross Laminated Timber，以下「CLT」と記す）をこれら

に使うことが考えられているが，木板自身を簡易に作り，

よりこれを廉価にしようという考えもある． 
これらを検討する上で，地盤中の，特に，地下水位以

深を想定した環境における木板の力学特性に関する知見

はほぼ皆無である．そこで，ここではまず，基本的な力

学特性として，大きな木板を作るときに必要な木板同士

の摩擦抵抗について着目した． 
木板の摩擦抵抗について，堀 7)は，ヒノキを用いて，

載荷荷重と摩擦抵抗の間には明らかな直線関係があり，

このような直線関係は水分の影響を受けても失われず，

摩擦抵抗は含水率が高くなると大きくなることを示した．

また，孟ら 8)は，含水率が十分平衡状態に達した 12～
13%程度のプレーナー加工したスギ，トドマツ，カラマ

ツの静止摩擦係数は，繊維方向と繊維に直交する方向で

は異なり，直交する方が大きく，直交する場合は

0.29~0.33（16~18 deg），平行する場合 0.27～0.31（15～17 
deg）であり，密度が大きくなると摩擦係数は小さくな

ることを示した．しかしながら，特に高含水率における

摩擦抵抗やプレーナー加工を行っていない丸太をだら挽

きしただけの木板（以降，「だら挽き板」と記す）同士

の摩擦抵抗についての研究事例は見当たらない． 
そこで，基本的な事項であるスギ板同士の摩擦抵抗を

求めるために，気中と水中で鉛直圧を設定可能な実験装

置を開発し，人工乾燥しプレーナ加工した木板（以降，
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「乾燥ラミナ」と記す），乾燥状態と高含水率のだら

挽き板を用いて，気中と水中における環境で検討をお

こなった．本論文では，文献9)に，新たな実験結果を加

えて検討した結果を示す． 
 
 

2. 研究背景 10) 
 
軟弱地盤上の盛土の安定検討には，図- 1 に示す円弧

すべり面を想定し，その起動力と地盤の抵抗力を比較

することが多い．この場合，要素 aと要素 bでは想定さ

れるすべり面の方向が 90 度近く異なり，水平方向に改

良体を設置した場合には，その効果が大きく異なると

思われる．(b)と(c)に，水平方向に数枚の木板を重ねた

場合に想定されるすべり面の模式図を示す．すべり面

が，木板に直交する場合は，軟弱粘性土地盤のせん断

抵抗が 20 kN/m2程度なのに対し，木材のせん断抵抗は 6 
MN/m2程度（スギ）11)なので，木材の方が，かなり強度

が大きく，すべり面全体のせん断抵抗は，必ず地盤の

みの状態よりも大きくなる． 
一方，すべり面が木板に平行となる場合は，地盤内

を通るすべり面 B-B'と，木板と木板の間を通る C-C'の小

さい方で最小のせん断抵抗が決まり，木板間の摩擦抵

抗が，地盤よりも小さな場合には，木板を敷設するこ

とでむしろすべりに対する安定性を低下させるので，

少なくとも地盤のせん断抵抗以上に，木板同士の摩擦抵

抗が大きい必要がある．この木板同士の摩擦抵抗を実験

装置を開発し求めた． 
 
 

3. 実験方法 
 

(1) 実験装置 
図- 2に，実験装置の概要を示す．供試体は，120×200

×30 mm の下板と，120×120×30 mm の上板からなる．

ただし，後述する R のケースにおける下板の寸法は，

120×120×30 mm である．下板を装置にセットし，その

上に上板を載せ，さらに鉛直荷重載荷板を載せ，そこに

取り付けられた吊り具を介して錘を吊るし，吊るした錘

により鉛直圧を載荷できる．下板は固定され，上板を油

圧ジャッキで水平方向に押すことで，2 枚の木板の摩擦

抵抗を計測した．鉛直載荷板と不動点との間の水平変位

は，ワイヤ式変位計で計測した．油圧ジャッキは，手動

でレバーにより操作した．このため，水平荷重と水平変

位の関係は，きれいではないが，基本的なデータを取得

するには十分であると考えた．水平荷重の載荷速度は，

凡そ 0.4～0.5 kN/minである． 
木板を軟弱地盤対策として使用する場合，木板は基本

的に地下水位以深に設置することが想定される．そこで，

この装置に，地下水位以深の環境を再現できるように，

    
(a)円弧すべり面          (b)すべり面が鉛直に近い場合      (c)すべり面が水平に近い場合 

図- 1 軟弱地盤上の盛土と想定される円弧すべり面 
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(a) 全体図（気中試験時） 

 

(b) 水中試験時 
図- 2 実験装置の概要 

92



 

 
 

木板同士が水中に没した状態で実験ができるようにもし

た．図- 2 (b)に，水中試験時の装置を示す．上下の木板

が完全に水没するように，台座に水槽を固定し，そこに

供試体と底板を固定した．載荷時は，水槽を乗り越えて，

水槽には接触せずに載荷が可能にする加圧治具を取り付

けた．この治具は，水平方向に抵抗がないように，上部

よりワイヤで吊られている．図中にある，加圧治具位置

決め治具は，実験中は取り除かれる．この装置で，上板

と下板が完全に水没する状態で実験を実施した． 
 

(2) 実験ケース 
表- 1 に，実験ケースを示す．実施したケースは，下

板と上板のいずれもスギで，気中と水中で載荷実験を行

った．下板と上板は，乾燥ラミナと，だら挽き板を用い

た．下板と上板は，常に同じ条件の木板を用いた．含水

状態は，乾燥と高含水率とした．高含水率の板は，未乾

燥のそれを浸漬させて高含水率にした．高含水率のだら

挽き板の含水率は，最小 134%，平均 201%，最大 260％
(文献 9)に示した値は誤り)であり，繊維飽和点よりも十

分大きく，飽和状態に近いと考えられる．木板の繊維の

方向と，水平載荷を行う方向も摩擦抵抗に影響があるの

で 8)，ここでは，表- 2に示す 3通りの水平載荷を実施し

た．C は上板と下板の繊維方向を直交させ重ね，P は繊

維方向を並行に重ね載荷方向も繊維方向に行い，R は繊

維方向を並行に重ね載荷は繊維に直角に行った．鉛直圧

は，最大10 m程度の盛土の鉛直荷重を想定し，19，53，
101，155 kN/m2 とした．この鉛直圧には，錘を除いた吊

り具などの治具の自重（19 kN/m2）も含まれている． 
 
 

4. 実験結果 
 

(1) 乾燥ラミナの実験結果 
初めに，乾燥ラミナについての実験結果を示す．図- 3

に，水平変位と水平荷重の関係の一例として，乾燥ラミ

ナで鉛直圧が 155 kN/m2の時の実験結果を示す．図には，

繊維方向が直交するケース（C），繊維方向が平行で載

荷方向も平行なケース（P），繊維方向が平行だが載荷

方向が直角のケース（R）を示した．多くの場合，水平

変位がほぼ 0の状態で水平荷重が大きくなり，木板がす

べり出すと水平荷重は低下し，水平変位が 2 mm 程度以

上ではほぼ定常状態になった．これは，前者が静止摩擦，

後者が動摩擦に相当するといえる．R02と R03のケース

では，一度すべり出してから水平荷重はさらに大きくな

り最大荷重となり，その後定常状態となっている．そこ

で，ここでは，それぞれを「すべり出し荷重」，「最大

荷重」，水平変位 5 mm の時の水平荷重を「残留荷重」

と呼び，以降検討を進める． 
図- 4 に，乾燥ラミナを用いたケースのすべり出し荷

重，最大荷重，残留荷重を示す．横軸の 01～03 の番号

は，それぞれのケース番号である．Cと Pのケースでは

ほとんどですべり出し荷重と最大荷重が一致し，P より

も Cの方がやや大きい傾向がある．一方，Rのケースで

は，多くがすべり出し荷重と最大荷重は一致せず，C や

Pよりも大きい．PよりもCが大きくなる傾向は，孟ら 8)

の実験結果とも整合している．今回の実験で，Rが Cや

P よりも大きく，すべり出し荷重より最大荷重が大きい

のは，繊維方向が平行であるので，下板と上板の年輪が

噛み合い，僅かにすべりを生じた時点で最も噛み合わせ

の良い状態が出現する場合が多くなるためだと考えられ

る．ただし，この嚙み合わせは，年輪幅に対して供試体

面積が小さくなるほど高い嚙み合わせが出現する可能性

が高く，大きな板の板目面などが接触する場合には，実

験で得られたような嚙み合わせは生じにくいと考えられ

表- 1 実験ケース 

 

ラミナ だら挽き材 だら挽き板

試験環境 載荷方向 鉛直圧 乾燥材 乾燥材 飽和材

σ v

kN/m2

気中 平行 19 CDaP000-00-03a
53 CDaP000-05-01a～03a
101 CDaP000-12-01a～03a
155 CDaP000-20-0001～0003

平行・直交 19 CDaR000-00-01a～03a
53 CDaR000-05-01a～03a
101 CDaR000-12-01a～03a
155 CDaR000-20-0001～0003

クロス 19 CDaC000-00-01a～03a CHaC000-00-0001～0003 CHaCD00-00-01～03
53 CDaC000-05-01a～03a CHaC000-05-0001～0003 CHaCD00-05-01～03
101 CDaC000-12-01a～03a CHaC000-12-0001～0003 CHaCD00-12-01～03

155 CDaC000-20-0001～0003 CHaC000-20-0001～0003

CHaC000-20-01
CHaCD00-20-02
CHaC000-20-03

水中 クロス 19 CDsC000-00-0001～0003 CHsC000-00-0001～0003
53 CDsC000-05-0001～0003 CHsC000-05-0001～0003
101 CDsC000-12-0001～0003 CHsC000-12-0001～0003
155 CDsC000-20-0001～0003 CHsC000-20-0001～0003

表- 2 木板の繊維方向と水平載荷方向 

 
※Rのケースの下板の寸法は，120 mm×120 mmであるが，この

表では，繊維方向がわかるようにCとPと同じ寸法で示した． 

ケース記号 C P R

木板の繊維方向と
水平載荷方向

下板 上板 下板 上板 下板 上板

 
図- 3 乾燥ラミナにおける水平変位と水平荷重の関

係の一例 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

C01
C02
C03
P01
P02
P03
R01
R02
R03

水平変位 ΔL(mm)

水
平
荷

重
S

(k
N

)

スギ，気中，乾燥，ラミナ

鉛直圧: 155 kN/m2

93



 

 
 

る．実際の木板を重ね合わせることを想定すると，上下

を直交させることが一般的であると考えられるので，以

降では下板と上板は直交させるケース（C）を基本に検

討を行うこととする． 
 

(2) 高含水率のだら挽き板の実験結果 
図- 5 に，だら挽き板の実験結果の一例として，下板

も上板も高含水率のだら挽き板の鉛直圧が 155 kN/m2 の

ケースの結果を示す．前述の図- 3 に示した乾燥した製

材の実験結果と比較し，水平荷重が大きく，すべり出し

荷重よりもすべり出し後に生じる荷重の方が大きくなり，

それが最大荷重となっているとともに，残留荷重も乾燥

ラミナよりも大きくなった． 
 

(3) だら挽き板の各条件における実験結果 
図- 6 に，だら挽き板におけるすべり出し荷重，最大

荷重，残留荷重（at ΔL-5 mm）を鉛直圧ごとに示す．そ

れぞれの条件は，気中または水中の環境下，乾燥状板の

板または高含水率の板である． 
乾燥ラミナと異なり，数例を除き，他は全てが鉛直圧

に関わらず，すべり出し後に水平荷重が大きくなり，最

大荷重とすべり出し荷重が異なる．これは木板同士の接

触面が粗になることで，単に木板を重ね合わせた状態よ

りも少し動いた状態の方が粗な木板同士の噛み合わせが

よくなるためだと考えられる．さらに，この噛み合った

状態は乾燥ラミナを重ね合わせた状態よりも噛み合わせ

が強く，全体的に大きな抵抗を発揮すると考えられる． 
これより，ラミナにおいてもだら挽き板においても，

盛土などの安定性を考える上で，地盤中に設置された木

板同士の摩擦抵抗として，最大荷重が代表値とし適切だ

と考えられ，以降では水平抵抗荷重として最大値を用い

摩擦抵抗応力は，これを板同士の接触面積で除した値を

用いることとする． 
 
 
5. 考察 
(1) 鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係 
図- 7 に，気中における鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係

を乾燥ラミナ，乾燥だら挽き板と高含水率だら挽き板に

ついて示す．いずれも木板を繊維直交方向に重ねたもの

である． 
鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係は，ほぼ原点を通る直線

関係にあり，両者を一次式で近似した時の決定係数も 1

 
(a)鉛直圧19 kN/m2     (b)鉛直圧53 kN/m2     (c)鉛直圧101 kN/m2     (d)鉛直圧155 kN/m2 

図- 4 乾燥ラミナにおけるすべり出し荷重，最大荷重，残留荷重（スギ，気中） 
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図- 5 高含水率だら挽き板における水平変位と水平荷重の

関係の一例（スギ，気中，繊維直交方向） 
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(a) 気中，乾燥 (b)気中，高含水率 (c)水中，乾燥 (d)水中 

 
図- 6 高含水率だら挽き板におけるすべり出し荷重，最大荷重，残留荷重（スギ，気中，繊維直交方向） 
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に近く，両者の関係は，地盤工学で地盤のせん断抵抗に

使われる粘着力 cと内部摩擦φと同様に扱えることがわ

かる． 
表- 3 に，実験で求められた粘着力と摩擦角を示す．

乾燥ラミナにおける，摩擦角（直線の勾配）は 26°
（0.49）で，孟ら 8)の実験結果と比較するとやや大きい．

これは，孟らの実験の下板は密度の高い構造用シート材

であるためだと考えられる． 
乾燥ラミナとだら挽き板を比較すると，ラミナよりも

だら挽き板の方が，明らかに摩擦角が大きくなる．これ

は，板の表面が粗いからだと考えられる． 
だら挽き板同士で，乾燥と高含水率で比較すると，高

含水率の方が大きく，摩擦角は約 40°である．このよ

うに含水率が大きくなると摩擦抵抗が大きくなることは

堀 7)の結果とも一致している． 
 

(2) 水中環境の影響 
図- 8 に，水中における鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係

を乾燥だら挽き板と高含水率だら挽き板について示す．

気中における結果と同様に，乾燥した板よりも高含水率

の板の方が摩擦角が大きくなることが分かる．この明確

な理由は不明だが，次のメカニズムが推測される．①ラ

ミナも含め木板の表面には凹凸があり，この凹凸はだら

挽き板の方が大きい，②上下の板は，高含水率にした状

態では鉛直圧の載荷により水分が絞り出され，板同士の

境界は飽和状態に近い状態となる，③水平荷重が載荷さ

れると板同士はすべり出そうとするが，凹凸により鉛直

方向に膨らもうとするので，板同士の間が飽和状態にな

っていると境界の水圧が負圧方向に移行し，有効鉛直圧

が増加する．このため，摩擦抵抗応力も増加する．田

中・吉田12)は，砂とCLTを用いて，一面せん断試験を実

施し，両者の摩擦角が高含水率の CLT になると大きく

なることを示した．その要因の一つとして，CLTの表面

観察の結果，高含水率とすることで晩材部分が早材部分

より膨張していることを挙げている．これを参考にする

と，板同士であっても晩材部の膨張で，表面の凹凸が増

し，せん断されることで板同士間が膨張し，より負圧が

発生しやすくなる可能性が考えられる．田中・吉田によ

る高含水率のせん断変位とせん断応力の関係は，せん断

変位が増えると，一度せん断応力は増加傾向が低下する

が，その後再びせん断応力が回復して行く，非排水条件

における砂の膨張に伴うせん断抵抗の増加と類似の傾向

を示しており，板同士でも類似の現象が起きている可能

   
(a)乾燥ラミナ (b)乾燥だら挽き板 (c)高含水率だら挽き板 

図- 7 気中における鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係（スギ，繊維直交方向） 
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表- 3 実験で求められた粘着力と内部摩擦角 

環境 木板の種別 含水状態 粘着力 
kN/m2 

摩擦角 
deg 

気中 
ラミナ 

乾燥 0.98 26.3 

だら挽き 

1.88 36.0 
高含水率 3.66 39.5 

水中 乾燥 -1.73 34.5 
高含水率 0.76 36.4 

 

   
(a)乾燥だら挽き板         (b)高含水率だら挽き板 

図- 8 水中における鉛直圧と摩擦抵抗応力の関係（スギ，繊維直交方向） 
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性が考えられる． 
板同士が水中に没していると，摩擦角は，気中におけ

る結果と比べ小さくなる．当初，水中における結果は気

中と変わらず，特に，高含水率の場合には，その差は小

さくなると想定していたが，むしろ逆になった．この原

因は，不明だが，だら挽き板同士の水中環境における摩

擦抵抗を求める時には，それを再現した水中における試

験が必要だと言える． 
 

(3) 土質定数との比較 
これらの値を盛土などの土構造物の設計に用いられる

土質定数 13)と比較する．乾燥ラミナの摩擦角は，「密実

でない砂質土（φ=25 deg）」程度でありかなり低い．気

中における高含水率だら挽き板は，「締固めた礫および

礫まじり砂（φ=40 deg）」「密実なものまたは粒径幅の

大きな礫（φ=40 deg）」「密実な礫混じり砂（φ=40 
deg）」程度であり，かなり内部摩擦角の大きな材質の

地盤と同等だといえる．それ以外のだら挽き板の摩擦角

は，「締固めた粒径幅の広い砂（φ=35 deg）」「密実で

ないまたは分級された礫（φ=35 deg）」「密実でない礫

混じり砂（φ=35 deg）」「密実なものまたは粒径幅の広

い砂（φ=35 deg）」程度であり，比較的内部摩擦角の大

きな材料と同等であると言える．したがって，だら挽き

にした板を重ねて土中に設置した場合，木板同士の境界

層は，地盤や盛土などによる鉛直圧により摩擦抵抗応力

は増加し，また，地下水位以深に設置されることで木板

は高含水率となり，さらに摩擦抵抗応力が増加し，板同

士を接着したり木ダボやビスなどで固定しなくても，地

盤内で十分板同士の摩擦抵抗を確保でき，地盤内の弱層

となる可能性は低いと考えられる． 
なお，粘着力は，鉛直圧がない状態では水平抵抗があ

るとは考えらず，あったとしても 0に近いと考えられる

ので，木板同士の摩擦抵抗応力は 0として良いと考える． 
 
 

6. まとめ 
(1) ラミナ板同士の摩擦抵抗は，重ね合わせるラミナの

繊維方向と，載荷する方向により異なる． 
(2) だら挽き板の摩擦抵抗は，板同士がすべり出し後に

最大荷重となる． 
(3) 乾燥ラミナもだら挽き板も鉛直圧と摩擦抵抗応力の

関係はほぼ直線関係にあり，地盤工学のせん断抵抗

に用いられる粘着力と内部摩擦角と同様に板同士の

せん断抵抗を表すことができる． 
(4) 乾燥しただら挽き板よりも，高含水率のだら挽き板

の内部摩擦角は大きくなる． 
(5) 気中環境と水中環境におけるだら挽き板の内部摩擦

角は，気中環境の方が内部摩擦角が大きくなる． 
(6) だら挽き板の内部摩擦角は，気中・水中，および，

乾燥・高含水比に関わらず密な砂や礫と同等程度に

大きく，地盤や盛土内で板同士の境界層が弱層とな

りすべりを生じる可能性は低いと考えられる． 
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鋼板挿入集成材複合梁における接着層の検討
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本研究では，鋼板挿入集成材複合梁を対象に，接着不良率（30%，50%，70%）および接着不良配置（パター
ン状・ランダム）が構造性能に及ぼす影響を有限要素解析により検討した．解析の結果，接着率の低下に伴い
鋼板と集成材間の応力伝達性が低下し，剛性やスパン中央部の応力が減少することが確認された．また，接着
率だけでなく接着剤の配置位置も応力分布や変形挙動に影響を及ぼすことが示された．さらに，継手端部では
接着剤のせん断強度を上回る応力が発生し，剥離の可能性が示唆された．以上より，接着率の確保と均一な接
着施工が継手性能の維持に重要であることが明らかとなった．

Key Words: Salome-Meca, adhesive layer, steel-plate-inserted glulam beam, hybrid beam, joint

1. はじめに

近年，CO2 排出量の削減や施工性，景観性の向上な

どを背景として，集成材と鋼材を組み合わせた複合部

材の利用が進められている．鋼板を挿入した集成材複

合梁は，集成材のみの梁と比べて高い剛性を有するた

め，断面の縮小や長スパン化が可能であり，木橋への

適用も期待されている．しかし，木橋のように比較的

大きなスパンを必要とする構造物へ適用する場合には

部材の継手が必要となるため，継手部における十分な

剛性および耐力の確保が重要な課題となる．

既往研究では，鋼板を挿入した集成材複合梁を対象

として，継手部で挿入鋼板同士を重ね合わせる新たな

継手構造が提案された．この研究では基礎研究として，

集成材と鋼板が接着剤によって全面接着された複合梁

モデルを対象とし，継手部における力学的挙動および

構造成立性について検討が行われた．

一方，実際の構造物では製作時の施工誤差や接着剤

の塗布状況などの影響により，接着界面に接着不良が

生じる可能性がある．そのため，全面接着を仮定した

モデルのみでは，実構造物の力学的挙動を十分に評価

できない可能性がある．

そこで本研究では，既往研究で対象とした全面接着

型の鋼板挿入集成材複合梁を基礎とし，接着不良を考

慮した解析モデルを作成して検討を行った．接着不良

は接着面積に対して 30%，50%，70%の割合のものを
用意し，さらに規則的に配置したパターン状モデルと，

不規則に配置したランダムモデルを作成した．これら

のモデルに対して有限要素解析を実施し，接着不良率

および接着不良の配置形状が梁全体の剛性や応力分布

に及ぼす影響を評価した。また，全面接着モデルとの

比較を通じて，接着不良が複合梁および継手部の構造

性能に与える影響について考察した。

2. 解析手法

有限要素解析ツール「Salome-Meca2021」を用いて，
鋼板プレートが挿入された集成材複合梁の 3Dモデルを
作成し，弾塑性解析を行い，梁の剛性，応力状態につい

て検討を行った．

(1) 解析モデル

本研究で用いる鋼板挿入集成材複合梁は，橋長 10m,
幅員 1m程度の歩道橋に用いることを想定しているが，
今回は梁の全長を 10 m，スパンを 9.7 mとする. 本研
究で用いる鋼板挿入集成材複合梁は，図-1図-2のよう
に継手部に関して逆対象な複合断面を有する２部材か

らなる．

梁の断面に関しては図-3 に示す．側面からみた断
面図-3の左図について，幅 90mm×桁高 420mmの集成材
と幅 100mm　×桁高 420mmの集成材の間に幅 1mm　
×高さ 410mmの接着剤層を挟んで幅 9mm×高さ 410mm
の鋼板を挿入したものとなっている．また部材の継手部

分の断面図-3の右図に関しては幅 100mmの集成材に図-
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図–1 全体図

図–2 上部図

図–3 右図　側面の断面　　左図　スパン中央の断面

2のような幅 10mmぶんの切り欠きが入り，ここに逆対
称な部材から突き出した鋼板が挿入され，このような

継ぎ手部の断面が構成されている．こうすることで鋼

板がスパン中央から鋼板 1枚分ずれた位置に挿入され，
継手部では鋼板 2枚分となり，継手部での剛性を補う．
切り欠き部の軸方向の長さは 250mmで,ここに 2部材
から突き出した鋼板 250mmが挿入されることで図-2の
ように鋼板が重なり合う部分は 500mmとなる.
この接着層の接着不良を再現するために図-4それぞ

れ接着剤の付着率が 30%，50%，70%のものを用意し，接
着層を入れ替えて解析を行う．この接着層の１マスあ

たりの大きさに関して 150mm　× 82mm　× 1mmとし
ている．またこの接着層の接着剤の付着のパターンが

ランダムの図-5も同様に解析を行い比較を行う．

図–4 接着層　上から 30%　 50%　 70%

図–5 接着層　上から 30%　 50%　 70%

表–1 材料諸元

　　 鋼板 集成材 接着層

ヤング率 E 206GPa 7.5GPa 7.5GPa

ポアソン比 ν 0.3 0.4 0.4

降伏点　 245MPa 24MPa -

(2) 解析手法

今回の解析では複合梁の中央上部より荷重を加え，３

点曲げ載荷を行う．梁の下面の支点位置の一方は，梁

の端部から 100mmの箇所に全方向変位を幅方向の線に
沿って拘束,他方は梁の反対側の端部から 100mmの箇
所に鉛直方向変位と幅方向変位を幅方向の線に沿って

拘束する．載荷に関しては載荷は,中央から支点側にそ
れぞれ 100mmずつの計 200mmの範囲の集成材部分の上
面に等分布荷重を載荷する．これを今回のモデルは実

際には全長 10mのものだが，簡易試験や解析を行いや
すいように全体を 10分の 1に縮小したモデルを作成し
ている．そのため載荷面積や拘束線も 10分の 1のサイ
ズになっている．

(3) 材料設定

複合梁に用いる鋼材は SM400材，集成材は E75-F240
の異等級構成のスギ集成材とし，接着剤は樹脂系接着剤

を用いることを想定する．これらの材料諸元を表-1に
示す．鋼板と集成材は共に等方性材料とし表-1の降伏
点を有する完全弾塑性材料としてモデル化する．

集成材部分は厳密には異方性材料であるが，今回の

３点曲げ解析においては軸方向の剛性が支配的であり，

本研究で使用している Salome-Meca2021では異方性材料
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図–6 スパン中央鋼板下縁部における応力と荷重

に対して弾塑性解析を行うことができないため，今回

は弾塑性材料として扱うことを優先した．

接着層は接着率が 100%の完全接着のものと，接着不
良を再現した，接着率が 30%，50%，70%のものを用意
した．接着剤のヤング率に関しては集成材のヤング率

と等しい 7.5GPaとする．
鋼板 1枚の曲げ剛性は，継手部以外の断面における

集成材部分の曲げ剛性の 1.2倍であるため，この部分の
複合断面全体の曲げ剛性は集成材部の曲げ剛性の 2.2倍
となる．一方,引張側では鋼板 2枚のみしか剛性に寄与
できないスパン中央の突き合わせ面においては,鋼板 2
枚の剛性は継ぎ手部以外の断面における集成材部の 2.4
倍となるため,鋼板や集成材の接着が理想的に行われれ
ば，継ぎ手中央部の剛性は複合断面の剛性を十分に確

保できるものと考えられる．

3. 解析結果

部材の降伏を確認できるまで載荷を行い，スパン中

央の鋼板の下縁部の相当応力をそれぞれ図-6に降伏付
近の拡大図も同様に図-7に示す．また接着剤の欠損パ
ターンをランダムにしたモデルの結果も同様に図-8に
示す．

接着剤の接着率が低下するに伴って荷重に対する応

力が小さくなっていることが確認できる．ただ 50%と
70%にあまり差がないように見られるが，これは接着剤
のついている位置によっては中央部分の応力に影響が

あるのではないかと思われる．接着剤の付着状況がパ

ターン状になっているものとランダムのものとの差は

やはり接着率が低くなるほど隙間が大きくなる分，接

着剤が付着している箇所が重要になってくるため，今

回の付き方だと接着率が 30%のものは顕著に荷重に対
する応力が小さくなっていた．

他にも接着剤の付着率はモデルの降伏後のたわみの状

図–7 スパン中央鋼板下縁部における応力と荷重

図–8 スパン中央鋼板下縁部における応力と荷重接着層欠損
パターンランダム時

図–9 スパン中央鋼板下縁部における応力と荷重接着層欠損
パターンランダム時（鋼板の降伏付近）

況にも大きく影響していると言える．その結果が図-10
図-11のようになった．ただ今回のモデルは実際の 10分
の１のため，実際のサイズではたわみは変わってくる

はずなので，今後別の解析が必要だといえる．

続いて，モデル継手部におけるせん断剥離について

考察する．継手部で鋼板の突き出し部が接着された集

成材や鋼板から剥離して，下側に飛びだす方向に変形

する場合，接着層の断面 (梁軸直角面)は鋼板に接着さ
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図–10 スパン中央部の荷重とたわみ

図–11 欠損パターンランダムの荷重とたわみ

れた側が下方向に引っ張られ，集成材に接着された側

は固定されているため，せん断変形し，他の 2面より
もせん断応力が卓越すると考えられる. 集成材突き合
わせ面となるスパン中央の鋼板下縁に降伏が認められ

る 45kN載荷時において，スパン中央の接着剤層の断面
(梁軸直角面)に作用するせん断応力 τ を接着率 100%，
70%，50%，30%のものそれぞれを図-12図-13図-14図-15
に示す．同様に接着剤の欠損パターンがランダムのも

のも 70%，50%，30%の順に図-16図-17図-18に示す．
ここに図示している領域は,継手部で重なり合う鋼板

2枚に挟まれた接着剤層と，それが継手部以外まで延長
されている鋼板と集成材に挟まれた接着剤層の中央部

の縦断面のスパン中央付近を示している．いずれの結

果からも見て取れる通り，鋼板の先端部分はせん断応

力が大きくなっていることが見て取れるが，その継手

両端におけるせん断応力の絶対値の最大値が今回の中

で最も小さいものでも 7.6MPaであった．
樹脂接着剤層のせん断強度は 6.57MPaであるため，鋼

板縁部が降伏していない 45kN の荷重レベルでも継手

図–12 接着層に乗じるせん断応力　接着率 100％

図–13 接着層に乗じるせん断応力　接着率 70％

図–14 接着層に乗じるせん断応力　接着率 50％

図–15 接着層に乗じるせん断応力　接着率 30％

端部の鋼板縁部には剥離が発生する可能性があると言

える．

続いて，鋼板縁下部における応力分布について考察

していく．既往研究より鋼板を 1枚のみ挿入したモデ
ルではスパン中央の鋼板下縁に降伏が 45kNで認められ
た．その 45kN載荷時の鋼板縁下部における応力分布を
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図–16 接着層に乗じるせん断応力　欠損ランダム　接着率
70％

図–17 接着層に乗じるせん断応力　欠損ランダム　接着率
50％

図–18 接着層に乗じるせん断応力　欠損ランダム　接着率
30％

今回のモデルでも比較していく．鋼板 1枚モデルでは，
中央の集成材の突き合わせ部分で引張側の集成材が応

力を伝達できずに剛性が落ちるため，継ぎ手なしで鋼板

が 1枚のモデルよりも低い荷重で鋼板縁部に降伏が生
じていた．さらに鋼板が互い違いに 2枚入っている，今
回も使用している接着率が 100%のモデルの場合更にス
パン中央における応力は小さく剛性は高いものとなっ

ていた．その結果を踏まえ，今回の結果を図-19図-20に
示す．まず 475mm付近と 525mm付近から中央にむけて
応力が一度落ちているのはこの部分に集成材の切り欠

きがあり，左右の鋼板同士が接着しているためである．

接着率が下がるにつれて応力の推移がなめらかではな

くなっていっている件に関しては，接着剤が付着してい

ない箇所から集成材への応力の伝達がうまくできてい

ないためであると考えられる．特に鋼板同士が重なっ

ている箇所に関して，接着率が 100%のものと比較した

図–19 鋼板下縁部における応力分布

図–20 鋼板下縁部における応力分布

とき，接着率が低下するにつれて応力が高くなってい

る箇所が多く確認できるため接着剤の欠損率とその箇

所におけるモデルの剛性への影響というものは密接に

関係があると言える．

4. まとめ

本研究では接着層における接着剤の接着不良率およ

び接着不良の配置形状が梁全体の剛性や応力分布に及

ぼす影響を評価した。また，全面接着モデルとの比較

を通じて，接着不良が複合梁および継手部の構造性能

に与える影響について考察した。

解析の結果，接着率の低下に伴いスパン中央の鋼板

下縁に発生する相当応力は低下する傾向が確認された.
これは接着剤の欠損によって鋼板と集成材間の応力伝

達が十分に行われなくなり，継手部全体の剛性が低下し
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たためであると考えられる. また，接着剤の付着の仕方
によっては接着率 50％と 70％では大きな差が見られ
ない場合も確認され，接着率だけでなく接着剤の付着

位置も応力分布に影響を及ぼすことが示唆された．特

に欠損パターンがランダムなモデルでは，接着率 30％
においてスパン中央部における応力の低下が顕著であ

り，接着剤が残存する位置の重要性が高まることが確

認された．

荷重－たわみ関係においても接着率の影響が認めら

れ，接着率が低いモデルほど降伏後の変形挙動が大き

く変化した．このことから，接着剤の付着状況は部材

の耐力だけでなく変形性能にも大きく関与していると

考えられる．

継手部接着層のせん断応力について検討した結果，

45kN載荷時において鋼板先端部付近で大きな応力集中
が確認された．継手端部におけるせん断応力の最大値

は最小の場合でも 7.6MPaとなり，接着剤のせん断強度
6.57MPaを上回った．このことから，鋼板下縁が降伏す
る以前の荷重レベルにおいても，継手端部では接着層

のせん断剥離が発生する可能性があることが示された．

さらに鋼板下縁の応力分布を比較した結果，接着率

の低下に伴い応力分布は不均一となり，鋼板が重なる

箇所では局所的な応力増加が確認された．これは接着

STUDY ON ADHESIVE LAYERS IN STEEL-PLATE-INSERTED GLULAM BEAMS

Kodai HATTORI, Taisei MUMANO, Jun OKADA and Humihiko GOTOU

In this study, finite element analysis was conducted on steel plate-inserted glued laminated timber (glulam) com-
posite beams to investigate the effects of bonding defect ratios (30%, 50%, and 70%) and bonding defect distributions
(patterned and random) on structural performance. The analysis results showed that, as the bonding ratio decreased,
the stress transfer capability between the steel plate and the glulam deteriorated, resulting in reductions in stiffness
and stress at the midspan region. In addition, it was found that not only the bonding ratio but also the location of
the adhesive significantly affected the stress distribution and deformation behavior. Furthermore, stresses exceeding
the shear strength of the adhesive were observed near the ends of the joint, suggesting the possibility of debonding.
These findings indicate that maintaining a high bonding ratio and achieving uniform adhesive application are essential
for preserving joint performance.

剤が欠損した箇所で鋼板と集成材間の応力伝達が阻害

されるためであり，接着剤の欠損率と継手部剛性との

間に密接な関係があることを示している．

以上より，接着剤の付着率および付着位置は継手部

の応力伝達機構，剛性，変形性能に大きな影響を及ぼ

すことが明らかとなった．特に接着率が低い場合には

接着剤の配置状況による影響が顕著となるため，継手

性能を安定的に確保するためには十分な接着率の確保

とともに，接着剤を均一に付着させる施工品質の管理

が重要であると考えられる．

今後は実験結果との比較検証や、接着剤の欠損位置

を考慮した統計的評価や接着層の欠損をマス目ではな

くより現実に近いモデルでも検討を行う必要がある．
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